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１．序論 

 

１．１  研究の背景  

 鉄道の軌道は，日々の列車走行による荷重を受け，徐々にレールの位置が変化する．この

変位量を「軌道変位」と呼ぶ※．軌道変位は列車の走行安全性および乗り心地に悪影響をお

よぼすため，鉄道事業者はその管理値を定め，定期的に検測し必要により保守を行っている．

一般の土木構造物では力学的強度が低下した場合に保守が行われるが，鉄道軌道は幾何学的

形状の良否によって保守が投入される点が大きな特徴となっている．  

※ 多くの鉄道事業者は，軌道変位を「軌道狂い」と呼んでいる．しかし 2001 年 12 月に公

布された国土交通省鉄道技術基準省令，解釈基準等 1-1)では，レール位置の変位量を「軌

道変位」と記していることから，本論文でも「軌道変位」と記す．ただし，過去の研究

論文や旧国鉄の規程類について述べる際は，慣用に従って「軌道狂い」と記す．  

一般に，軌道変位のうち，高低・通り変位は後述する 10m 弦正矢法の振幅により測定・評

価・管理される．具体的には，鉄道事業者各社は線区の最高速度や通過トン数，軌道構造等

に応じて 10m 弦正矢法による高低，通り変位の振幅の限度値を定め，これを定期的に測定し，

必要により軌道保守を行っている．10m 弦正矢法は，数学的には軌道変位実波形の２階差分

に相当するが，このような特殊な評価指標が用いられている背景には，以下の２点がある．  

① 日本を含む多くの国では，軌道変位の測定は 5m づつ離れた３器の検測装置を持つ軌

道検測車により，10m 弦正矢法によって行われてきた．  

② 保線現業機関では，現在でも 10m の糸張りによる簡易的な軌道変位測定法が併用され

ている．  

 すなわち，10m 弦正矢法が用いられる理由は，主として測定方法に由来するものである．

この場合，10m 弦正矢法による測定値をそのまま評価指標とする技術的な根拠として，以下

の２点が挙げられる．  

①   加速度は変位の２階微分である．よって，車両の振動加速度を評価するためには軌道

変位の２階差分を評価指標とすればよい．  

②   時速 100km/h 程度までであれば，10m 弦正矢法の検測倍率が高い周波数と，車両の固

有振動数がほぼ一致する．  

このうち②については，100km/h 超路線では 20m 弦，40m 弦正矢法を併用して，軌道変位

を評価している．  

 しかし，軌道変位管理の本来の目的は，軌道変位の振幅そのものを小さくすることではな

く，車両の走行安全性および良好な乗り心地の確保等にある．平成 10 年に報告された運輸技

術審議会第 23 号答申 1-2)では，国による鉄道技術基準を仕様規定から性能規定化することと

しており，各鉄道事業者は鉄道線路保守に関する実施基準（社内規程）の策定にあたって，

自社の実状に応じた鉄道線路の「性能」の的確な照査が求められている．鉄道線路の「性能」

とは「安全性」（脱線しないこと），「使用性」（鉄道車両が過度の振動を起こさないこと）で

あることは言を待たない．上記①の理由から，正矢法は車両振動加速度評価のための近似的

指標としては有効であり，今後も活用されていくことと思われる．しかし，10m 弦正矢法の

特長である上記の２点を尊重するとしても，近年の軌道管理に関する以下のような技術状況
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を考えると，10m 弦正矢値を軌道変位の評価指標とし続けることの妥当性は必ずしも高くは

ないと考えられる．  

① 近年開発される軌道検測車は，主として走行性能の観点から２台車となり，測定原理

も偏心矢法（測定位置が弦の中心から偏った測定法）によるものとなりつつある．す

なわち軌道変位の測定方法と評価指標は同じでなくてもよい．  

② ＪＲのほとんどの保線現業機関において，信号処理ソフトウェアが日常的に使用され

ており 1-3)，軌道変位測定データに対する各種信号処理が容易となっている．  

③ 現在ＪＲ等で一般に用いられている軌道整備基準値（軌道変位管理上の限度値）は，

車両の走行性を直接考慮して定めたものではない．  

④ 軌道保守作業時に用いられるマルチプルタイタンパ（マルタイ）の軌道変位測定原理

は偏心矢法である．すなわち保守作業時には 10m 弦正矢値を使用していない．  

以上のことから，より合理的な軌道変位評価のためには，  

① 軌道検測車による測定データ（より一般的には任意の測定方法による測定データ）に，  

② 保線現業機関において信号処理を施し，  

③ 車両の動的挙動を予測し，評価する指標を導き出す．  

という方向性をもった検討を行う必要性がある．なおここでいう「合理的」とは，走行安全

上あるいは乗り心地上問題がある軌道上の地点を的確に把握できることをいい，経済的な合

理性を直接指しているのではないことを断っておく．  

 この場合，軌道変位管理の流れは図 1-1 のようになる．これを実現するために，本研究で

は主として２重線囲みの部分に関する検討を行う．車両動的挙動として，具体的には上下・

左右動揺，輪重・横圧を取り扱う．  

 

      現 行         本研究の提案  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 1-1 本研究で提案する軌道変位管理の流れ  

 

１．２  研究の目的  

 前節で述べた背景に基づき，本研究では軌道変位の性能照査のために，軌道変位上を走行

する車両の動的挙動を予測するモデルを導出する．軌道変位上を走行する車両の動的挙動を

予測モデルとして，車両を構成するばねやダンパの諸元から車両の運動方程式を構築し，こ

れを逐次解いていく時刻歴シミュレーションが考えられる．しかし時刻歴シミュレーション

10m 弦正矢による検測  

検測データの評価  

判定・保守計画  

任意の方法による検測  

車両動的挙動の評価  

判定・保守計画  

車両動的挙動の予測
車両動的挙動  

予測モデル  
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は計算機負荷が大きく，また多種多様な車種ごとにモデルを構築するのは，保線の実務上は

現実的ではない．一方軌道保守管理を考えた場合，車両の構造的特性を知ることは目的では

ないので，与えられた軌道変位からできるだけ簡便な方法で車両の動的挙動を精度良く予測

できると，実務上好都合である．  

このような観点から，本研究では 10m 弦正矢法による軌道変位検測波形に対し信号処理を

施し，軌道変位上を走行する鉄道車両の動的挙動を予測するモデルを構築するとともに，こ

れを指標として軌道状態を評価し，軌道変位の管理・保守に適用する方法を検討する．具体

的には，軌道変位と車両の振動加速度・輪重・横圧等の測定データから，システム同定の方

法によって車両の動特性を同定し，これを車両の動的挙動の予測・評価モデルに適用する．  

鉄道では，従来からデータのスペクトル解析を通じて入出力間の周波数応答関数の同定が

行われ（その場合，計算に高速フーリエ変換（FFT）を用いるので，本論文では，従来の方

法を「FFT による方法」と呼ぶ），軌道変位と車両振動加速度との線形依存関係などが明らか

にされてきた 1-4)．実際，両者の線形性を用いれば，周波数応答関数の逆フーリエ変換により

インパルス応答を求め，これと軌道変位とのたたみ込みによって車両振動を予測することは

可能である．しかしこのような方法は，求められたインパルス応答が次数を含めて最適なも

のかどうか明確な根拠がないことや，FFT 演算の際に必要となるデータの定常性の仮定が現

実の軌道変位では成立しにくいことから，実際の軌道保守管理に適用された例はほとんどみ

られなかった．  

 これに対し，近年制御系設計の分野等で盛んに研究されている「システム同定法 1-5)」では，

周波数スペクトルを介さずに，始めから時間領域において「予測誤差」や「部分空間法」の

ような統計的根拠の確立した方法でダイナミックシステムを同定し，時系列予測モデルを求

める．これらの方法では測定されたデータを最大限有効に活用でき，結果として比較的短い

観測データからでも実用上十分有効な時系列予測モデルが求められる．これは，急曲線が多

く，十分な長さの定速走行データが取得困難な在来線亜幹線では特に重要な条件である．  

 以上の背景から，本研究は以下のことがらを中心に，性能照査型の管理を指向した新たな

軌道変位評価手法について検討を行う．  

① 軌道変位と車両の振動加速度・輪重・横圧の測定データから，ダイナミックシステム

としての鉄道車両の動特性を，システム同定の方法を用いて同定する．  

② 同定された車両の動特性を用いて軌道上の鉄道車両の動的挙動を予測し，これを評価

指標とする軌道管理方法を提案する．  

 

１．３  用語の定義と説明  

 本研究で用いる軌道関係の用語を定義し，その意味を説明する．  

(1) 軌道変位  

レール位置の設計位置からの変位を軌道変位と呼ぶ．ここで「設計位置」とは，設計上の

平面曲線や縦曲線を考慮したレール位置であるが，実務上は軌道変位の検測データから移動

平均法によって得られる波形を設計線形と見なし，これと検測データとの差を「軌道変位」

と呼んでいる．通常管理される軌道変位には，以下の５種類がある．  
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①  高低変位  

 レールの上下方向の変位を「高低変位」と呼ぶ（図 1-2）．車両の上下並進運動，ピッチン

グに影響をおよぼす．  

 

 

 

図 1-2 高低変位  

 

②  通り変位  

 レールの左右方向の変位を「通り変位」と呼ぶ（図 1-3）．車両の左右並進運動，ヨーイン

グに影響をおよぼす．  

 

 

 

 

 

図 1-3 通り変位  

③  水準変位  

 左右レールの高さの差を「水準変位」と呼ぶ（図 1-4）．車両のローリングに影響をおよぼ

す．なお，曲線区間では，遠心力を打ち消すために外軌側レールを高くしている．これを「カ

ント」と呼び，設計値からの変位である水準変位とは区別して扱う．  

 

 

 

 

図 1-4 水準変位  

 

④  平面性変位  

 一定距離を隔てた２点の水準変位の差を「平面性変位」と呼ぶ（図 1-5）．車両の輪重変動

に影響をおよぼす．ＪＲの在来線では 5m 間の水準変位の差を，新幹線では 2.5m 間の水準変

位の差を平面性変位としている．新幹線と在来線で間隔が異なるのは，車両の軸間距離（軸

距）が異なるためである．  

図 1-5 平面性変位  

 



 5

⑤  軌間変位  

 左右のレール間隔（軌間）の設計値からの差を「軌間変位」と呼ぶ（図 1-6）．日本ではＪ

Ｒや多くの民営鉄道の軌間の設計値は 1,067mm であり，新幹線や一部のＪＲ在来線，いくつ

かの民営鉄道の軌間は 1,435mm である．このほか 762mm や 1,372mm の路線もある．  

 

 

 

 

 

図 1-6 軌間変位  

 

(2) 10m 弦正矢法  

 高低変位，通り変位の測定方法として広く一般に用いられている測定法である．具体的に

は，図 1-7 に示すように，10m の長さの弦をレールにあて，両端を結ぶ直線に対する弦中央

でのレールとの離れを測定するものである．  

 

 

 

 

 

 

 10m 弦正矢法は，数学的にはレール位置の絶対形状の２階差分であり，周波数毎に検測倍

率が異なる（図 1-8(1)）1-4)．このため，得られる高低変位の波形は実形状ではない．しかし，

冒頭に述べたように加速度は変位の２階微分であるという物理法則に則るならば，軌道変位

実形状の２階差分である 10m 弦正矢値は車両の動揺の一次近似としての意義があり，また速

度 100km/h 程度以下であれば車両の固有振動数と図 1-8(1)で振幅利得が大きい周波数とがほ

ぼ一致するため，軌道変位の評価指標として広く用いられている．  

 一方，ＪＲ化以降の新幹線・在来線の高速化の結果，10m 弦正矢法で振幅利得が大きい波

長と鉄道車両の一次固有振動数に相当する波長とに乖離が生じてきた．これに対し，ＪＲ在

来線，新幹線ではそれぞれ 20m 弦正矢法，40m 弦正矢法の併用によって管理を行っている．

20m 弦正矢法，40m 弦正矢法の検測特性を図 1-8(2)に示す．  

10m 

レール  

10m 弦正矢  

5m 5m 

図 1-7 10m 弦正矢法  
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  (1) 10m 弦正矢法    (2) 10m，20m，40m 弦正矢法  

図 1-8 正矢法の検測特性 

 

 近年では，軌道検測車の走行性向上のため，弦の中央位置以外の点におけるレール変位を

測定する，偏心矢法による軌道検測も行われている．この場合，検測データに対しフィルタ

処理を行って，10m 弦正矢値を出力する．  

(3) 復元波形  

 正矢法は図 1-8 に示したように振幅倍率が周波数によって異なるため，その測定波形は軌

道変位の実形状ではない．一方，車両運動シミュレーションや軌道変位保守の観点から，軌

道変位の実形状を知りたいというニーズが高まった．これに対し，10m 弦正矢波形に対する

ディジタル信号処理によって軌道変位の

（近似的な）実形状を得る技術が開発され

た 1-4)．この実形状を「復元波形」と呼ぶ．

具体的には，図 1-9 に示す，10m 弦正矢法

の振幅特性の逆数の特性を持つディジタル

フィルタ処理を 10m 弦正矢波形に施すこ

とによって，特定の帯域の軌道変位の実形

状を得る．ただし 10m 弦正矢法では利得が

０となる帯域があるため，0.2[1/m]以上の

帯域の実波形は求めることができない．ま

た，0.01[1/m]以下の低周波域については，

軌道変位検測の S/N 比が悪いため，復元は

可能ではあるものの，その精度は低い．実

務で用いられる復元波形の帯域は，在来線

で波長 0.015～0.167[1/m]，新幹線で 0.008

～0.167[1/m]である．  

 

10–2 10–1 10010
–2

10–1

100

振
幅

利
得

空間周波数[1/m]

10–2 10–1 10010
–2

10–1

100

振
幅
利

得

空間周波数[1/m]

10m弦正矢
20m弦正矢
40m弦正矢

10–2 10–1 10010
–2

10
–1

100

10
1

振
幅
利

得

空間周波数[1/m]

10m弦正矢
復元フィルタ

図 1-9 復元フィルタの振幅特性 

（復元帯域 0.008～0.167[1/m]）  
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(4) 動揺（加速度）  

 鉄道車両の振動加速度のうち，乗客の乗り心地に影響を及ぼす 0Hz～10Hz 程度の成分を特

に「動揺（列車動揺あるいは動揺加速度）」と呼んでいる．動揺は，通常先頭車両の前台車直

上で測定され，軌道状態の評価，管理に用いられている．また，特に断らない限り，本研究

では「乗り心地」の善し悪しは「動揺」の大小で評価されるものとする．  

 動揺のうち，車体の床面垂直方向の成分を「上下動揺」，床面平行で進行方向直角成分を「左

右動揺」，床面平行で進行方向成分を「前後動揺」と呼ぶ．鉄道車両の振動測定方法は JIS E4701

に規定されている．  

(5) 超過遠心加速度  

 鉄道車両に作用する外力には，軌道変位による強制変位のほかに，曲線通過時の遠心力が

ある．鉄道軌道の曲線では，遠心力を打ち消すために外軌レールの位置を高くしている．こ

れを「カント」という．カントの大きさは，設計速度で曲線中を走行する場合の遠心力と重

力の合力が車体床面垂直となるように定められるが，曲線通過速度は列車によって異なるた

め，すべての列車に対し遠心力が打ち消されることはない．設計速度よりも高い速度で走行

する車両に作用する曲線外向きの加速度を「超過遠心加速度」，これによる曲線外向きの力を

「超過遠心力」と呼ぶ．  

超過遠心加速度 y は式(1.1)で表される．  

 
G

C
g

R

v
y 

2

    (1.1) 

   ただし，  v ：走行速度[m/s]，  R ：曲線半径[m] 

  g ：重力加速度=9.8m/s2 

   G ：軌間[mm]，   C ：カント[mm] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-10 カントと超過遠心力 

  

また均衡カント（超過遠心加速度が０m/s2 となる場合のカント）と，設定カントとの差を

カント不足量と呼ぶ．カント不足量 dC は以下の式で表される．  

カント  

超過遠心力  



 8

 CG
gR

v
Cd 

2

   (1.2) 

一般には，乗客の乗り心地を考慮して超過遠心加速度の大きさが 0.8m/s2 以下となるよう曲

線線形や曲線通過速度が定められている．一部の在来線では曲線通過速度向上のために，車

体傾斜車両（いわゆる振子車両）が走行している．このとき，車体傾斜角を  [rad]とすると

超過遠心加速度の大きさは以下のようになる．  

 





  

G

C
g

R

v
y

2

  (1.3) 

曲線線形が正しく管理されている場合，超過遠心加速度は一定値となる．しかし曲線半径

やカントに変動がある場合，定常加速度は変動し，乗り心地悪化の原因となる．これに関す

る考察は５章で行う．  

(6) 輪重・横圧  

 車輪からレールに伝わる力のうち，レール鉛直方向の成分を「輪重」と呼び，レール水平

方向の成分を「横圧」と呼ぶ．輪重・横圧は日常的な測定は行われていないが，車両の走行

安全性に直結する項目であるため，運転速度の向上を行う場合にはこれらの測定を行い，横

圧と輪重の比である「脱線係数」および静止状態における輪重とここから輪重減少量の比「輪

重減少率」によって走行安全性を評価する 1-6)．また，軌道各部位に作用する荷重の大きさも，

輪重，横圧によって評価される．  

 なお本研究では，動揺，輪重，横圧のような，軌道変位上を走行する車両の応答を総称し

て「車両の動的挙動」という．  

(7) 線形システム  

 入出力間に線形性が成り立つシステムを「線形システム」と呼ぶ．ここで線形性とは，入

力 )(tu と出力 )(ty 間に以下の関係が成り立つことを言う．  

 ))(()( tufty  であるときに，  

 ))(()( tauftay   

 ))(())(())()(( 2121 tuytuytutuy   ただし， )()()( 21 tututu   

 本研究では，入力は軌道変位によって車輪に加えられる強制変位，出力は輪重・横圧，動

揺加速度等の車両動特性である．  

 一般的なシステムは厳密な意味で線形とはいえない．鉄道の場合も同様である．しかし多

くの場合，微小入力の範囲では線形システムと近似できる．これは，一般的な非線形の関数

は，テイラー展開によって微小変位の範囲では線形近似できるのと同様である．鉄道の場合

は，高低変位と上下動揺との間には線形性が成立することが知られている 1-4)．本論文では，

左右動揺，輪重，横圧についても，軌道変位との間に線形性が成立する範囲で，その予測モ

デルを構築する．具体的な線形性の成立条件についてはその項で述べる．  

(8) システム同定  

 動的に変動する（ダイナミックな）システムを表現するには，以下の３つのモデルがある．  

①  ホワイトボックスモデル  

 システムの特性を物理法則（例えば運動方程式）に則って定式化し，解析的に解を得るモ

デルをホワイトボックスモデルと呼ぶ．  
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②  グレーボックスモデル  

 システムの部分的な物理情報を用いたモデルをグレーボックスモデルと呼ぶ．  

③  ブラックボックスモデル  

 システムに関する物理情報を利用せずに，システムへの入力信号とシステムからの出力信

号から，システムの内部構造を推定し，モデル化したものをブラックボックスモデルと呼ぶ．  

 これらのうちホワイトボックスモデルは，システムがシンプルな系の場合は有効であるが，

システムの構造が複雑になるほど解析的に解を得ることが困難となり，また用いる物理情報

に誤差があると，解の精度が落ちる．  

 これに対し，システムへの入力とシステムからの出力が観測できる場合は，ブラックボッ

クスモデルが有効となる．入出力信号からシステムの特性を統計的に推定することを「シス

テム同定」という．システム同定については３章で詳述する．  

 なお，本研究では軌道変位を入力，車両の動的挙動を出力として同定されるシステムを総

称して「車両の動特性」という．  

 

１．４  現行の軌道管理手法  

１．４．１ 軌道管理業務の流れ 

 軌道変位保守管理業務の流れを図 1-11 に示す．以下，この流れに沿ってその概要を説明し，

次節で本研究の位置づけと目的を明確にする． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-11 軌道変位保守業務の流れ  

 

１．４．２ 軌道変位の検測 

(1) 軌道変位の検測  

 軌道変位の測定（検測）は，軌道検測車と呼ばれる専用の車両で行われる（図 1-12）．  

 

 

 

 

 

 

図 1-12 ＪＲ在来線の軌道検測車 マヤ 34 

 

①軌道変位検測  

②軌道変位評価  

③保守計画策定  

④軌道保守作業  

5m 5m 
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 軌道検測車は，5m づつ離れた３つの台車内に変位計を備え，前述した 10m 弦正矢法で高

低・通り変位を検測する．水準は，車内に搭載したジャイロによる車体傾斜角と車体－車輪

間の変位からレール面の角度を算出し，これを左右レールの高低差に変換する．軌間は，通

り変位測定用のセンサによって左右レール間隔の絶対量を検出し，変位量を算出する．  

 測定データは，25cm 間隔でサンプリングされ，次項に述べる移動平均処理を行って変位量

を算出する．変位量が後述する管理値を超過している場合は，その地点と変位量を合わせて

出力する．  

 図 1-12 に示した３台車の軌道検測車は，一般の２台車の鉄道車両と比較して走行性能が劣

るため，近年では高速走行が可能な２台車方式の軌道検測車が開発されている．  

(2) 基準線の除去  

 軌道検測車によって得られるデータには，軌道変位の他に線形成分も含まれている．10m

弦正矢法はレール実形状の２階差分であるため，高低変位・通り変位の測定データには縦曲

線，平面曲線の成分が含まれる．曲線区間の通り変位測定波形の例を図 1-13 に示す．  

R=600

C=95

0

10

20

30

-10[mm] 

10m弦正矢通り

平面線形データ

43K400M43K400M 43K500M 43K600M 43K700M 43K800M 43K900M 44K 44K1

図 1-13 曲線区間の通り変位測定波形  

 

 軌道変位を評価する場合は，測定データから線形成分を除去する必要がある．国鉄・ＪＲ

の軌道検測車では，車内におけるオンライン処理と，軌道検測車開発当時のコンピュータの

処理能力から，この線形成分除去に移動平均法を用いてきた．具体的には 24m 間，18 間の

２階移動平均によって線形成分を算出し，これと測定データとの差を「軌道変位」として評

価している．24m 間，18 間２階移動平均は一種のローパスフィルタであり，その周波数特性

は図 1-14 のとおりである．図 1-13 の波形に対し，移動平均処理をした波形と，これと測定

データとの差である「軌道変位」を図 1-15 に示す．  

 高低変位に対する縦曲線除去，水準変位に対するカントの除去も，同様な方法で行われる．  
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図 1-14 24m 間，18 間２階移動平均の振幅特性  

 

R=600

C=95

0

10

20

30

-10[mm] 

10m弦正矢通り

0

10

20

30

-10[mm] 

通り線形成分

0

10

-10[mm] 

通り変位

平面線形データ

43K400M43K400M 43K500M 43K600M 43K700M 43K800M 43K900M 44K 44K1

図 1-15 測定生データと線形データ・通り変位データ  
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１．４．３ 軌道変位の評価 

(1) 軌道整備基準値  

 軌道変位の評価は，図 1-15 の３段目に示した通り変位波形の振幅を指標として行われる．

例として，1972 年に国鉄が定めた在来線の軌道整備基準規程における軌道整備基準値を表

1-1 に示す 1-7)．これらの値は，現在ＪＲ各社でその取り扱いが若干異なっているものの，基

本的にはそのままの形で踏襲されている．  

表 1-1 のうち，乙修繕種整備基準値とは「軌道変位がこの値以下であれば，保守を行わな

くても良い」という意味の管理値であり，丙修繕整備基準値とは「軌道変位がこの値を超え

た場合は，15 日以内に保守を行うか，徐行等の措置をとらなければならない」という意味で

の限度値である．このため，後者は主として走行安全性を確保するものとして，前者は軌道

保守の経済性と列車の良好な乗り心地を実現するためものとして意味づけられている．しか

しこれらの基準値は，本基準値を制定した昭和 40 年代の国鉄の軌道状態をもとに定められた

もので，脱線に対する車両の走行安全性等を直接考慮したというよりも，「現に存在する軌道

変位のうち，車両が脱線しないで走行している最も大きな値」を基準値算出にあたっての基

礎 1-8)としている感は否めない．   

 

表 1-1 在来線整備基準値及び仕上り基準値(単位 mm) 

種別  乙修繕整備基準値  丙修繕整備基準値  仕上り基準値  
線別  

 

変位  
種別  

甲線  乙線  丙線  
丙線

中簡

易線  
甲線  乙線  丙線  

丙線

中簡

易線  

各線別とも共通  

一般区

間  

ｺﾝｸﾘｰﾄ 
道床区

間  

軌 間  
＋10 (＋6) 
－  5 (－4) 

 
(＋1) 
(－3) 

(0) 
(－3) 

水 準  
11 
(7) 

12 
(8) 

13 
(9) 

16 
(11) 

 (4) (2) 

高 低  
13 
(7) 

14 
(8) 

16 
(9) 

19 
(11) 

23 
(15) 

25 
(17) 

27 
(19) 

30 
(22) 

(4) (2) 

通 り  
13 
(7) 

14 
(8) 

16 
(9) 

19 
(11) 

23 
(15) 

25 
(17) 

27 
(19) 

30 
(22) 

(4) (2) 

平面性  
 

23 (18) 
(カントの逓減量を含む) 

(4) 
(カントの逓減量

を含まない) 

 （）内は手検測等による静的値，（）の無い数値は，軌道検測車による動的値  

 高低・通りは 10m 弦正矢の値  

 

10m 弦正矢法による検測値を直接評価指標として用いる理由は１．１節で述べたとおりで

あるが，これには，以下の問題がある．  

① 10m 弦正矢値は，車両の動特性と相関が無いわけではないが，列車の速度，車両のばね

諸元等によってその相関は低下する場合がある．すなわち，軌道変位の振幅と軌道の性

能とは１対１の対応となっていない．よって，10m 弦正矢値が大きい地点で必ずしも列

車動揺が大きくなる，あるいは走行安全性が損なわれるとは限らない．逆もまたしかり

である．軌道保守管理本来の目的からすると，管理すべきは 10m 弦正矢値の振幅ではな
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く，軌道変位を走行する車両の動特性である．  

② 同じ波長の軌道変位が連続する場合，車両が共振を起こして１波目よりも２波目，３波

目の車両応答が大きくなることが考えられる．この場合，軌道変位の振幅のみを評価し

ていたのでは，車両の挙動を正しく評価できない．  

③ 実際に走行安全性が低下するのは，軌道変位５項目のうち，いずれかの項目が単独で基

準値を超過した場合よりも，複数の項目の軌道変位が基準値に近い値で存在する場合が

多い．よって，表 1-1 の値以下となるように軌道変位を管理することが，必ずしも走行

安全性を保証しない．  

④ 図 1-15 の２段目にある曲線線形成分は評価の対象となっていない．特に急曲線を高速で

走行する在来線の地方高速線区の場合，移動平均法で除去されてしまう曲線線形成分の

設計値との差が，列車動揺や走行安全性に影響を及ぼすことがある．  

 以上の問題点を解決するために，本研究では新たな軌道変位評価方法を提案するものであ

るが，その際以下の事項に特に留意する．  

① 軌道変位上を走行する車両の動的挙動（動揺加速度，輪重，横圧）の予測手法を開発し，

これらの予測値を評価指標とする「軌道変位の性能照査」を指向する．  

② 予測そのものが目的ではなく，あくまでも車両の動的挙動を軌道状態評価指標とするこ

とを目的とする．よって，予測にあたって必要となる演算量や計算機の性能がなるべく

少ない方法を用いる．   

③ 予測にあたって，２種類以上の軌道変位が複合して車両に作用する場合を考慮できるよ

うにする．  

④ 曲線線形の変位に起因する車両の動的挙動も評価指標の一つとする．  

(2) 区間評価指標  

 表 1-1 の値は，地点毎の軌道変位の限度値を定めたものであるが，実際の軌道保守は数

100m～1km 程度の区間毎に行われる．よって保守計画策定の際には，地点毎の軌道変位の大

きさとは別に区間毎の軌道状態を表す指標が用いられる．これには大きく分けて２つある．  

①   軌道狂い指数Ｐ値 1-9) 

 曲線線形成分が除去された軌道変位（図 1-15 の３段目）のうち，その振幅が 3mm を越え

る割合を百分率で表したもの．  

②   標準偏差  

 同じく，曲線線形成分が除去された軌道変位振幅の標準偏差．  

 いずれの指標もＪＲ各社や民鉄で広く用いられている．軌道変位の分布を正負対称の確率

分布と仮定すれば両者は１対１に対応するが，軌道状態が良い線区（標準偏差 1mm 以下等）

では軌道変位に対するＰ値の感度が鈍いため，標準偏差が用いられるようになりつつある．  

 このような統計指標を用いる理由として，以下の４点が挙げられる．  

1) 軌道の保守は，ある一定長の区間単位で行われることが多い．よって，保守計画の策定

および保守の実施にあたっては，区間単位の軌道状態評価が必要となる．  

2) 乗り心地の評価はある特定の地点による加速度よりも，乗客が乗車する区間全体の平均

的な加速度で評価される場合が多い．  

3) 軌道変位の分布が正規分布等の確率分布に従うならば，標準偏差を管理すれば，結果と
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して著大な軌道変位（概ね３σ程度となる）の発生を未然に防ぐことができる．  

4) 軌道変位検測データ同士の厳密な位置照合が困難なため，特定の位置の軌道変位の経時

変化（列車荷重の通過に伴う軌道変位の長期的な変化）を追跡するのは困難である．区

間評価指標を用いれば，わずかな位置のずれは実用上問題とならない．  

 このうち第４項以外は，評価指標を車両の動的挙動で置き換えても実用上の問題はない．

第４項は軌道変位の経時変化を波形レベルで予測できれば，軌道上を走行する車両の挙動の

（長期的な）経時変化が可能となる．軌道変位の経時変化を波形レベルで予測する試みはあ

るが，実用的なレベルに達したものは無い 1-10)．  

(3) 列車動揺管理  

 これまで何度も述べたように，軌道変位の振幅は車両の動的挙動と１対１にはリンクして

いない．よってこれを補うために，鉄道事業者は軌道変位とは別に列車動揺を定期的に測定

し，管理している．表 1-2 に，国鉄の軌道整備標準における動揺加速度による軌道整備基準

値を示す 1-7)．ＪＲ各社における取り扱いは，表 1-1 の場合と同様である．  

 列車動揺管理は，車両の動的挙動を直接評価するものとして有効であるが，測定する車両

や測定時の走行速度によって値が変わってくるので，軌道状態と１対１に対応したものとな

らず，これだけでは軌道保守業務に直接用いることができない．よって，本研究が目的とす

る，「軌道変位からの車両動揺等の推定」が意味を持ってくる．  

 

表 1-2 動揺加速度による整備基準値（片振幅）  

車両種別  上下  左右  
マヤ車または高性能優等列車 0.13g 0.13g 

それ以外の列車  0.20g 0.20g 

 

 １．４．４ 軌道保守計画の策定 

 経済的な軌道保守を実現するため，軌道保守計画の策定法に関する研究は従来から数多く

行われてきた．これらのほとんどは，軌道保守に用いる重機械（マルチプルタイタンパ，以

下，「マルタイ」という．）の配備計画を変数とし， 総コストないし軌道状態を目的関数とす

る最適化問題として取り扱われている．この中で，軌道変位の評価指標としては，前述した

Ｐ値ないし標準偏差が用いられている 1-11)．  

 １．４．５ 軌道保守作業 

 バラスト軌道における軌道保守作業には，マルタイが用いられる（図 1-16）．マルタイは，

軌道検測車と同様，車内に検測弦を持ち，偏心矢法で軌道変位を検測しながら，この振幅が

小さくなるようレールを移動する．マルタイのレール移動原理は偏心矢法に基づくため，図

1-8 の 10m 弦正矢法の場合と同様，軌道変位の周波数によって保守効率が変化し，一般に用

いられる弦長 15m 程度のマルタイの場合，低周波（長波長）の保守効率が低下する．このよ

うな帯域の軌道変位を保守する場合は，レール位置を直接測量するか，図 1-10 の復元フィル

タを用いて，軌道変位の原波形を求め，これによりレール移動量をあらかじめ算出し，マル

タイに入力する方法が用いられている 1-12)．  
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図 1-16 マルチプルタイタンパ（マルタイ）  

 

１．５ 研究の構成 

以上の背景および目的に基づく本研究の構成は以下のとおりである．  

２章では，車両の動的挙動の予測手法および車両動特性を考慮した軌道状態の評価に関す

る既往の研究を紹介する．  

３章では，本研究で車両の動特性予測モデル構築に用いるシステム同定法に関するレビュ

ーを行う．  

４章から７章では，軌道変位から車両の動的挙動を予測する手法について紹介する．まず

４章では，高低変位から車両の上下動揺を予測する手法を述べる．本章では，パラメトリッ

クモデルによる鉄道車両の動特性同定方法について踏み込んだ議論を行うとともに，ある列

車速度において空間軸上で同定されたパラメータを用いて，速度向上時の上下動揺を予測す

る方法について検討する．  

５章では，通り変位・水準変位から左右動揺を予測する手法について述べる．このうち５．

２節では設計線形の変位による左右動揺の動特性について述べ，５．３節では軌道変位によ

る車輪への強制変位による左右動揺の動特性について述べる．この中では，システム同定に

あたって入力データが持つべき PE 性の観点から，車両の動特性同定にあたって用いるべき

入力（軌道変位）データの性質について言及する．  

６章では，高低変位・通り変位・水準変位から輪重を予測する手法について述べる．輪重

と上下動揺は，両者とも車両を構成する部位の上下方向の運動であるが，車体の上下運動は

車輪，台車からまくらばねを通じて伝わる強制変位によって励起されるのに対し，輪重の変

動にはレールからの強制変位と台車・車体振動が影響するので，その挙動は車体の上下運動

よりも複雑になる．また，６章では合わせて上下動揺，左右動揺を入力とする輪重変動予測

手法について述べる．また合わせて，上下動揺・左右動揺を入力とする信号処理手法によら

ない輪重変動の簡易推定法についても言及する．現在でも，中小鉄道事業者の多くは軌道検

測車を所有せず，軌道状態の連続的な評価は，列車動揺測定によっている場合が多い．本章

で述べる手法は，これらの鉄道事業者にとって有益なものであると考えている．  

７章では曲線中における，通り変位・水準変位による変動横圧を予測する手法を述べる．

また６章と同じく，列車動揺を入力とする横圧の予測方法とその限界についても言及する．  
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８章では，４章～７章で予測した車両動特性を用いて，軌道状態を評価し，軌道保守に応

用する手法について紹介する．具体的には，本論文で述べる方法に基づく車両の動特性同定

手順，車両の動特性を利用した列車動揺の管理値（保守投入の判定値）の設定法，軌道状態

評価指標としての，車両動的挙動予測値および軌道変位振幅との比較，および緩和曲線にお

ける曲率変化とカント逓減の不一致による左右動揺の予測と評価方法の４点について個別に

検討する．  

９章は，本研究の結論と今後の課題である．  

 以上の本研究のマップを，入力信号を横糸，出力信号を縦糸として図 1-17 に示す．同図の

網掛け部分が，実際に入出力信号として用いた組み合わせである．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-17 本研究のマップ  
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２． 既往の研究 

 

２．１ 鉄道車両動特性の同定と動的挙動の予測法に関する研究 

２．１．１ 解析的研究 

 鉄道車両の動的挙動を解析的に解明する研究は戦前から行われてきたが，戦後，松平，横

瀬らによる車両の上下動や蛇行動安定性の解析によって大きく進展した 2-1,2-2)．その後も車

両の研究者によって，目的に応じて様々な解析モデルが提案され，最終的には東海道新幹線

０系車両として結実した 2-3)．  

東海道新幹線開業前後の時期は，蛇行動をはじめとする鉄道車両そのものの動特性の解明

がモデル開発の目的であったが，1970 年代後半～80 年代にかけては東北新幹線の 240km/h

営業走行の実現と，新幹線・在来線高速線区の乗り心地向上に研究の主眼が置かれるように

なった．これとともに計算機技術が大幅に発達したことにより，軌道変位上を走行する車両

の挙動の時刻歴シミュレーション技術の開発，およびこれを利用した乗り心地評価が行われ

るようになった 2-4), 2-5), 2-6)．しかしこれらのモデルでは，軌道変位として単一波長で連続す

る正弦波か，軌道変位のパワースペクトル密度を仮定してこれを逆フーリエ変換して得られ

る波形が用いられており 2-5)，実軌道変位上を走行する車両の動的挙動の再現という観点から

のシミュレーション手法の評価は，上越新幹線開業前に軌道変位設定試験を行った際の実測

値と計算値との比較 2-7)を除いて例が無かった．これは１．３節で述べた復元波形算出の技術

が開発されるまで，軌道変位の実波形を効率的かつ正確に求める方法が無かったことが大き

い．近年では車輪位置に軌道変位による強制変位を入力可能なシミュレーションによって，

軌道変位上の車両の挙動を解析的に求めるモデルが多数提案されており 2-8)，異なるシミュレ

ーションモデル同士の国際的なベンチマーク試験 2-9 ,2-10)なども行われている．  

これらの研究はいずれも車両の研究者によって行われたもので，車両の設計や走行安全性

評価を目的としており，これを直接軌道変位の評価・管理に用いた例は無い．また車両を構

成する各種ばねやダンパの特性値は，単体で測定した場合と車両に装架された状態とでは必

ずしも一致せず，かつ一般には装架された状態で特性値を同定することは困難である 2-11)．

よって，設計上のばね・ダンパの特性値を用いたシミュレーション結果は，実軌道上におけ

る車両の動的挙動を再現しているとは必ずしもいえない．  

解析モデルによって車両の挙動を予測し，これを軌道変位の管理に活用する研究は，1966

年の佐藤による研究 2-12)を嚆矢とする．佐藤は，２軸ボギーの１車体鉄道車両運動方程式を

２次元モデル（平面モデル）で定式化し，さらに車体の慣性半径が台車中心間距離の１／２

と仮定できる場合は，半車体（半車体，１台車，２輪軸を上下方向に結合したモデル）モデ

ルによって平面モデルを等価に表せることを利用し，この半車体モデルによって任意の高低

変位による車両の上下動揺を理論的に求めた．またこの計算結果をもとに，乗り心地確保の

観点からの 10m 弦正矢法による高低変位の整備限度値を初めて示した．しかし，様々な周波

数成分を持つ高低変位波形を単一の振幅値で管理するために，軌道変位のパワースペクトル

密度についてある種の仮定をしており，結果として得られた限度値の物理的な意味に曖昧さ

が残ったものとなっている．また佐藤と三浦は同様な半車体モデルを用いて，長大橋梁の桁

端やスラブ軌道の折れ角限度など，車両上下動揺抑制の観点からの軌道変位や橋脚の不等沈
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下等による軌道の幾何学的形状の限度値を定めた 2-13)．この研究から得られた橋梁のたわみ

制限値や，速度向上試験時の列車動揺限度値は現在でも用いられている．最近では，新幹線

の高速化に対応して，時刻歴シミュレーションによって，連続する正弦波状の軌道変位の限

度値を算出した例がある 2-14)．  

２．１．２ 統計的手法に関する研究 

軌道変位と車両の動的挙動の実測値から，車両の動特性をブラックボックスモデルで導く

方法をここでは統計的手法と呼ぶ．統計的手法は，車両の設計にそのまま用いることはでき

ないが，各種ばね・ダンパ類が実装された状態で車両の動的挙動を実測しシステムを同定す

るのでモデルの再現性は高く，軌道状態の評価に適した方法といえる．  

軌道変位と車両運動の関係を実験データから統計的に求める試みは，1956 年に，当時津田

沼の土木実験所（現在の鉄道総研日野土木実験所の前身）で行われた設定軌道変位上の車両

走行試験が初めてである．これが体系的にまとめられたものとして，中村による研究 2-15)が

ある．この中で中村は，相互相関関数を用いて車両のローリングと水準変位の関係を見いだ

し，両者の関係を統計的に明らかにした．その後，本線における軌道変位設定試験や狩勝実

験線における試験が行われて，後述する複合変位整備基準が定められた．  

吉村は，ディジタル信号処理技術を用いて 10m 弦正矢値から軌道変位の原波形を復元する

技術を開発するとともに，これを用いて復元高低変位と車両上下動揺との関係を定量的に明

らかにした 2-16)．具体的には復元高低変位を入力，車両上下動揺を出力とし，両者のパワー

スペクトル密度およびクロススペクトル密度から車両上下動揺の周波数応答関数を同定した． 

海外においても同種の研究は多数行われている．例えば Esveld2-17)は，吉村と同種の方法

によって，フランスの TGV やドイツの ICE の客車の周波数応答関数を同定している．ただ

し，ここでは軌道変位として測量によって得られた波形が用いられており，軌道検測車で得

られる 10m 弦正矢値からディジタル信号処理によって車両の挙動を予測する技術は，日本に

一日の長があると考えている．  

車両の研究者によっても，統計的方法によって車両の動特性の同定が試みられている．瀧

上らは本研究でも用いるパラメトリックモデルによって車両の動特性，特に車体の３次元的

な曲げ振動特性を求めている 2-18)．鉄道車両の車体のように開口部が多い箱形の構造体の振

動特性を正確に同定することは，FEM のような計算手法が発達した現在でも困難である．し

かしパラメトリックモデルでは，車両の各種ばね定数や減衰定数と振動特性との直接的な対

応を見いだすことは困難であるものの，振動モードおよび固有振動数は正確に同定すること

ができるため，車両の設計や乗り心地の改善に用いられている 2-19)．  

２．１．３ 輪重・横圧の予測 

車両走行中に軌道に作用する輪重・横圧の定量化は，軌道の各部材の設計や保守のみなら

ず，車両，特に台車の設計のために重要な事項であり，車両の研究者を中心に解析的，実験

的研究が行われてきた 2-20, 2-21)．しかし，これを軌道変位との関係で定量化した研究はきわめ

て少なかった．これは，車上で輪重・横圧を連続的に測定する技術が開発されておらず，各

地点の軌道変位と，走行中に刻々と変化する輪重・横圧を対応させることが困難であったこ

とが理由と考えられる．ＪＲ化以降，精度の高い輪重・横圧測定法が開発され 2-22)，これに

当時のＪＲ各社で振子車両を用いた曲線通過速度向上とそれに伴う輪重・横圧測定データが
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蓄積された結果，軌道変位上を車両が走行する際に発生する輪重・横圧がかなりの部分定量

化された 2-23)．この方法は，軌道変位による車両動揺，横圧の変動成分をロットの標準偏差

で代表させる等の処理を行っているため，現実の輪重・横圧の変動を波形レベルで予測し，

横圧や輪重減少率が大きくなる地点を特定することはできない．しかし低速走行時で静的な

力の釣り合いから車両の挙動が説明できる場合には実測値と予測値は良く一致し，2000 年３

月に発生した営団地下鉄日比谷線脱線事故後の，走行安全性評価等に用いられている 2-24)．  

 

２．２ 軌道変位の評価指標に関する研究 

２．２．１ 軌道整備基準値 

 鉄道軌道は，力学的な強度ではなく，形状によって評価されるのが他の土木構造物と異な

る点である．このため，１．３節で述べた５項目の軌道変位が定義され，各々がある上限値

を超えないように管理されている．現在ＪＲ各社で用いられている軌道変位管理値を表 1-1

に示したが，これらの値は 1963 年 11 月に発生した東海道本線鶴見駅構内脱線衝突事故を契

機に国鉄内に設置された事故調査検討会における検討，ならびに鉄道技術研究所における各

種研究・調査等をもとに定められたものである 2-25)．この中では，軌道変位の安全上の限度

値として，当時の国鉄の軌道状態において存在する最大の軌道変位を安全上の軌道変位の上

限値とし※，ここから，軌道変位発見から保守投入までの軌道変位の経時変化分および安全

に対する余裕を引いた値を「丙修繕軌道整備基準値」として定め，1972 年に国鉄の部内規程

である「軌道整備基準」で通達された．  

※ 存在する最大の軌道変位は，その上を車両が走行しても脱線が起きていない，という

意味で安全を担保できる軌道変位の最大値である．  

２．２．２ 複合変位 

昭和 30 年代から 40 年代にかけて，２軸貨車の競合脱線が頻発した．特に上述した東海道

本線鶴見駅構内における脱線事故は，脱線した貨車に旅客列車が衝突脱線し，さらにその旅

客列車に別の旅客列車が衝突脱線するという３重脱線事故であり，死者 161 名負傷者 120 名

を出す大惨事となった．事故後に国鉄内に設けられた脱線事故技術調査委員会における議論

や北海道の狩勝実験線で行われた実験，および鉄道技術研究所内における理論解析等から，

２軸貨車の競合脱線は，２軸貨車のローリング固有振動数（概ね 0.8～1.0Hz）に近い波長の

軌道変位が連続することによって車両がローリング共振を起こし，走行安全性が低下して発

生することが明らかとなった．このうち軌道変位については，通り変位と水準変位が逆位相

で存在する場合に車両の走行安全性が低下することがわかった．  

これに対し，競合脱線の防止を目的として，1978 年に，以下に示す「複合狂い」（以下，「複

合変位」という）が提案され 2-26)，連続する波数によって振幅が管理されることとなった（表

2-1）．  

  複合変位＝｜通り変位－1.5 水準変位｜  

       ここで，  通り変位：レールが曲線の外側に張っている場合を正とする．  

   水準変位：曲線外軌側のレールが高い場合を正とする．  

複合変位は，鉄道車両の動特性を直接考慮して軌道変位を評価，管理するという観点から



 21

は，国鉄で初めて採用された指標であり，本研究の嚆矢とも言うべきものである．  

 

表 2-1  複合変位の整備基準値   （mm）  

波数と長さ  波高限度  

全般  35 

80m 以内に４ヶ所以上  18 

60m 以内に３ヶ所以上  21 

30m 以内に２ヶ所以上  25 

 

２．２．３ 長波長軌道変位管理 

 前述の佐藤の研究 2-12)によって，100km/h 程度までの速度域であれば，車両上下振動の周

波数応答関数と 10m 弦正矢法の検測特性は比較的よく一致し，軌道変位を 10m 弦正矢法で

評価することの妥当性が理論的に示された．一方，1964 年に開業した東海道新幹線は，最高

速度が 210km/h と当時の在来線のほぼ２倍であることから，開業当初より 20m 弦正矢法によ

る軌道管理が取り入れられた．その後，東北・上越新幹線における 240km/h での営業運転を

目指し，開業に先立って軌道変位設定試験が行われ，列車の速度，軌道変位の波長，振幅，

繰り返し数と車両の動揺との関係が実験的に確認された．この結果，高速域における新幹線

の軌道変位管理には 30m 弦正矢法が適切であることが佐藤，高井によって提案された 2-27)． 

 ＪＲ化以降，東海道・山陽新幹線および上越新幹線で相次いで営業最高速度 270km/h が実

現し，これに伴って新幹線では 40m 弦正矢法による軌道変位管理が一般的となった 2-28)．  

 また，ＪＲ化以後は，在来線における速度向上も進み，現在では在来線高速線区において

も 20m 弦正矢法による軌道変位管理が定着している 2-29)．  

このように，ＪＲ化以降の速度向上時における軌道変位管理に大きな効果をもたらした

20m 弦，40m 弦正矢管理法であるが，１．３．３節で述べた問題点を持っているのは 10m 弦

正矢の場合と同様である．これに対し本研究の目的の一つは，直接的に車両の動特性を評価

指標とすることで，従来の正矢法よりも合理的な軌道変位管理を可能とする点にある．  

 

２．３ 道路舗装面の評価に関する研究  

 本論文の冒頭で，鉄道軌道はその形状によって保守が行われるという点で独特な構造物で

ある，と述べたが，同様な観点から保守が行われる構造物として，道路の舗装面が挙げられ

る．舗装面の凹凸が大きくなると，自動車の走行安全性や乗員の快適性のみならず，振動・

騒音が大きくなるため，道路周辺住民へおよぼす環境阻害の面からも，舗装面の積極的な評

価，管理が行われている．以下，文献 2-30)に従って，米国で行われている道路の舗装面プロ

ファイルの測定，評価，管理方法を紹介する．  

 舗装面プロファイルの測定法には，地上における水準測量，ディップスティック，慣性プ

ロファイラがある．このうちディップスティックは，数学的には１階差分法であり，鉄道で

は新幹線の長波長高低変位測定法として用いられている方法である．基準長は通常 305mm

である．また慣性プロファイラは，鉄道では慣性法と呼ばれる軌道検測法と同じ原理による

ものであり，加速度の２階積分によって路面の変位を測定するものである．慣性測定法は，

低周波数域で２階積分が発散することから，その測定帯域は限定されたものとなるため，鉄
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道では一部の鉄道事業者のみがこれを使用している．  

 測定値の評価には IRI（国際ラフネス指数，International Roughness Index）が用いられる．

IRI は，舗装面プロファイルの測定波形に，自動車の 1/4 力学モデル（クォーターカーモデル）

から得られる周波数応答関数に相当するフィルタ処理を行ったものである．また，平均パネ

ル評定値（MPR：Mean Panel Rating）と呼ばれる利用者のアンケート調査による主観的な評

価の統計値や，これを舗装面プロファイルから推定するライドナンバ（Ride number）などが

過去に用いられてきた．これらの指標と比較して，IRI は再現性があり，移植性があり，そ

して時間に対し不変であるため，舗装面の評価法として広く用いられている．  

IRI は自動車の動特性を考慮しているものの，乗員の乗り心地等を考慮した指標とはなっ

ておらず，人体の周波数応答関数を考慮した新たな指標の検討も行われている 2-31,2-32)．  

 以上のような道路舗装面の測定，評価方法と，鉄道軌道における正矢法による測定，評価

方法を比較すると，以下のようなことがいえる．  

・ 走行路面の測定方法は，弦長や信号処理方法に違いはあるとはいえ，原理的には同じもの

を用いている．  

・ 舗装面の評価指標 IRI は，クォーターカーモデルの周波数応答関数からフィルタを導いて

いる点で，自動車の動特性を直接評価しているといえる．ただし，乗員の乗り心地等を含

めた評価指標とはなっていない．一方，軌道面の評価は 10m 弦正矢法による測定値をそ

のまま使用している．しかし，測定値と乗り心地等の関係を結びつける試みは古くから行

われている．  

以上のことから，鉄道軌道面の評価に，鉄道車両の動特性を考慮した新たな指標の適用を

試みる本研究の目的は，道路舗装面評価の実態と照らし合わせても合理的なものであるとい

える．  
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３． システム同定法の概要 

 

３．１ 線形システムの同定とは？ 

 軌道変位による車両の動的挙動のような多くの物理システムは，一般に図 3-1 のような入

出力システムとして表される．このような表現は，入力信号から将来の出力信号を予測する

場合，あるいは出力信号をシステムにフィードバックし，出力信号を制御する場合に用られ

る．  

入力               出力  

)(1 tu                               )(1 ty  

)(2 tu                               )(2 ty  

)(3 tu                               )(3 ty  

図 3-1 入出力システムのブロック図  

 

 軌道変位による車両の動的挙動を考える場合，入力信号はレールから車輪に作用する強制

変位であり，出力信号は車両振動加速度や輪重，横圧である．一般の物理システムでは，入

力信号，出力信号とも複数である．このような入出力システムを MIMO システム（Multiple  

input Multiple output）と呼ぶ．また１入力，１出力信号の場合を SISO システム（Single Input 

Single Output）と呼ぶ．  

 入出力信号間に線形性が成り立つ場合を，線形システムと呼ぶ．軌道変位と車両の動的挙

動の関係全てに線形性が成り立つとは限らないが，入出力信号を Taylor 展開し二階微分の項

以降を切り捨てることを考えた場合，微小変位の範囲では線形性を仮定しても大局的な傾向

を見失うことはない．よって多くの物理システムの解析にあたっては，まずシステムを線形

として取り扱い，これでは不十分な場合に非線形要素を加えている．本研究でも，軌道変位

と車両の動的挙動の間には線形性が成り立つものとする．  

 システムの物理特性が明らかな場合，（振動問題を取り扱う場合は）入出力信号の関係を運

動方程式として表現し，これを解いて出力を予測する．時刻歴シミュレーションはその代表

である．質点，ばね，ダンパの結合と見なせる単純なシステムであれば，運動方程式の厳密

解により精度の高い解が得られる，一般の（大規模な）物理システムの振動を運動方程式の

形で表すには，ある種の近似（モデル化）が必要であり，モデルの構造（質点，ばね，ダン

パの結合の構造）によっては予測精度が落ちる場合がある．  

 システムに関する物理特性等を用いないモデリング法をブラックボックスモデリングと呼

ぶ．ブラックボックスモデリングで，入出力信号からシステムの動特性を推定することを，

「システム同定」と呼ぶ．システム同定に関する理論は，特に制御を必要とするシステムの

解析を目的として近年急速に発展しつつある．  

 システム同定によって，システムの動特性は周波数応答関数，周波数伝達関数，インパル

ス応答といった形で得られる．これらはいずれもシステムの外部特性を表したものであり，

たとえば軌道変位と車両動揺のデータから車両の周波数応答関数を推定した場合，車両シス

テムの内部特性である車両のばね定数等を推定することはできない．しかし本研究は，予測

システム  
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される車両走行特性値を評価指標し，軌道変位管理に活用することを目的しており，車両の

設計等への適用を直接は考えてはいないので，まずは車両動特性の同定に重点を置いて検討

を行った．  

 システム同定法には大きく分けて，ノンパラメトリックモデルとパラメトリックモデルが

ある．ノンパラメトリックモデルは FIR フィルタや周波数応答関数のように無限個（あるい

は非常に多数）のパラメータによって構成される．これに対しパラメトリックモデルは，伝

達関数や状態方程式のように少数のパラメータで構成される．  

 本研究では，ノンパラメトリックモデルによって入出力間の線形性が確認されている高低

変位と上下動揺について各種システム同定法を比較し，同定に必要なデータ長，予測精度，

必要パラメータ数等の観点から評価する．以下，本研究で用いたシステム同定法の概要を述

べる．  

 

 ３．２  線形システムの一般表現 3-1, 3-2) 

 線形システムでは，離散化された入出力信号間は式(3.1)のコンボリューションで表される． 

   





0

)()()(
k

knukgny   (3.1) 

   ただし，  )(nu ：入力信号  

  )(ny ：出力信号  

  )(kg ：システムのインパルス応答  

 式(3.1)の両辺をｚ変換すると次式が得られる．  

 )()()( zUzGzY     (3.2) 

   ただし，  





0

)()(
k

kzkuzU   (3.3.1) 







0

)()(
k

kzkyzY   (3.3.2) 







0

)(
)(

)(
)(

k

kzkg
zU

zY
zG   (3.3.3) 

 )(zG をシステムの伝達関数と呼ぶ．  

 式(3.1)は雑音が無い場合の入出力信号間の関係である．一般に入力信号ないし出力信号と

は別にシステムには外乱が加わる．これを雑音項として表したときの，線形システムの一般

的な表現は式(3.4)となる．  

   )()()()( kvkuqGny    (3.4) 

   ただし，  





1

)()(
k

kqkgqG  

     )1()(1  kukuq  （ q を遅れ要素と呼ぶ．）  

 また， )(kv は外乱による雑音項であり，式(3.5)の多項式の形で表されるとする．  

)()()( kwqHkv     (3.5) 
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   ただし，  





1

)(1)(
k

kqkhqH  (3.6) 

  )(kw ：平均値０，標準偏差 w のホワイトノイズ  

 式(3.4)，(3.5)から，線形システムの一般的な表現は以下のようになる．  

 )()()()()( kwqHkuqGny   (3.7) 

 式(3.7)で定義した線形システムにおいて，時刻 1k までに測定された入出力データ )(mu ，

)(my   ( 1 km ) に基づく時刻 k の出力 )(ky の１段先予測値 )(ˆ ky は，式(3.8)で表される．  

 )(),(),()()],(1[)(ˆ 11 kuqGqHkyqHky     (3.8) 

   ただし， ：モデルを記述するパラメータで構成されるベクトル  

 

３．３ ノンパラメトリックモデル 

式(3.4)の両辺に )( ku を乗じ，平均値をとる．データ数が十分に長い場合，以下の式（ウ

ィナー・ホッフ方程式）が得られる．ただし，入力 )(ku と雑音項 )(kv は無相関とする．  

 





1

)()()(
i

uuyu iig    (3.9) 

 ただし，  uu ：入力 )(ku の自己相関関数  

  uy ：入力 )(ku と出力 )(ky の相互相関関数  

式(3.9)の両辺を離散フーリエ変換すると式(3.10)となる．  

 )()()(  
uu

j
uy SeGS    (3.10) 

 ただし，  )(uuS ：入力 )(ku のパワースペクトル密度  

  )(uyS ：入力 )(ku と出力 )(ky のクロススペクトル密度  

  )( jeG ：周波数応答関数． 





0

)()(


  jj egeG  (3.11) 

 式(3.10)より，周波数応答関数の推定値は次のようになる．  

 
)(ˆ

)(ˆ
)(ˆ





uu

uyj

S

S
eG     (3.12) 

スペクトル解析によって得られるインパルス応答は，式(3.9)，(3.11)のように，理論上無限

個となる．このようなモデルを「ノンパラメトリックモデル」と呼ぶ．  

スペクトル密度の推定方法は，相関関数のフーリエ変換によるほか，様々な方法を用いる

ことができる．ただし式(3.9)の前提に書いたように，データ数が十分に大きくないと精度の

良いスペクトル密度の推定ができない．また，スペクトル密度の推定にあたってウィンドウ

関数を用いることが多いが，ウィンドウ関数の種類や窓の幅によって推定精度が変化するの

で注意が必要である．  
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スペクトル解析で１段先予測値を計算する場合は，式(3.11)を逆フーリエ変換してインパル

ス応答 )(g を求め，式(3.9)に代入する．  

 

３．４ パラメトリックモデル 

３．４．１ 伝達関数表現とその同定法 

(1) 伝達関数表現  

1)  ARX モデル  

 式(3.1)を拡張し，入力と出力の関係が式(3.13)の差分方程式で表されるモデルを多項式モデ

ルと呼ぶ．  

 
)()()1(

)()2()1()(

1

21

kenkubkub

nkyakyakyaky

bn

an

b

a








  (3.13) 

 このとき，式(3.8)で定義したパラメータベクトルは次のようになる．  

 T
nn ba

bbbaaa ),,,,,,,( 2121      (3.14) 

 また，データ列ベクトルを次のように定義する．  

 T
ba nkukunkykykyk ))(,),1(),(,),2(),1(()(     (3.15) 

 このとき，式(3.13)は以下のように表さる．  

  )()()( kekky T    (3.16) 

 ここで，雑音項 )(ke が入力信号と独立な白色雑音 )(kw とする．式(3.4)で導入した遅れ要素

1q を用いて式(3.16)を変形すると，次のようになる．  

 )()()()()( kwkuqBkyqA   (3.17) 

  ただし， a

a

n
n qaqaqaqA   2

2
1

11)(  

     b

b

n
n qbqbqbqB   2

2
1

1)(  

 式(3.17)で表されるモデルを ARX（Auto-regressive  exogenous）モデルと呼ぶ．このとき

システムの伝達関数，雑音モデルは次のようになる．  

 伝達関数  
)(

)(
)(

qA

qB
qG    (3.18.1) 

 雑音モデル  
)(

1
)(

qA
qH    (3.18.2) 

 これを式(3.8)に代入すると，１段先予測値は次のように表される．  

  )()()(1)()()(ˆ kkyqAkuqBky T    (3.19) 

 式(3.19)より，ARX モデルでは１段先予測誤差がパラメータベクトル に対して線形とな
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っている．このため，ARX モデルを線形回帰モデルと呼ぶこともある．また入出力の関係を，

伝達関数を介した線形な式で表現することを「伝達関数表現」という．  

 式(3.17)と式(3.4)を比較するとわかるように，ARX モデルではパラメータの個数が有限個

となる．このようなモデルを「パラメトリックモデル」と呼ぶ．  

 ARX モデルのブロック図を図 3-2 に示す．  

 

     )(kw  

    

    )(ku  )(qB    
)(

1

qA
       )(ky  

   図 3-2 ARX モデルのブロック図  

 

2)  一般的な伝達関数表現  

 ARX モデルは伝達関数表現の特殊な場合である．一般的な入出力の伝達関数表現は式

(3.20)で表される．  

 )(
)(

)(
)(

)(

)(
)()( kw

qD

qC
ku

qF

qB
kyqA     (3.20) 

 式(3.20)のブロック図は図 3-3 のようになる．  

   )(kw  

       
)(

)(

qD

qC
 

    

    )(ku  
)(

)(

qF

qB
   

)(

1

qA
       )(ky  

     図 3-3 一般的な伝達関数表現のブロック図  

 

 また，多入力モデル１出力モデルの場合，伝達関数表現は式(3.21)で表される．  

 )(
)(

)(
)(

)(

)(
,),(

)(

)(
)(

)(

)(
)()( 2

2

2
1

1

1 kw
qD

qC
ku

qF

qB
ku

qF

qB
ku

qF

qB
kyqA

u

u

u

n
n

n     (3.21) 

 しかし，多入力モデルの場合は，次に述べる状態空間表現による，より一般的な表現の方

が扱い易いことが多い．本論文でも４章以下で複数の項目の軌道変位を入力信号とする場合

は，状態空間表現を用いることを原則とする．  

3)  FIR モデル  

 伝達関数表現で 0)( qA とおいた式をシステムの特性方程式と呼び，特性方程式を 1q につ

いて解いて得られる解を伝達関数の極という．極が単位円の外側にあるとき，システムは不

安定という．具体的には時間（区間）とともに出力が大きくなり，発散する．鉄道車両は，
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蛇行動のような特殊な現象を除いて安定なシステムであるので，正しくシステム同定がなさ

れていれば極は全て単位円の内側にあるはずであるが，入力データが白色性をもたず，特定

の周波数のみを多く含む場合（あるいは特定の周波数のみを含まない場合）は，同定された

パラメータから定まる極が単位円の外にくる場合がある．このような現象を避けるため，伝

達関数表現で特に 1)( qA のモデルを用いることがある．このモデルを FIR モデルと呼ぶ．

FIR モデルでは１段先予測式は式(3.22)のように，式(3.1)の FIR 形ディジタルフィルタのコン

ボリューションと同じ形となる．  

 )()()()(ˆ
1

0

ikubkuqBky
bn

i
i  





  (3.22) 

(2) 伝達関数表現におけるパラメータの同定  

1) 最尤推定法  

伝達関数表現では，システム同定はパラメータベクトル の推定と等価である．ここで，

真のパラメータベクトル はわからないので，観測された入出力データベクトル から統計

的に推定する．この場合，推定された ̂ が持つべき性質として，以下のことが挙げられる．  

① 推定されたパラメータは不偏推定値であること．すなわち，  

0)ˆ( E    (3.23) 

② ばらつきが小さいこと．すなわち推定誤差の共分散を最小とするものであること．

   T
E  ˆˆmin     (3.24) 

ここで， が与えられたときの，出力データ )(,),2(),1( Nyyy  が観測される条件付き確率を

考える．各出力の推定誤差を独立とすると，同時確率は各々の積となる．  

 



N

k

kypL
1

))((     (3.25) 

この Lを「尤度（ likelihood）」と呼ぶ．パラメータ の推定値として，尤度を最大とする
を考えることは自然である．また，尤度を最大にする は，上の条件①，②を満たすことが

わかっている（証明は省略する）．式 (3.24)を最大とする  を求めることを最尤推定法

（Maximum likelihood method），得られた を最尤推定値という．  

一般には計算の都合上， Lそのものではなく Lの自然対数を用いることが多い（これを対

数尤度と呼ぶ）．すなわち，  

  
 


N

k

N

k

kypkypLL
1 1

))(())((log    (3.26) 

以下，パラメータの推定問題を式(3.26)の最大化問題におきかえる．  

予測誤差が平均値０，標準偏差 の正規分布に従うとすると， )(ky の条件付き確率密度は

（ある が与えられた場合の予測値の期待値が )(ˆ ky となるので）式(3.27)のようになる．  

 






  2

22
))(ˆ)((

2

1
exp

2

1
))(( kykykyp


  (3.27) 

式(3.25)を式(3.24)に代入すると  
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  



N

k

kyky
N

LL
1

2

2
2 )(ˆ)(

2

1
)2log(

2 
   (3.28) 

式(3.28)を最大とする が最尤推定値である．また，上の条件②から LL が最小であるとき，

予測誤差の標準偏差 も最小となる．よって，式(3.28)を 2 で偏微分して０とおくと，式(3.28)

を最大とするときの予測誤差の標準偏差 ML が得られる．  

  



N

k
ML kyky

N 1

22 )(ˆ)(
1    (3.29) 

 すなわち，予測誤差の分散の最尤推定値は予測誤差の二乗和平均と一致する．式(3.29)を式

(3.28)に代入すると，  

 
2

))(ˆ)(
1

2log(
2

),(
1

22 N
kyky

N

N
LL

N

k
ML  



  (3.30) 

 対数関数は単調増加関数であるので，対数尤度の最大化問題は，式(3.30)の第１項の（）内

の最小化問題と一致する．これは，予測誤差の二乗和の最小化問題と等価であるので，総称

して予測誤差法（Prediction error Method：PEM 法）と呼ぶ．これまでの議論のように，予測

誤差が平均値０の正規分布に従うとき，PEM 法と最尤推定法は一致する．  

2) ARX モデルの同定  

今， k 個の出力データが測定されているものとする．このとき ARX モデル（すなわち式

(3.17)で 1)()()(  qFqDqC ）の ba nnn  個のパラメータの推定を考える．  

ARX モデルの場合，１段先予測値は式(3.19)で与えられる．すなわち，予測誤差の二乗平

均は以下のようになる．  

  



N

k

T kky
N 1

2
)()(

1   

 )()(2)( NRNfNc TT    (3.31) 

  ただし， 



N

k

T kkNR
1

)()()(  (3.32.1) 

   
N

k

kkyNf
1~

)()()(  (3.32.2) 

   



N

k

kyNc
1

2 )()(   (3.32.3) 

 前項で述べたように，最尤推定値において推定誤差の分散は最小となる．式(3.29)は行列

)(NR が正定値行列であれば，唯一の最小値を持つ．よって，式(3.29)をベクトル の各要素

で偏微分し０とおくと，次の連立一次方程式が得られる．  

 )()()( NfNNR    (3.33) 

 この解がパラメータ の推定値となる．ARX モデルの場合，１段先予測値が式(3.19)のよ

うに線形の式で表されるので，予測誤差法の解は式(3.31)のように連立一次方程式の解となる．

これを最小二乗法と呼ぶ．ARX モデルはパラメータ同定を最小二乗法で行えるので，非常に

扱い易いモデルである．これ以外の場合は，PEM 法が非線形最適化問題となるので，なんら

かの数値探索法によって最適解を算出しなければならない．  
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 なお，式(3.33)は，モデルの次数 nが与えられた場合のパラメータの推定方法である．モデ

ルの次数の決定方法については後述する．  

3) 補助変数法  

図 3-2 の ARX モデルで，雑音項は白色雑音としたが，一般にこの仮定が成立するとは限

らない．しかし雑音項が有色の場合，バイアスの無い雑音モデル )(qH が推定できないので，

そのままの形では最小二乗法によってパラメータ推定ができない．これは，雑音が有色とは，

雑音に周期性があることと等価であるので，推定されたシステムの周波数特性にバイアスが

生じるためである．  

これまで述べたように，パラメータの推定にあたり，最尤推定法は観測データの同時発生

確率を最大にする方法，予測誤差法は予測誤差の二乗和を最小とする方法である．一方，予

測誤差を過去のデータ )(ky  )11(  Nk と無相関（＝白色化）にする方法を総称して相関

法と呼ぶ．これは，予測誤差が有色とは予測誤差にシステムに関するなんらかの周波数特性

に関する情報が含まれていることと等価なので，この情報をシステムのパラメータに含んだ

方が，より良いモデルとなる，という考え方である．  

式(3.16)を次のように書き下す．  
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)(

)2(

)1(

  

            (3.34) 

 これを，行列表現に改める．  

   rZy      (3.35) 

 y は N 行の列ベクトル，Z は N 行 n列の行列，r は N 行の列ベクトルで雑音項に相当する．

r が白色雑音であれば式(3.33)と等価な以下の式でパラメータ が得られる．すなわち，  

  yZZZ TT 1)(     (3.36) 

 しかしここで考えている r は白色雑音ではない．すなわち r と y は独立ではない．ここで，

 IT     (3.37) 

となる正則行列 を考える．式(3.37)を式(3.36)に代入すると，  

 yZZZ TTTT  1)(̂  (3.38) 

 1)(  ZT が正則行列である場合，式(3.38)は以下のように簡単になる．  

 yZZZ TTTT   11 )()(̂  

   yZ TT  1)(   (3.39) 
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 式(3.39)に(3.35)を代入すると，  

 )()(ˆ 1 rZZ TT     

   rZ TT  1)(   (3.40) 

 式(3.40)の両辺の確率極限を考える．  

 r
N

pZ
N

pp T

N

T

NN








1
lim)(

1
limˆlim 1   (3.41)  ：Slutsky の公式  

 よって， ̂ が に収束するためには，  

 ①   1)(
1

lim 


 Z

N
p T

N
  が正則行列で，かつ  

 ②   r
N

p T

N




1
lim     が０に収束すればよい．  

 このとき，パラメータの推定値 ̂ は次のようになる．  

 yZ TT  1)(̂    (3.42) 

 を補助変数（Instrumental Variable），式(3.42)によるパラメータの推定法を補助変数法と

呼ぶ．補助変数 は上記の①，②を満たせば良いので，いくつかの選択方法が提案されてい

る．  

３．４．２ 状態空間表現とその同定法 

(1) 状態空間表現  

 離散化された入出力信号の表現法としてよく用いられるのが，前項で述べた伝達関数表現

である．伝達関数表現の例である ARX モデルでは，入力信号 )(ku と出力信号 )(ky の関係は，

式(3.13)で表される．  

 
)()()1(

)()2()1()(

1

21

kenkubkub

nkyakakyaky

bn

an

b

a








 (3.13) 

 このとき，システムの伝達関数 )(qG は，式(3.43)で表される．  

 
a

a

b

b

n
n

n
n

qaqa

qbqb
qG













1

1

1
1

1
)(    (3.43) 

  ただし， )()( nkukuq n   

ここで伝達関数表現に対し，状態変数 )(kx を介した式(3.44)の状態空間表現を考える．  

)()()()(

)()()()1(

kvkDukCxky

kwkBukAxkx




   (3.44) 

 状態変数は，内部状態を表す最小個の変数と定義される． )(),( kvkw は雑音項である．  

 状態変数を用いた場合の，入出力関係のブロック図を図 3-4 に示す．  
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       )(kw     )(kv  

    )(ku  B   1q   )(kx       C         )(ky  

 

    A  

 

    D  

 

        図 3-4 状態空間表現のブロック図  

 

例として式(3.13)の ARX モデルを状態空間表現に変換する．  
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
 (3.13) 

 ここで，状態変数を以下のように定義する．  

 Tankykykykx )(,),2(),1()(     (3.45) 

 ここで，行列 DCBA ,,, を次のように定義すれば，式(3.13)と式(3.44)が等しくなる．  
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， ]1,0,,0,0[ C ，  0D  (3.46) 

 式 (3.46)のような行列表現を可観測標準形という．ただし状態変数，行列 DCBA ,,, の選択

方法は，同一のモデルに対しても，式(3.45)，(3.46)の一通りに定まるわけではない（詳細は

次項で述べる）．  

 式(3.44)のような状態空間表現を用いる理由は，これが MIMO システムを含めた線形シス

テムを表現できる最も一般的かつ簡潔な表現であることと，特にシステムの制御の場面にお

いて有効なことである．入力信号が m 種類，出力信号が p 種類の MIMO システムの状態空間

表現では， Aは nn の正方行列， Bは mn  行列， C は np  行列， Dは pm 行列となる．  

状態空間表現（式 (3.44)）が与えられたとき，システムの伝達関数 )(qG は，式 (3.3)の両辺

をラプラス変換して求められる．  

 DBAqICqG T  1)()(   (3.47) 

また，システムを式(3.4)のようなインパルス応答を用いたたたみ込み和で表現することを

考える．  



 34

   





0

)()()(
k

knukgny   (3.48) 

 3,2,1,0k を式(3.44)，式(3.48)に代入していくと，次の関係が得られる．  
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
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  (3.49) 

式(3.48)，(3.49)から，状態空間表現とインパルス応答との関係は以下のようになる．  

 
)1()(

)0()(

1 


 kBCAkg

kDkg

k
  (3.50) 

誤差項 )(),( kvkw を考えなくてもよい確定システムの問題では，式(3.50)を用いれば，状態

変数を介さなくても入出力データ )(),( kyku からパラメータ行列 DCBA ,,, が推定できる．確率

システムの同定方法についても近年様々な方法が研究されている．   

(2) 状態空間表現におけるパラメータの同定方法  

1) 実現問題と同定問題  

 再び，式(3.44)の状態空間表現について考える．  

)()()()(

)()()()1(

kvkDukCxky

kwkBukAxkx




  (3.44) 

 このシステムの伝達関数は，  

DBAqICqG T  1)()(    (3.47) 

 インパルス応答関数は，  

)1()(

)0()(

1 


 kBCAkg

kDkg

k
   (3.50) 

 となる．ただし，インパルス応答や伝達関数が与えられても，パラメータ行列 DCBA ,,, は

一意には定まらない．インパルス応答や伝達関数からシステムの次元 nおよびパラメータ行

列 DCBA ,,, を求める問題を「実現問題」，入出力データ )(),( kyku からパラメータ行列 DCBA ,,,

を求める問題を「同定問題」と呼ぶ．  

2) 実現問題の解  

 システムのインパルス応答 )(kg は既知とする．ここで，インパルス応答を要素として持つ

ハンケル行列 H を考える．  
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  式(3.50)から，  
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 ここで，ハンケル行列 H は，可観測行列 k:1 ，可制御行列 l:1 の積に分解できることがわか

っている．  

 lkH :1:1      (3.53) 

 ただし，
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 可観測行列 k:1 には，推移不変（shift invariance）と呼ばれる次の性質がある．  
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  次に，ブロックハンケル行列 H の特異値分解（singular value decomposition）を考える．  
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 ただし  1 は， H の特異値を対角に大きい順に n個並べたもの（対角成分以外は０） 

2 は， H の特異値のうち大きさがほぼ０のものを並べたもの（対角成分以

外は０）  

  1U は， nn  の列正規直交行列（ IUUIUU TT  , ）  

  1V は， nn  の正規直交行列（ IVVIVV TT  , ）  

 ブロックハンケル行列の特異値分解と式(3.50)から，可制御行列と可観測行列を次のように
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おく．  

 TUk
2
1

11:1  ，
T

l VT 11
1
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2
1

    (3.57) 

 ただし， T は０でない正則行列  

 式(3.54) ，(3.55)，(3.57)から，行列 CBA ,, が次のように求められる．  

 1:2:1 
 kkA     (3.58)  

ただし， () は疑似逆行列．  

  ):1,:1(:1 mnB l     (3.59) 

 ):1,:1(:1 npC k     (3.60) 

    ただし，記号 ):,:( lkji は行列 Aの i ～ j行， k ～ l 列を取り出したもの．  

 m は入力信号数， p は出力信号数  

3) 同定問題の解  

 システム同定では，インパルス応答はわかっておらず，入出力データから直接 DCBA ,,, を

推定する必要がある．ここでは，(3)項で述べた実現問題を応用して，同定問題の解法を導く．  

 有限長の入出力データ 12,,0),(),(  kNiiyiu  が与えられたとき，次のブロックハンケル

行列を定義する．  

 

























)2()()1(

)()2()1(

)1()1()0(

10

kNukuku

Nuuu

Nuuu

U k









 (3.61) 

 

























)2()()1(

)()2()1(

)1()1()0(

10

kNykyky

Nyyy

Nyyy

Y k









 (3.62) 

 ここで， k を現在時刻と考えて，ブロックハンケル行列を過去の部分（添字 p ）と未来の

部分 f に分割する．  
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 また，状態ベクトルを並べた Nn 行列  

   )1()2()1(  NixxxX i   (3.65) 

 および，インパルス応答から作られるブロックテプリッツ行列  
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 を定義する．式(3.42)の状態空間表現の定義から，  

  ppkp UXY     (3.67) 

  ffkf UXY     (3.68) 

以上の準備のもとで，パラメータ行列 DCBA ,,, を求めるアルゴリズムを示す．  

入出力データの LQ 分解を考える（入出力データ行列の添字は省略する）．  
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 これは，  TT YU の QR 分解から求める．ただし，  

 11L は kmkm ， 22L は kpkp  の下三角行列， 21L は kmkp  ，  

21 ,QQ は直交行列（ IQQ T 11 ， IQQ T 22 ， OQQ T 21 ）である．  

 式(3.69)から，次式を得る．  

  TQLU 111     (3.70) 

 TT QLQLY 222121     (3.71) 

 式(3.67)，(3.68)，(3.70)，(3.71)から次式を得る．  

TTT QLQLQLXY 222121111    (3.72) 

 さらに右側から 2Q を乗じると，行列 21,QQ の性質から次式を得る．  

 22222221212211122 LQQLQQLXQQQLXQYQ TTT   (3.73) 

 ここで， 22L の特異値分解を考えると，式(3.73)から  

   2111
2

1

2

1
2122 0

0
XQVU

V

V
UUL T

T

T














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







  (3.74) 

 式(3.42)と式(3.57)から，拡大可観測行列として  

 2
1

11 U     (3.75) 

 ここから直ちに行列 C が求められる．  

):1,:1( npC      (3.76) 
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式(3.54)，式(3.76)から，以下の線形連立方程式の解として Aが定まる．  

 ):1,:1():1),1(:1( nkppAnkp   (3.77) 

また，入力信号が互いに独立であることと，式(3.73)，(3.75)から，  

 OUUXQULU TTT  2
1

11222222  (3.78) 

 式(3.72)に左から
TU 2 を乗じる．  

TTTTTTT QLUQLUQLUXU 2222121211122   (3.79) 

 式(3.74)から，  

 TQLX 222     (3.80) 

 式  (3.78)，(3.79)，(3.80)から  

TTTT QLUQLU 11121212     (3.81) 

式(3.80)に右から 1Q を乗じると，式(3.50)，(3.56)から，  
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 (3.82) 

 式 (3.82)は DB, に対し線形であるので，最小二乗法によってその推定値が求まる．このア

ルゴリズムを部分空間法という．  

 

 特異値分解（SVD）に基づく部分空間法と，最小二乗法（LS 法）や予測誤差法（PEM 法）

に代表される古典的同定法との比較を図 3-5 に示す．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5 システム同定の２つのアプローチ  
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３．５ 次数の決定方法  

 ３．４節で述べた伝達関数表現，状態空間表現のパラメータ同定法は，モデルの次数 nが

既知の場合の，多項式の係数やパラメータベクトルの推定方法である．よってこれらのパラ

メータ同定法を用いるためには，次数をあらかじめ決めておく必要がある．本節では次数の

決定方法について検討する．  

３．５．１  モデル次数の上限  

モデル次数が大きければ大きいほど，システムのより細部の複雑な部分まで表現できるよ

うに思える．しかし入出力信号それぞれが統計的な変動を持つものであり，これらの変動を

取り除き，統計的に十分な精度を持って多数のパラメータを決定するには非常に長いデータ

が必要になる．軌道変位による鉄道車両の動揺を考える場合，車両の各種モードの固有振動

数は概ね 0.5Hz～8Hz の間にあるので，この周波数領域において精度の良いパラメータ同定

ができれば工学的には十分であり，むしろ同定に必要なデータ長を減らすためには，同じ予

測精度であれば次数の少ない方が良いモデルといえる．  

また，一般にシステム同定のために実験をする場合，システムの全ての周波数領域での振

幅，位相特性を同定するために，入力信号として全ての周波数を含む（擬似）白色雑音を用

いることが多い．しかし鉄道車両のシステム同定の場合，入力信号である軌道変位は白色雑

音ではない．よって，軌道変位に含まれない周波数領域については厳密にシステム同定を行

うことはできない．  

３．４節では，特に断らずに最小二乗法を連立方程式によって解く方法を示したが（式

(3.33)），この連立方程式が解を持つには次のような条件がある．  

n次系のシステム同定を行うためには，入力信号が n種類以上の周波数の正弦波を

含んでいなければならない．  

 この条件は必要条件であり，これが満たされるだけでは式(3.33)を解くことはできない．し

かし FIR モデルのように，出力の予測にあたって過去の出力の情報を用いないモデルでは上

の条件は必要十分条件となる．  

 上の枠内の条件をもう少し一般化して表現する．入力信号 )(ku に対し，その自己相関関数

を成分とする行列 nR を考える．このとき nR が正則行列であれば，入力信号は n次の PE 性（持

続的励振：persistently exciting）である，という．  
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 (3.83) 

 これは，例えばパラメータを最小二乗法で同定する場合に，式(3.33)で )(NR が正則である

条件と数学的に等価である．また nR が正則であることは，入力信号 )(tu ， ,1,0t  が n 個

の一次独立な部分系列を含んでいることと等価である．  

次に，入力信号が ksin のとき自己相関関数は式(3.84)で表される．  

 lluu  cos
2

1
)(   l0   (3.84) 

ここから 0det,0det 32  RR が導かれる（ただし，離散信号で，ナイキスト周波数より低い
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周波数域の場合）．すなわち，入力信号が単一の角振動数の正弦波である場合，その PE 次数

は２である．角周波数が異なる正弦波は互いに１次独立であるので，入力信号が，角周波数

が異なる n 個の正弦波の和で表される場合，その PE 次数は 2 nである．このことから，先述

した枠内の必要条件は，以下のように言い換えることができる．  

n次系のシステム同定を行うためには，入力信号の PE 次数が 2 n以上でなければな

らない．  

軌道変位には，レール長（一般に 25m）に起因する卓越周波数がある．よって在来線の定

尺レール区間では，1/25[1/m]，1/25=12.5[1/m]，3/25=8.3[1/m]，4/25=6.25[1/m]の４種類の周

波数のみでシステム同定を行わなければならない場合がある．この場合，PE 次数は８となり，

同定できるシステムの次数は高々４次となる．  

一般に，入力信号が完全に一次従属であることは少ない．この場合， )(NR の固有値が０

ではないが非常に小さくなり，安定した解が得られなくなる．よって，システム同定にあた

っては，入力信号の自己相関やパワースペクトル密度を参考に，次数を適切に選択して安定

した解が得られるようにしなければならない．   

３．５．２  モデルの評価規範 3-3, 3-4, 3-5) 

システムを同定する第一の目的は過去に得られた入出力信号から将来を予測することにあ

る．よって，「良いモデル」とは「予測誤差の小さいモデル」とするのが自然である．ここで，

入出力データがそれぞれ N 個ある場合の，予測誤差の二乗和を考える．  





N

k

N

k

kykykV
1

2

1

2 )}(),(ˆ{),(    (3.85) 

 またこれまで述べてきたように，パラメータ数は少なすぎてはシステムを正確に表現でき

ないが，多すぎても統計的な信頼性が落ちる．よって予測誤差の二乗和を小さくしつつ，パ

ラメータ数が少ないモデルが良いモデルである．このようなモデルを与える規準として，以

下に述べるものが提案されている．  

(1) AIC  （Akaike’s Information Criterion）  

 文部省（現文部科学省）統計数理研究所の赤池弘次博士によって提案された情報量規準で，

以下の式で定義される．  

パラメータ数最大対数尤度）  2log(AIC  (3.86) 

 AIC が小さいほど最大対数尤度が大きい，あるいはパラメータ数が少ない良いモデルとい

える．AIC の導出については様々な文献があるのでここでは省略する．  

 予測誤差が正規分布に従うとき，AIC は以下のように簡単になる．  

 V
N

n
AIC 



  )1(log   (3.87) 

(2) FPE  （Final Prediction Error：最終予測誤差）  

 これも赤池博士によって提案された情報量規範で，以下の式で定義される 3-4)．  
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


   (3.88) 

 これも関連文献が多数ある．AIC はどちらかというと予測値の分布形，FPE は予測値その
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ものに着目した規準である． nN  であれば，FPE は AIC に一致する．  

 

３．６  力学モデル  

 システム同定を行う本研究の目的とは直接関係無いが，得られたモデルの物理的な妥当性

の検証のため，運動方程式を解いて得られる力学的な振動モデルとの対比も行った．  

 力学モデルの概略図を図 3-6 に示す．  

 

 

 

 

 

 

        図 3-6 鉄道車両上下振動の力学モデル  

 

 質点は４輪軸，２台車，１車体で，それぞれ２，３，３自由度を持つ．また，高低変位は

８車輪に各々入力することができるが，片側レールあたりについては，軸距および台車間距

離に応じて，同一の波形の強制変位が，位相が遅れて入力されるものとする．この条件があ

るため，本モデルの 17 自由度の運動方程式は簡易な形に書き下すことができる．解法は文献

3-6)によった．  

 

 ３．７ 時間送りデータと距離送りデータの変換 

 システム同定とは直接関係は無いが，同定に用いる入出力データの独立変数の変換につい

て述べておく．  

 軌道管理では，軌道変位などの時系列データの独立変数としてキロ程（≒始点からの距離）

が用いられる．これは，軌道保守作業では，保守を行うべき地点の特定が重要となるためで

ある．一方，加速度などの車両動特性は本来独立変数として時間が用いられるべきものであ

る．よって，時間軸上で測定されたデータを距離軸上に変換するため，車輪の回転数に応じ

て発生するパルス波を用いて，加速度等の距離軸上でのサンプリングが行われる．  

 列車の速度 v [m/s]が一定の場合，離散データの距離軸上でのサンプリング間隔 x [m]と時間

軸上でのサンプリング間隔 t [s]は次のようになる．  

 vtx    (3.89) 

 時不変システムの同定においてはデータの定常性が求められるが，これは，システムの時

間軸上での定常性が求められることに他ならない．よって，４章以下に述べる手法は，全て

車両が一定速度での走行を想定していることを断っておく．時変システムの同定に関する研

究も行われており，その手法もいくつか提案されているが，軌道保守への適用を目的にシス

テム同定を用いる場合，列車の加減速時の挙動を予測する必要性は小さいと考え，ここでは

検討の対象としない．  
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４． 鉄道車両の上下動特性の同定と上下動揺の予測 

 

４．１ 問題の設定 

 高低変位と上下動揺の関係については，従来から運動方程式による解析的な研究や，FFT

を用いたノンパラメトリックモデルによる研究が行われ，その線形依存性が確認されている．

本章では，パラメトリックモデルによるシステム同定の方法を用いて，これら既往の検討結

果に対するパラメトリックモデルの方法論としての意味合いを考察する．具体的には，高低

変位を入力，上下動揺を出力信号として車両の上下動揺動特性を同定し，これを用いて車両

の上下動揺予測モデルを構築する 4-1)．  

モデル化にあたって，以下のような条件設定を行う．  

・  入力信号：復元高低変位の左右レール平均  

・ 出力信号：車両の前台車直上で測定した上下加速度  

・ 対象周波数帯域：0.08～0.167[1/m] （波長 6m～125m）  

・ 車両形式：新幹線試験車両  

・ 走行速度：300km/h 

・  サンプリング間隔：1m 

 同定に用いた高低変位と上下動揺実測波形を図 4-1 に示す．  

0

10

-10[mm] 

高低変位左

0

10

-10[mm] 

高低変位右

0

1

-1[m/s^2] 

上下動揺実測

S

440K

S

440K
439K500M 439K

S

439K
438K500M

 

図 4-1 同定に用いた高低変位と上下動揺実測波形  

 

４．２ 伝達関数表現による上下動特性の同定 

４．２．１ システム同定結果 

新幹線試験車両の上下動揺および高低変位を用いて伝達関数表現によるシステム同定を行

った．ここでは FFT によって得られるインパルス応答との比較のため，伝達関数表現のうち

FIR モデルを用いた．また，パラメータの同定には最小二乗法を用いた．用いたデータ数は

2000 個（サンプリング間隔 1m）である．  

車両上下動揺の周波数応答関数を図 4-2 に，同定されたパラメータによる上下動揺予測波
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形と実測波形を図 4-3 に示す．なお，図 4-2 には周波数応答関数について，FFT による方法

で求めた推定結果と，３．６節で紹介した 17 自由度の１車両力学モデルの結果を比較のため

に示してある．FFT の際に用いたウィンドウ関数はハニングウィンドウである．  

 FIR モデルによる同定結果は周波数 0.09[1/m]付近を除けば力学モデルとほぼ一致し，かつ

滑らかな関数が得られている．また予測波形は実測波形とほぼ一致しており，軌道状態の評

価指標として十分な精度を有しているといえる．一方 FFT による周波数応答関数の同定結果

は，FIR モデルによるものと比べて統計的不安定さを示すばらつきが見られる．  

車両動特性のうち，最も低い周波数の共振点（周波数応答関数のピーク）は，0.02[1/m]付

近にある．これは時間周波数で約 1.6Hz に相当し，既往の研究から知られている車体ピッチ

ングの固有振動数にほぼ一致する 4-2)．   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2 新幹線試験車両の周波数応答関数同定結果  
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図 4-3 上下動揺予測波形と実測波形  

 

次に，予測波形と実測波形のコヒーレンスを図 4-4 に，予測波形と実測波形の位相差を図

4-5 に示す．周波数 0.1[1/m]以下では，コヒーレンスは 0.09[1/m]以外ではほぼ１に近い．ま

た予測波形と実測波形の位相差も 0.09[1/m]以外では小さい．よって FIR モデルのような線形

モデルを用いて，上下動揺を予測することは実用上問題が無いといえる．なお，0.09[1/m]付

近における線形性の低下に関する考察は後述する．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4 予測波形と実測波形のコヒーレンス  

 

 

 

 

 

 

 

図 4-5 予測波形と実測波形の位相差  
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FPE と次数の関係を図 4-6 に示す．FPE は 40 次付近までは急激に減少し，この後なだらか

に減少する．100 次まで計算した結果では，FPE は明確な極小値を持たなかったが，FPE の

減少傾向が変化した点を最適次数とすると，モデルの次数は 47 次であった．このときの，予

測誤差の標準偏差の期待値（FPE の平方根）は，0.06[m/s2]であった．このように FIR モデル

はパラメータの同定および次数の選定を統計的指標に則って行うことができ，FFT による方

法と比較してユーザーの判断に依存する部分が少ない．このことから，FIR モデルは，FFT

による方法よりも扱いやすい同定法であるといえる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-6 次数と FPE の関係  

 

４．２．２ データ長と同定精度 

前節の検討から，2000 データによるシステム同定では，47 次のモデルで，FFT による方法

よりも実態に即した結果が得られた．ここでは，同定に用いるデータ長等を変化させた場合

の，モデル次数と FPE の関係を検討する．パラメータの同定に用いるデータ長（＝データ数）

を 500m～200m まで短くしたときの，次数と FPE との関係を図 4-7 に示す．  

同図から，FPE はデータ長に関わらずほぼ 0.003～0.004 の間にあり，データ長との相関は

見られなかった．またモデルの最適次数は，35～50 の間にあった．３．５．１項で述べたよ

うに，モデルの次数は真のシステムが持つ振動モードの種類の２倍程度となる．これは，１

つのモードで振幅と位相の２つのパラメータを持つためである．上記の結果は，車両の上下

系については，輪軸，軸箱，台車，車体等が結合された振動系について 20 種類程度の振動モ

ードが存在すると解釈できる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-7 データ長を短くしたときの次数と FPE の関係  
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200 個のデータで同定をした際の，予測誤差の標準偏差の期待値は 0.05[m/s2]であり 2000

データで同定したときよりも，わずかに小さくなった．このように，FIR モデルでは，デー

タ長が短くても，同程度の精度で出力が予測できることが示された．なお，データ長が短い

方が，予測誤差が小さいのは，データが長い場合，この間の速度のわずかな変化によってデ

ータの定常性の仮定が失われるためと考えられる．  

次に，図 4-1 の区間を 500m ずつ４区間に分けてシステム同定を行った場合の，区間毎の

周波数応答関数を図 4-8 に示す．同図に示すように，0.09[1/m]付近以外は，同定結果に大き

な差は無く，低周波域での振幅特性がわずかに異なる程度であった．また，図 4-2 と比較す

ると，いずれの区間における同定結果も，2000 データによる同定結果や力学モデルと大きな

差は無かった．なお，図 4-7 に示した４区間は，いずれも図 4-8 の区間③に含まれるもので

ある．  

このように，FIR モデルでは，区間によらずほぼ同様な同定結果が得られ，また，区間長

が異なっても FPE のような評価規範によって，統計的根拠のあるモデル選択ができる．これ

に対し FFT による方法の場合，データ長は推定精度に大きく影響を与え，データ長が短いと，

特に低周波域で精度が低下する．このような性質を考えると，短い定常データしか得られな

い場合，FIR モデルは FFT による方法よりも扱い易いシステム同定法といえる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-8 異なる区間における周波数応答関数の同定結果  
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 ４．２．３ コヒーレンスが小さい帯域に関する考察 

  図 4-4に示したように，今回同定した結果は，周波数 0.09[1/m]でコヒーレンスが低下した．

一般に，入出力データのコヒーレンスが小さい理由として以下の３つが考えられる．  

① システムそのものの持つ非線形性  

② 当該帯域での S/N 比の低下  

③ 想定していない入力信号の存在  

文献 2-16)では，200km/h 走行の新幹線に対し，周波数 0.12[1/m]でのコヒーレンスの低下

が報告されている．このことから，車両形式によって特定の周波数でコヒーレンスが低下す

ることが考えられる．これを確認するために，複数の新幹線車両形式で，高低変位と上下動

揺のコヒーレンスを求めた．結果を図 4-9 に示す．  

・ 車種Ａ：新幹線（新在直通）車両 260km/h 

・ 車種Ｂ：新幹線営業車両 260km/h 

車種Ａは図 4-4 に示した車種よりもわずかに低い 0.085[1/m]付近でコヒーレンスが低下す

るのに対し，車種Ｂはほとんどの帯域でコヒーレンスが 0.6 を越えている．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-9 異なる車両形式の上下動揺と高低変位とのコヒーレンス  

 

 以上のように，車両形式によっては着目する全帯域でコヒーレンスが高い場合や特定の周

波数でコヒーレンスが低下する場合がある．これには次の３つの理由が考えられる．  

A)  車両の動特性の非線形性（上の①に相当）  

B)  軌道検測系のノイズ等（上の②に相当）  

C)  加速度測定系のノイズ等（上の②に相当）  

 このうち B)の軌道検測系のノイズについては，軌道検測車の車体長や変位計の配置間隔等

に起因する波長でデータの再現性が低いことがわかっている．システム同定においては，入

力データに含まれる外乱は同定精度の低下の要因となり，当該周波数では正確なシステム同

定はできない．A)の車両そのものがもつ非線形性については，一般のシステム同定では線形

性を仮定する以上，やはり正確な同定はできない．鉄道車両の場合，車両の幾何学的寸法や

加速度の測定位置に伴い，特定の帯域で反共振のような現象が観察され，相関が低下するこ
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とがある．これについては４．５節で詳細に検討するが，図 4-9 の車種 A で，0.085[1/m]付

近でコヒーレンスが低下するのはこの寸法効果による反共振と考えられる．図 4-4 の場合と

周波数が異なるのは，車種 A は新在直通車両であり，車体各部の寸法が一般の新幹線車両と

は異なるためである．  

 

４．３ 状態空間表現による上下動特性の同定 

 図 4-1 と同じデータを用い，状態空間表現でモデルを表し，システム同定を行った．パラ

メータの同定には３．４．２項で述べた部分空間法を用いた．次数については，ハンケル行

列の特異値の大きさから 13 とした．周波数応答関数を図 4-10 に示す．同図より，力学モデ

ルとほぼ同様な特性が得られており，部分空間法によっても，車両の上下動特性を適切に同

定できることがわかる．また図には示していないが，0.09[1/m]付近でコヒーレンスが小さく

なるのも，FIR モデルと同様であった．   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-10 部分空間法によるシステム同定結果  

 

 本結果から，部分空間法によっても車両の上下動特性を同定できることが示された．ただ

し，FIR モデルと比較して明確な優位性も見られなかったことから，上下系の同定について

は FIR モデルを用いれば実用上十分な精度が得られるといえる．部分空間法については，多

入力モデルが必要となる左右動揺の予測の際に，その適用法も含めて考察する．  

10–2 10–1
–3.14

–1.57

0

1.57

3.14

空間周波数[1/m]

位
相

[r
ad

]

10–2

10–1

振
幅

[m
/s

2 /m
m

]

力学モデル
部分空間法



 50

 ４．４  10m 弦正矢高低変位による上下動揺の予測 

４．２節では車両の上下動特性を同定するため，

入力信号の軌道変位として，10m 弦正矢波形に図

1-10 の復元フィルタ処理した復元波形を用いた．

しかし，軌道保守業務への適用だけに限って考え

れば，10m 弦正矢波形を直接入力信号として用い

た方が，計算上有利となることも考えられる．  

 ここで，復元フィルタは線形フィルタであるの

で，入力信号として 10m 弦正矢波形を直接用いて

も，入出力間の線形性は失われない．これをブロ

ック図で表すと，図 4-11 右列のようになる．周波

数応答関数 )(2 H は，車両の物理的な周波数応答

関数ではなく，一種の予測フィルタとなる．  

 ４．１節と同じ条件で，FIR モデルによってシステム同定を行った．周波数応答関数を図

4-12 に示す．同図に示すように，周波数 0.166[1/m]以下の帯域では，振幅特性は車両の物理

的な動特性（図 4-2）に復元フィルタを乗じたものとほぼ等しい．また，位相特性は復元波

形を入力に用いた場合と 10m 弦正矢を用いた場合でほぼ等しい．周波数 0.09[1/m]で不安定

なのは，これまでの結果と同様である．以上の結果から，車両の物理的な動特性を考えなく

てよいのであれば，10m 弦正矢波形から直接上下動揺を予測できることが示された．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-12 10m 弦正矢データを入力とする周波数応答関数同定結果  
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 次数と FPE の関係を図 4-13 に示す．復元波形を入力とした場合（図 4-6）と比較すると，

FPE が収束するまでに必要な次数が復元波形を用いた場合と比較して大きく，最適次数は 70

次であった．これは，10m 弦正矢の検測特性が低周波数になるほど小さくなるので，周波数

分解能を上げるために必要パラメータ数が多くなったものと解釈できる．この場合でも，軌

道変位の復元に用いるフィルタ（通常 800 次～1000 次程度の FIR フィルタ）を用いないこと

を考慮すると，演算に必要なパラメータ数ははるかに少なくなる．また，最適次数における

FPE の値は両者でほとんど同じで，10m 弦正矢を入力とした場合も，精度を落とさずに上下

動揺を予測できる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-13 10m 弦正矢高低変位を入力とした場合の FPE と次数の関係  

 

４．５ 速度向上時の上下動揺予測 

３．７節で述べたように，本システム同定で得られたパラメータは，等速走行状態におけ

る上下動揺予測にしか適用できない．また走行速度も，同定に用いた上下動揺測定データと

同一の場合にしか適用できない．しかし一方で，既設線の速度向上時の動揺予測ができれば，

速度向上時の軌道管理手法の検討や，軌道保守量の把握に対し有効である．本節では，まず

営業列車における周波数応答関数の速度依存性について考察し，次に速度向上時の車両動揺

予測手法について検討する．なお，本項では曲線等で速度制限を受け，様々な速度段のデー

タ取得が可能な，在来線の軌道変位と車両動揺のデータを用いて検討を行う．  

４．５．１ 異なる走行速度における周波数応答関数 

図 4-14 は，在来線特急型直流電車の速度 85km/h，100km/h，130km/h 走行時の周波数応答

関数を，FIR モデルを用いて同定した結果を示したものである．上下動揺加速度は先頭車両

台車直上で測定したものであり，帯域 0.02[1/m]～0.167[1/m]のバンドパスフィルタ処理を行

った．また，高低変位は波長 6m～50m の復元フィルタ処理を行った．  

図 4-14 より，この車両は２つの周波数でピークを持ち，低い側のピークは速度が高くなる

につれてより低い側に移動し（時間周波数上はほぼ一定で 1.4Hz），高い側のピークは速度が

変化してもほぼ一定（約 0.1[1/m]）であることがわかる．位相特性が 0[rad]からπ[rad]へ推移

していく帯域も，速度が高くなるとともに低い側に移動する．一方，周波数 0.01[1/m]付近の

位相特性に差はほとんど無い．これらのことから，低い側の共振周波数は時間周波数上で一

定の共振周波数であり，高い側の周波応答のピークは幾何学的な寸法でその特性が定まるモ

ードと推定される．  
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図 4-14 在来線直流電車の速度毎の周波数応答関数  

 

 

 ２つの周波数応答のピークのうち，低い側と高い側で速度の変化に対する振る舞いが異な

る現象の車両形式による差異について考察するため，ＪＲ各社の特急電車４形式について周

波数応答関数を同定した結果を図 4-15 に示す．車両形式や同定に用いたデータ測定時の走行

速度によって振幅特性は若干異なるが，いずれも 0.1[1/m]付近に高い側のピークがある点，

および 0.07～0.08[1/m]付近で振幅特性が下がり，反共振のような様相を示している点に特徴

がある．次項で，このような現象が生じる理由を考察する．  
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  図 4-15 異なる在来線車両の周波数応答関数  

 

 ４．５．２ 上下並進運動とピッチングの関係  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-16 １質点力学モデル  

 

 上下並進運動とピッチングとの関係について，力学的に考える．鉄道車両を図 4-16 のよう

にモデル化する．鉄道車両の台車は通常２輪軸から構成されているが，台車内の２輪軸によ

る高低変位平均効果は文献 4-3)で定式化されているので，ここでは１輪軸で代表する．また

簡略化のため，減衰項は考慮しない．  
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での車体床面の上下変位を図のように設定すると（いずれも，地上に固定された絶対的な空

間に対し定義する），車体の運動方程式は以下のように表される．  

 

車体重心の上下並進運動  

    )()()()(
2

)()(
2 2211

21 txtyktxtyk
tyty

M 
 

  (4.1) 

車体のピッチング  
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2
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l
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l
kI     (4.2) 

ここで，  M ：車体の質量の２分の１（半車体質量）  

  I ：車体の慣性モーメント  

  k ：輪軸－車体間の上下方向の等価ばね定数  

  l ：台車中心間距離  

式(4.1)，（4.2）をラプラス変換すると，式(4.3)のようになる．  
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ここで，  s ：ラプラス演算子  

)(),(),(),( 2121 sYsYsXsX ： )(),(),(),( 2121 tytytxtx のラプラス変換  
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 ここで )(2 tx は，“時刻 t における後軸位置での高低変位”であるが，列車荷重に伴う高低変

位の微小変化を無視すると，列車速度が v の場合，明らかに  

)()( 12 v

l
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である．これをラプラス変換すると，  
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 式(4.3)，(4.7)から，通常加速度測定が行われる前台車直上の変位のラプラス変換 )(1 sY は次

の式で表される．  
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 式(4.8)の[]内の第１項は上下並進運動に関する項，第２項はピッチングに関する項である． 

ここで，  
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とおく． )(),( sWsW IM の周波数応答関数は， tfjs 2 （ jは虚数単位， tf は時間周波数）を入

力して求められる．これらの周波数応答関数は速度 v の関数となることから，車両そのもの

の周波数応答関数も，時間軸上で，速度によって変化するものとなる．  

 一方，空間周波数軸上で )(),( sWsW IM の周波数応答関数を考えると，時間周波数 tf と空間

周波数 f の関係 vff t   から，  

 lfj
M efW 


21

2

1
)(  ，  lfj

I efW 


21
2

1
)(    (4.10) 

と，列車速度にかかわらず一定となり，その周波数応答関数は各々図 4-17 のように表される．

すなわち，上下並進運動については空間周波数 l
N ),,,2,1( N において振幅利得が１倍とな

り，逆に空間周波数 l
N

2
)12(  ),,,2,1( N で振幅利得が０倍となる．これは前後台車による高

低変位の平均効果とも呼ぶべきものである．一方ピッチングについては，上下並進運動の場

合とは逆に空間周波数 l
N

2
)12(  ),,,2,1( N で振幅利得が１倍に， l

N ),,,2,1( N において振

幅利得が０倍となる．これは，車体寸法から定まるピッチング加振倍率となる（以下「ピッ

チング効果（図 4-18）」という）．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-17 前後台車による高低変位平均効果とピッチング効果  
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l  
 

 

 

 

 

 (1) 振幅１倍の周波数     (2) 振幅０倍の周波数  

図 4-18 ピッチング効果の概念図  

 

 ここで，車体の慣性半径が台車中心間距離 l の 1/2 に等しいとする．このとき，  
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2
22

Mll
MI 






     (4.11) 

式(4.11)を式(4.4)に代入すると，  

)()( sHsH IM     (4.12) 

となる．よって式(4.8)は，以下のように簡略化される．  

)()()( 11 sXsHsY M   (4.13) 

文献 4-3)等では，このようにしてピッチングと上下並進運動とを非連成し，半車体モデル

によって車両の上下動揺を予測，評価してきた．しかし，実際の鉄道車両は運転台やパンタ

グラフ等の配置によって，質量分布が前後非対称であるため，車体重心と台車間中心位置と

が一致しない影響が無視できない．車両の重心位置が図 4-19 に示すように前側に AL 偏って

いる場合，前台車位置の変位のラプラス変換 )(1 sY は式(4.14)のようになる（導出過程は省略）． 

)()()(
2

1
)()()()()()(

2

1
)( 1111 sXsWsHsXsWsH

l

L
sXsWsHsY IIIM

A
MM   (4.14) 

 

 

 

 

 

 

図 4-19 車体重心位置の偏りによる上下動揺  

 

式 (4.14)の第１項と第３項は式 (4.8)と共通であることから，式 (4.13)が成立する場合，式

(4.14)は以下のように簡略化される．  

 )()()()()()( 111 sXsWsH
l

L
sXsHsY IM

A
M    (4.15) 

すなわち，車体重心位置が台車間中心位置と一致する場合と比較して，式(4.15)の第２項の

成分が加わることになる．この項は，ピッチング効果によって，図 4-17 で振幅が１倍付近の

周波数域のみの成分を持つ．  

※ これらは全て )()( sHsH IM  が成立する条件下での考察である．重心位置が極端に偏っ

た場合は，この条件は成立しない．  

l

AL 重心位置 

台車間中心位置 
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他の条件として，動揺（＝加速度）の測定位置が前台車よりも車端側に偏った場合を考え

る．軌道状態を評価するための動揺測定位置は編成先頭車両の前台車直上を原則とするが，

営業列車で動揺測定を行う場合で，構造上，前台車直上が乗客用の乗降スペースである場合

は運転室内の直近位置等で測定する（図 4-20）．この測定位置と前台車との離れを BL とする

と，測定位置における変位のラプラス変換 )(sYB は次の式で表される．  

  )()()()( 211 sYsY
l

L
sYsY B

B     (4.16) 

ここで式(4.3)，から，  

 )()()()()( 121 sXsWsHsYsY II    (4.17) 

よって，  

)()()()()( 11 sXsWsH
l

L
sYsY II

B
B    (4.18) 

すなわち，前台車直上で加速度を測定した場合と比較して，第２項の成分が加わることに

なる．これもピッチング効果の影響を受け，図 4-17 で振幅が１倍付近の周波数域のみの成分

を持つ．なお，式(4.18)は式(4.11)の条件が成立しない場合でも成立する．  

 

 

 

 

 

図 4-20 動揺測定位置の偏倚  

 

このように車体の重心位置が台車間中心からずれたり，加速度の測定位置が前台車直上か

らずれる場合，ピッチング効果による成分が加味されることが明らかとなった．次項では，

このピッチング効果による上下動揺の特性について考察する．  

４．５．３ ピッチング効果による上下動揺  

一般に１自由度系の減衰振動の，加振力に対する加速度の（時間）周波数応答関数（アク

セラランス）は，固有振動数よりも低い周波数では周波数の２乗に比例して大きくなり，固

有振動数よりも高い周波数では一定値に収れんする．鉄道車両の１次固有振動数は，上下並

進運動，ピッチングとも 1.0～1.5Hz 近傍にあり，車両形式による差異はそれほど大きくない．

これは，建築限界や車両限界により，車体の寸法やばね定数等の取り得る範囲は，そう広く

はないためである．在来線電車の代表的な諸元を用いて，加速度の周波数応答関数 )(2 sHs M の

例を描くと図 4-21 のようになる（同図の描画にあたっては，車体輪軸間の減衰要素を考慮し

ている）．  

 

l

BL

加速度計 
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図 4-21 在来線車両の諸元による上下動揺加速度の周波数応答関数  

  （台車の質量を考慮すると，5Hz 付近に２次固有振動数が現れる）  

 

)(2 sHs M にピッチング効果 )(sWI を乗じると，その周波数応答関数は，速度別に図 4-22 の

ようになる（振幅特性のみを示す）．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-22  ピッチング効果を加味した上下動揺加速度の周波数応答関数  
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すなわち，１次固有振動数に相当する周波数は速度が高くなるとともに低い周波数側に移

行し，0.1[1/m]付近のピークは速度に関わらず移動しない．これは，１次固有振動数は速度

に応じて 0.02～0.05[1/m]に存在するが，この帯域でピッチング効果 )(sWI の倍率が 0.8 を越え

ているのに対し，１次固有振動数よりも高い周波数域では，時間周波数軸上での )(2 sHs M の

振幅倍率がほぼ一定であるので， )(sWI が大きい 0.1[1/m]付近のみで上下動揺の応答振幅が現

れるためである．実際の上下加速度は，式(4.15)あるいは式(4.18)のように，列車速度に依存

しない成分とピッチング効果を受ける成分（図 4-22）との和となり，これが図 4-15 で同定

された結果となる．  

 以上の考察から，車体重心が台車中心位置から偏っている場合，あるいは列車動揺測定位

置が前台車直上よりも前側にある場合は，上下加速度の周波数応答関数にはピッチング効果

によって速度に関わらす移動しない成分が特定の周波数で現れることが明らかとなった．あ

る速度で同定したパラメータで，速度が変化した場合の車両の動的挙動を予測する場合は，

以上の点に留意する必要がある．  

 なお，ブラックボックスモデルによるシステム同定の特長は，上記のような車両の構造に

関する情報が全く無くても，システムを表すパラメータが得られる点にある．本項では，速

度向上時の動揺予測のためにこのような考察を行ったが，通常の保線業務ではこのような検

討を行う必要性は小さく，正しく測定された入出力のデータのみがあれば上下動揺の予測が

可能となる．   

 ４．５．４ 速度向上時の上下動揺予測  

 前項で，車両の上下動揺について，FIR モデルによる同定結果と力学モデルとを照らし合

わせて考察した．そこでは，車両の周波数応答関数は，時間軸上で定義される振動系と空間

軸上で定義される台車間の高低変位平均効果および高低変位の１階差分で表されるピッチン

グ加振効果の積で表されることを示した．このうち後者の周波数応答関数は，時間周波数軸

上では速度の関数であるため，システム同定および上下加速度の予測にあたっては，以下の

ことに留意しなければならない．  

① 鉄道車両のシステム同定は，速度一定の条件化で取得された出力データを用いなければ

ならない．  

② ある速度で同定されたパラメータを用いて，他の速度域での出力の予測はできない．  

 このうち後者については，“入力データ（軌道変位）の時間サンプリング間隔は，パラメー

タを同定したときのものと等しくなければならない”とも解釈できる．ここで，走行する車

両上に定義した時間軸上で軌道変位を観測した場合，速度が高くなると軌道変位は時間軸上

であたかも縮んだように見える（図 4-23）．よって，速度向上時の車両の動的挙動を予測す

るためには，速度に応じて軌道変位を時間軸上で伸縮し，これをパラメータ同定時の時間サ

ンプリングと等しい間隔で，空間軸上で再サンプリングすればよい．具体的には以下の手順

で行う．  
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図 4-23 速度向上時に車上で観測する軌道変位（時間軸上で縮んで観測される）  

 

1) パラメータ同定に用いた軌道変位の空間サンプリング間隔を 1 とする．このときの速

度を 1v とすると，時間サンプリング間隔 1 は式(3.89)より，  

 
1

1
1 v

     (4.19) 

このとき，軌道変位 )(x を時間軸上で観測すると，  

)()(
1

1
1 vnxnx     (4.20) 

2) 速度を 2v に変更する．このとき，パラメータ同定に用いた軌道変位データの空間サン

プリング間隔を一定としたとき，同じデータを時間軸上でサンプリングすると，その

時間サンプリング間隔 2 は次の式で表される．  

2

1
12 v

v     (4.21) 

このとき，軌道変位の時系列データを車上の時間軸上で観測すると，その n番目のデ

ータは，  

)()(
2

1
12 v
vnxnx     (4.22) 

となる．すなわち，新たに得られる軌道変位の時系列データは，もとの離散データを，

その値を変えずに，時間サンプリング間隔を
2

1
v

v
に変更した時系列となる．  

3) この時系列データを，適切な補間法を用いて，時間サンプリング間隔が 1 となるよう

に，再サンプリングする．  

 理解を深めるために，一連の手順をディジタルデータで示す（図 4-24）．  

 

)( 1nx )( 2 nx
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    1) 元のディジタルデータ  

         （サンプリング間隔 1 ）  

 

 

 

 

 

 

 2) サンプリング間隔変更  

         （サンプリング間隔 2 ）  

          データ番号と値との関係  

          は不変．  

 

 

 

 3) データの補間と再サンプリング  

         （サンプリング間隔 1 ）  

 

 

 

 

 

 

図 4-24 サンプリング間隔変更の手順  

 

 このようにして，パラメータ同定時と同じ時間サンプリング間隔で，速度向上時の入力デ

ータに用いるべき軌道変位の空間系列が得られる．これを定性的に考えると，列車速度が高

くなった場合，システムの周波数応答関数は空間周波数軸上で低い周波数側に移動するのに

対し，ここでは空間軸上で定義される伝達関数は不変のまま，軌道変位を図 4-25 のように空

間周波数軸上で高い周波数側に移動することに相当する．  

 なお，前記の検討から，この方法を適用できるのは時間周波数軸上で不変の，式(4.15)ある

いは(4.18)の第１項に関する振動のみであり，第２項に関する振動に対しては適用できない．

よって，ここでは前節での検討結果を考慮し，式(4.19)～式(4.22)で検討したサンプリング間

隔の変更は 0.08[1/m]以下の空間周波数域で適用し，0.08[1/m]以上の空間周波数域では，元の

速度で同定された伝達関数をそのまま用いることとする．  
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図 4-25 軌道変位データのサンプリング間隔変更とそのパワースペクトル密度  

 

図 4-14 に示した周波数応答関数の速度による変化をみればわかるように，速度向上時の車

両動揺を予測するためには，周波数応答関数を空間周波数軸上で低周波側にシフトするよう

変数変換をすれば，時間周波数に依存する振動モードの振動波形を空間軸上で予測すること

が可能である．しかし，伝達関数表現では，システムは式(3.17)のように空間軸上で定義され

るため，このままでは空間周波数上での変数変換ができない．これに対しここで提案する方

法は，入力側のサンプリング間隔を式(4.2)に従って変更し，入力軌道変位の周波数特性を空

間周波数軸上で図 4-25 のように高周波側にシフトすることによって，周波数応答関数を低周

波側にシフトすることと等価な状態を作り出すものである．  

 以上の準備のもとで，図 4-14 に示した在来線直流電車の 85km/h 走行時のデータで同定し

た伝達関数を用いて，速度走行時の上下動揺を予測した結果を示す．図 4-25 で上段は上下動

揺実測波形，中段①は 130km/h 走行データで同定した FIR モデルによる予測波形，下段②は

85km/h 走行時のデータで同定した FIR モデルを用い，上述した方法によって 130km/h 走行時

の予測を行った結果である．中・下段の予測波形とも，動揺の著大箇所や，その周波数特性
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などをよく再現していることがわかる．また図 4-26 は図 4-25 の上段と下段とのコヒーレン

ス関数である．  

 鉄道事業者は軌道変位検測と合わせて，営業車両を用いた車両動揺測定を定期的に行って

いる．営業車両は，運転上の都合によって必ずしも全区間を計画最高速度で走行するとは限

らないが，本手法を用いればこのようなデータの補完が可能となる．また本手法は，今後の

新幹線・在来線の速度向上を視野に入れた場合，車両動揺の予測や必要軌道保守量の予測等

に応用できるものと考えている．ただし，これは線形振動の範囲にしか適用できないことに

留意する必要がある．超高速域では，空気力学的影響等により，軌道変位と車両動揺の線形

性は必ずしも高くはない．このような場合は，軌道変位管理のみならず，多面的な動揺対策

が必要になる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-25 異なる速度域で同定した伝達関数による上下動揺予測結果  

   ①  130km/h 同定モデルによる 130km/h 予測波形  

   ②  85km/h 同定モデルによる 130km/h 予測波形  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-26 図 4-25 の予測波形②と実測波形とのコヒーレンス  
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 ４．６ 本章のまとめ 

 以上，本章の実施内容をまとめると以下のとおりとなる．  

(1) FIR モデルを用いて車両上下動特性を同定した．その結果，FFT による方法と比較して，

低い次数で精度の高いシステムの表現が可能であることを確認した．また，FIR モデルで

は，200m 程度の短いデータ長からでも，上下動特性の同定が可能であることを確認した． 

(2) 部分空間法を用いて，車両上下動特性を同定した．その結果，FIR モデルと同等な結果が

得られた．上下動特性の同定においては，部分空間法は最小二乗法による FIR モデルと

比較して，優位な点は見られなかった．  

(3) FIR モデルを用いて 10m 弦正矢高低変位を入力とした車両動特性の同定を行った．その

結果，復元波形を入力とする場合と比較して次数は大きくなるものの，同程度の精度で

の同定が可能であった．  

(4) 同一車両形式で速度が異なる場合の車両の上下動特性を同定した結果，空間周波数軸上

で，速度と共に移動するピークと動かないピークがあることを確認した．これを解析的

に検討した結果，車体重心位置が台車間中心位置とずれている場合や加速度測定位置が

前台車直上から偏倚している場合は，観測される車両の上下動揺は，台車中心間距離の

関数であるピッチング効果の影響を受けることを導いた．  

(5) ピッチング効果を利用し，車両の周波数応答関数を 0.08[1/m]よりも高い帯域と低い帯域

に分け，後者について入力信号のサンプリング間隔を適切に変更すれば，85km/h 走行時

のデータを用いて空間軸上で同定された上下動揺予測モデルによって，130km/h 走行時の

上下動揺を予測できることを示した．このことから，空間軸上で同定したパラメトリッ

クモデルを，速度向上時の鉄道車両動的挙動予測に適用可能であることを確認した．  
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５． 鉄道車両の左右動特性の同定と左右動揺の予測 

 

 ５．１ 鉄道車両の左右動揺の特徴 

 ４章で述べた鉄道車両の上下動揺を考える場合，レールと車輪は常に接触していると考え

てよく，高低変位による車輪の上下強制変位と車体の上下動揺の線形性は直感的に理解しや

すい．これに対し，鉄道車両の左右動揺には以下のような特徴があり，上下系と比較して取

り扱いが難しい点がある． 

(1) 踏面勾配と蛇行動 

 車輪踏面には勾配（踏面勾配）が設けられているので，輪軸が左右に変位すると，左右車

輪の接触点位置における半径に差が生じ（これを「輪径差」という），径の大きい車輪は径の

小さい車輪よりも，１回転あたり進む距離が長くなる．よって，図 5-1 のように輪軸が進行

方向左側に変位した場合，輪軸は右方向に復位しようと運動する．台車枠に対する輪軸の支

持剛性，あるいは車体台車間の回転剛性の大きさによっては，このような輪軸の左右運動は

不安定な振動現象となる．これを蛇行動と呼ぶ 5-1)． 

 

         左車輪の車輪径 

 

                             右車輪の車輪径 

 

 

図 5-1  輪軸の左右変位と輪径差 

 

 蛇行動は自励振動であり，不安定な現象であるので，営業最高速度までの範囲でこれが発

生しないよう，輪軸の支持剛性や台車車体間の回転剛性が設計されている．しかし，台車車

体間の旋回抵抗や車輪摩耗の状態等によって，営業最高速度以下の速度であっても，著大な

通り変位等をきっかけとして蛇行動が発生することがある．蛇行動による車体の左右動揺も

自励的な振動であり，いったん発生すると軌道変位との関係の定式化は困難である． 

(2) 横動遊間 

 鉄道車両の車輪先端には，フランジ（つば）があり，これが車輪の案内の役割を持ってい

る．直線静止状態における，フランジとレール間の横方向の隙間を横動遊間という． 

 車両が直線や緩曲線を走行する場合は，フランジとレールが接触することはなく，車輪は

図 5-1 に示した左右車輪の輪径差に伴う復元力によって案内されている．一方，円曲線半径

が小さくなると，曲線をスムーズに走行するために輪径差が必要となり（軌間 1,067mm の在

来線の場合，円曲線半径は外軌レールと内軌レールで約 1,100mm 異なる），輪軸は外軌レー

ル側に偏倚し，横動遊間は０となって，輪軸は外軌レールに沿って走行する． 

 踏面勾配は，車輪が踏面でレールと接触している場合（横動遊間≠０）と，フランジで接

触している場合（横動遊間＝０）で大きく異なり，これに伴って輪軸の運動の様相も異なる．

よって，直線・緩曲線から急曲線にわたる輪軸の挙動を，同一の線形モデルで表すことはで

きない． 

 



 66

(3) 超過遠心力 

曲線区間では，軌道変位によって車輪へ作用する強制変位の他，重心に作用する遠心力の

影響を考慮する必要がある．遠心力は曲線半径，カントが一定との仮定の下で，曲線通過速

度を元にその大きさを算出し，乗り心地や車両の曲線外側への転倒に対する安全性を考慮し

て評価される．一方図 1-15 で通り変位のうちの曲線線形成分を示したように，曲線半径やカ

ントは実際には一定ではないため，遠心力は時間的・空間的に変動し，これが左右動揺の原

因となる．また，曲線半径，カントが一定であっても，緩和曲線長が短い場合は，緩和曲線

の終端で過渡的な動揺が生ずる． 

(4) 複数の軌道変位の影響 

 車両の左右動揺は，左右並進運動とローリング・ヨーイングが連成したものである．この

うち，左右並進運動・ヨーイングは通り変位，ローリングは水準変位が直接の原因となる．

すなわち，左右動揺は複数項目の軌道変位の影響を受ける．複数入力を受けるシステムの同

定には，３．４．１項の伝達関数表現に基づくモデルよりも，３．４．２項の状態空間表現

に基づくモデルの方が扱い易いと考えられる． 

(5) 車体傾斜制御 

我が国の在来線高速線区では，曲線通過速度向上のため，車体傾斜車両（いわゆる「振子

車両」）が導入されている．車体傾斜制御が行なわれる場合，制御系が線形でない場合は左右

動揺と軌道変位の線形性が失われる（日本で行われている車体傾斜制御は予見制御であり，

線形ではない）． 

 以上の特徴をもとに，鉄道車両の左右動揺に影響する要因を周波数毎にまとめると表 5-1

のとおりとなる． 

 

表 5-1 鉄道車両の左右動揺に影響する要因 

 周波数の低い動揺 周波数の高い動揺 

軌

道 

曲線半径 
カント 
緩和曲線長 

通り変位 
水準変位 
軌間変位（横動遊間） 

車

両 

まくらばね定数 
重心高さ 
車体傾斜制御 
列車速度 

蛇

行

動

車輪踏面形状（踏面勾配） 
輪軸支持剛性 
台車／車体間支持剛性（左右・回転） 
レール／車輪間摩擦係数 
軸距 

まくらばね定数 
重心高さ 

 

 表 5-1 の各要因のうち，蛇行動による左右動揺は軌道変位との線形性が低い不安定な振動

現象であるので，軌道変位を入力とする線形モデルで予測をすることはできない．一方，特

に在来線の軌道保守を考えた場合，今後一層の速度向上が期待される急曲線における左右動

揺の予測が可能となれば，軌道保守上の利点が高い．よって本章では，輪軸が曲線外軌側の

レールに接して走行し，蛇行動や横動遊間の影響を考慮しなくてもよいと仮定できる在来線

の急曲線部（概ね，半径 600m 以下）を対象とし，遠心力の変動による左右動揺と，車輪へ

の強制変位による左右動揺に分けて動特性の同定と左右動揺の予測を行う． 



 67

まず，５．２節では，低い周波数の軌道変位による曲線半径・カントの局所的な変化に伴

う遠心力の変動に対する車両の左右動特性を同定し，この同定結果による長波長左右動揺予

測モデルを構築する 5-2)． 

５．３節では，５．２節で考慮しない高い周波数の軌道変位によって車輪に作用する強制

変位に対する車両の左右動特性を同定し，この帯域の左右動揺予測モデルを構築する． 

両者とも，用いるデータはＪＲ在来線高速線区の軌道変位と左右動揺である．特に５．２

節では曲線通過中の超過遠心力の変動を検討するため，振子車両と非振子車両の双方につい

て検討を行う． 

 

５．２ 車体に作用する遠心力による左右動特性の同定 

 ５．２．１ 問題の設定 

 円曲線中の乗り心地評価指標の一つとして，遠心力に伴う曲線外向きの超過遠心加速度が

用いられる．これは１章で紹介した以下の式で表される． 

g
G

C

R

v o

o
y 

2

   (1.1) 

 ここで  y ：曲線中の定常加速度[m/s2] 

    v ：走行速度[m/s]   oR ：設計曲線半径[m]  oC ：設計カント[mm] 

G ：軌間[mm]     g ：重力加速度＝9.8m/s2 

しかし実際の軌道では，円曲線中の oR ， oC が一定値であることは稀である（例を図 1-15

に示した）． oR ， oC の変位は超過遠心加速度の変動につながり，乗り心地を阻害する．また

oR ， oC が設計値どおり管理されているとしても，緩和曲線長が短い場合には，緩和曲線の

終端で過渡的な応答が発生する．これは緩和曲線長が０の場合，超過遠心力は理論上ステッ

プ関数となることから，直感的に明らかである． 

以上のことから，本研究では軌道検測データから得られる R ，C の実測値を用いて，変動

する左右加速度 y の予測を試みる．具体的には y を，実カント不足量 dC を入力とするモデ

ルで表す．これは，曲線半径，カントが設計値どおりの場合，超過遠心加速度はカント不足

量に比例することから導かれるものである．すなわち，曲線半径，カントが設計値の場合，

超過遠心加速度は式(1.1)から以下のように表される． 

   dy C
G

g
n    (5.1) 

 ここで，  ny ：地点 nの超過遠心加速度速度（予測）[m/s2] 

o
o

d CG
gR

v
C 

2

 （カント不足量） (1.2) 

一方ここでは左右動揺の予測モデルを，曲線半径やカントの設計値からの変化に伴って変

動するカント不足量 dĈ を入力とする，式(5.2)のように仮定する． 

            knC
G

g
khknkhn d

N

k
y

N

k
y  









ˆˆ
1

0

1

0

  (5.2) 

ここで，  ny̂ ：軌道変位を考慮した，地点 nの計算上の超過遠心加速度[m/s2] 
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       knC
G

g

knR

v
knC

G

g
kn dy 




2
ˆ)(̂    (5.3) 

 knR  ：地点 kn  の実曲線半径[m] 

 knC  ：地点 kn  の実カント[mm] 

 式(5.3)は式(1.2)のカント不足量の式から導かれるものである． 

ここで，台車枠から下の振動の影響を無視できると仮定した場合，車体は左右のまくらば

ねを介して台車枠から支持された剛体であり，その重心に超過遠心力が作用している３自由

度（左右並進，ローリング，ヨーイング）の振動系と見なせる．よって式(5.2)の係数  kh を

求めることは，実カント不足量を入力，左右動揺を出力とするシステムを FIR モデルで表現

し，パラメータを同定することにほかならない． 

本項では，振子車両と非振子車両の左右動特性を比較するため，２種類の車両形式に対し

検討を行った．使用したデータを図 5-2，図 5-3 に示す．なお，同図のデータは後述する理

由により，各項目とも周波数 0.04[1/m]以下の成分を示している． 

図 5-2 の区間の場合，70K950M～71K50M にかけて，10m 弦正矢通りが全振幅で 20mm 程

度変化している．これは，設計曲線半径 250m に対し，局所的な半径が 200m～280m の範囲

で変動していることを意味しており，これによる左右動揺が４段目の実測値に現れている． 

両図のうち，３段目の超過遠心加速度は式(5.3)で求まるものである．非振子車両の場合，

超過遠心加速度と動揺の実測波形は，その大きさや変動傾向が類似しており，両者の間に相

関があることがうかがえる． 

振子車両の場合，車体傾斜制御によって車体左右動揺の定常成分をうち消すので，入出力

の関係は，厳密に線形ではない．図 5-3 の波形では，超過遠心加速度と動揺の実測波形は波

長の短い変動は類似しているものの，絶対値は異なっている．しかし，まくらばねの動特性

によって車体が左右に振動するという点では非振子車両と本質的に同じであることから，周

波数帯域を限定すれば，振子車両についても同様な手法で左右動揺の同定が可能と考えられ

る． 
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図 5-2 同定に用いたデータ（非振子特急電車） 

 

 

 

y̂
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図 5-3  同定に用いたデータ（振子車両） 

 

 ５．２．２ システム同定結果 

 本項では，FIR モデルを用いて式(5.2)のパラメータ )(kh を推定し，車両の左右動特性を同

定する．パラメータの同定には最小二乗法を用いる．  

 まず，同定に先立って入出力間のコヒーレンスを図 5-4 に示す．非振子車両では周波数

0.04[1/m]以下（波長 25m 以上）の帯域でコヒーレンスが 0.80 を上回っており，両者の線形

性は高いといえる．一方，0.04[1/m]以上では，周波数毎のばらつきが大きい．これは，この

帯域では車輪に作用する強制変位の影響が無視できないためと考えられる．すなわち，台車

枠から下の振動の影響を無視して左右動揺を論じられる周波数帯域は，概ね 0.04[1/m]以下と

判断できる．これは，車両走行シミュレーションによる結果 5-3)とも合致した結果となってい

る．よって，以下のシステム同定では図 5-2，5-3 に示したとおり，入出力信号に通過帯域 0

～0.04[1/m]のローパスフィルタ処理を施すこととする． 

また振子車両のケースにおいても 0.04[1/m]の範囲でコヒーレンスが 0.6 を越えたことから，

システム同定の適用範囲を同じく周波数 0.04[1/m]以下の帯域とする． 

y̂  
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図 5-4 超過遠心加速度と加速度実測値とのコヒーレンス 

 

次に，FIR モデルによって同定したパラメータを用いた，左右動揺予測（再現）波形と実

測波形の比較を図 5-5，図 5-6 に，周波数応答関数を図 5-7 に示す． 
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図 5-5 左右動揺の再現波形と実測波形（非振子車両） 
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図 5-6 左右動揺の再現波形と実測波形（振子車両） 

 

両図から，左右動揺の実測波形と再現波形は，上下動揺の場合ほどではないが，おおよそ

の傾向は一致している．非振子車両の場合は，円曲線走行中の超過遠心加速度の絶対値や，

図で 71K 前後の，曲線線形の崩れ（図 5-2 参照）に起因すると考えられる左右動揺等が再現

されている． 

振子車両の場合は，振子制御に起因すると考えられる曲線手前での曲線逆方向への低周波

の加速度（図 5-6○内）は再現されていないものの，円曲線中の加速度変動の傾向はよく一

致している． 

周波数応答関数については，非振子車両では 0.01，0.04[1/m]になだらかなピークを持ち，

ここから 0[1/m]（定常成分）へ向かって約 1.2 に収束する（なぜ 1.2 に収束するかは，５．

２．４項で考察する）．振子車両の場合は 0.03[1/m]付近にピークを持ち，これより低周波側

は 0 に向かって収束する．低周波側の振幅特性が小さくなるのは，車体傾斜制御のためであ

る．また，振子，非振子にかかわらず位相特性はほぼ０で一定であり，車両がほぼカント不

足量に沿って左右に運動していることがわかる． 
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図 5-7 左右動揺の周波数応答関数（周波数 0.04[1/m]以下） 

 

図 5-8 に実測波形と予測波形（図 5-5，図 5-6）のコヒーレンスを示す．非振子車両では両

者の相関は非常に高く，線形モデルで左右動揺をほぼ予測できているといえる．振子車両で

は非振子車両ほどの相関はなく，特に長波長域で相関が低下する．これは車体傾斜制御の影

響であるが，周波数帯を限定すれば，振子車両であっても曲線線形に起因する左右動揺を線

形モデルによって予測可能といえる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-8 予測波形と実測波形のコヒーレンス 
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５．２．３ 入出力データの違いによる同定結果の変化 

３．５．１項の PE 性で述べたように，システム同定の際には入力としてなるべく多くの

周波数を含む信号を用いるのが望ましい．一方，超過遠心加速度の周波数特性は円曲線長や

緩和曲線長によって変化する 5-4)ため，図 5-7 のシステム同定結果はデータ取得区間が変わる

と変化する可能性がある．ここでは図 5-2 の非振子車両を対象に，異なる区間の入出力デー

タを用いてシステム同定を行い，その結果の差異について考察する．表 5-1 に，対象とした

区間の走行速度と線形を示す．なお，図 5-2 の曲線を以下「基本曲線」という．  

 

表 5-1 対象曲線とその諸元 

 速度(km/h) 半径(m) カント(mm) カント不足(mm) 備考 

基本 60 250 84 37.0 図5-2 

曲線1 108 600 105 58.3 反向 

2 130 1200 65 53.3 反向 

3 110 
600 

2000 

105 

40 

64.4 

10.8 
反向 

4 60 250 84 37.0 単 

5 58 250 105 8.0 連続 

6 60 300 70 30.8 単 

7 80 400 105 29.4 単 

※連続・反向曲線で諸元が１つのものは，同一半径の曲線が連続している線形． 

 

図 5-9 に表 5-1 の８区間で同定した周波数応答関数を示す．また，基本曲線，曲線１，２

について，軌道変位を考慮した超過遠心加速度 )(ˆ ny のパワースペクトル密度を図 5-10 に示

す．これらの図から，以下のことが読み取れる． 

・ 周波数応答関数の振幅特性は，曲線５，７以外は大きな差が無い．これは，着目している

周波数（０～0.04[1/m]）が，車両のローリング固有振動数より低い帯域であるためと考え

られる．曲線毎になだらかなピークがあるが，ピークに対応する周波数は走行速度が変化

しても変わらないため，車両の固有振動数とは直接結びつかないものと判断した． 

・ 振幅特性のうち，0.005[1/m]以下の低い周波数域は，超過遠心加速度の定常成分（＝式(1.1)

による値∝カント不足量）によって定まる．カント不足量が小さい曲線５，７では振幅特

性が１以下，それ以外の曲線では１～1.3 の間にある．曲線５，７以外で定常成分に対す

る振幅特性が１～1.3 の間となる理由は次項で考察する． 

・ 位相特性は，いずれの曲線でも周波数にかかわらずほぼ０[rad]である．すなわち車両は，

カント不足量に沿って左右に運動している． 

・ 軌道変位を考慮した超過遠心加速度 )(ˆ ny は，特定の周波数（基本曲線では 0.025[1/m]付

近，曲線２では 0.02[1/m]付近）でパワーが減少する．入力のパワーが小さい帯域では周

波数応答関数の振幅特性も小さくなる．これは，この帯域では S/N 比が小さく，同定精

度が落ちるためと考えられる． 
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図 5-9-1 左右動揺の周波数応答関数（その１：速度 100km/h 以上（基本曲線のみ 60km/h）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-9-2 左右動揺の周波数応答関数（その２：走行速度 100km/h 以下） 
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図 5-10 超過遠心加速度 )(ˆ ny のパワースペクトル密度（基本曲線，曲線１，２） 

 

次に，表 5-1 の各区間の入出力データから同定したパラメータを用いて，曲線２および曲

線５の左右動揺を予測した結果を図 5-11，図 5-12 に示す． 

曲線２の場合，動揺を予測するにあたってポイントとなるのは，一つ目の曲線の途中

（14K700M 付近，図の○内）で全振幅 2.0m/s2 程度の大きな動揺が発生し，曲線内側（図で

は正側）向きの加速度が発生していること，および二つ目の曲線の出口側緩和曲線付近

（14K100M 付近，図の◎内）でやはり大きな動揺が発生していること等である． 

曲線２の入出力データによって同定したパラメータによる再現性が良いのは明らか（図

5-11４段目の青線）であるが，基本曲線あるいは曲線１によるパラメータを用いても，曲線

２における上記の特徴はよく再現されている．基本曲線，曲線１，２は反向曲線であり，単

曲線の場合と比較して，入出力データに多くの周波数成分を含んでいるためと考えられる． 

一方，曲線５や７によるパラメータでは再現性が低い．特に曲線５のパラメータによる予

測波形では，円曲線中の定常的な加速度がほとんど０であり，予測の目的を果たしていない．

これは，ここで用いた出力データでは曲線５を超過遠心加速度がほぼ０の状態（いわゆる均

衡速度）で走行しているため，加速度のうち，定常成分が正しく予測できないためである． 

図 5-12 の曲線５場合，ポイントとなるのは，円曲線中の加速度が０のまわりで変動してい

ること，一つ目の曲線の緩和曲線終端付近で，過渡的な応答が生じていること（73K570M 付

近の図の○内，および 73K280M 付近，図の◎内）である．後者についてはいずれのパラメ

ータでも再現されているが，前者については曲線５，７以外のパラメータではやや大きめ（図

では正側）の予測となっている．これも同定に用いた出力データに超過遠心加速度が含まれ

ているためと考えられる． 
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図 5-11 各区間で同定したパラメータを用いた曲線２の左右動揺予測結果 



 78

R=250

C=85

R=250

C=60

0

1

-1[g] 

左右動揺実測
曲線５

0

1

-1[m/s^2] 

左右動揺予測
基本→曲線５

0

1

-1[m/s^2] 

左右動揺予測
曲線１→５

0

1

-1[m/s^2] 

左右動揺予測
曲線２→５

0

1

-1[m/s^2] 

左右動揺予測
曲線３→５

0

1

-1[m/s^2] 

左右動揺予測
曲線４→５

0

1

-1[m/s^2] 

左右動揺再現
曲線５→５

0

1

-1[m/s^2] 

左右動揺予測
曲線６→５

0

1

-1[m/s^2] 

左右動揺予測
曲線７→５

平面線形データ

73K600M73K600M 73K500M 73K400M 73K300M
S

73K285M
73K200M 73K100M

 

 

図 5-12 各区間で同定したパラメータを用いた曲線５の左右動揺予測結果 
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以上のように，同定された車両の動特性（パラメータ）は，同定に用いる入出力データの

持つ周波数特性，および加速度データ取得時の走行速度（＝超過遠心加速度の大きさ）の影

響を受けることがわかる．よって，0.04[1/m]以下の低周波数域における，鉄道車両の左右動

特性を同定するためには，以下のような性質を持つ入出力データを用いることが望ましい． 

① なるべく多くの帯域の成分を持つこと．そのためには，複数の曲線を含んだ（ただし速度

は一定の）区間であることが望ましい． 

② 高速走行に対応した曲線線形評価のためには，なるべくカント不足が大きい状態で走行し

ていること． 

 なお，複数の区間から得られたパラメータのうち，どれを最適なものとして選択するかに

ついては，５．３．６項において詳細に考察する． 

 

５．２．４ パラメータに対する考察 

表 5-1 の８区間で得られたパラメータの組  kh について，その和  

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1
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N

k

kh を計算したものを

図 5-13 に示す．これは曲線半径，カントが一定の場合の式(5.2)による超過遠心加速度と車体

で測定される加速度との比を表すものとなる．すなわち式(5.2)で .ˆ consty   とした場合，  
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となる．すなわち  




1

0

N

k

kh は，車両が緩和曲線から円曲線に進入し，過渡応答が収束した状態

における，式(5.2)による超過遠心加速度と車体で測定される加速度との比を表すものとなる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-13 カント不足量とパラメータの和との関係 
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の作用によって左右のまくらばねの上下変位量が変化し，車体床面の傾斜角がカントよりも

緩くなることに対する補償と解釈されている（図 5-14）．車体傾斜係数には，これまで得ら

れた実測値を包絡する値として 1.25 が用いられている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-14 カント区間における車体床面の傾斜角 

 

図 5-13 に示すように，本システム同定から得られたパラメータの和  




1

0

N

k

kh も，ばらつき

はあるものの似た値となっている．これに加えて本システム同定結果に基づく予測モデルで

は，この円曲線中の定常的な加速度の割り増しのほかに，図 5-12 で示したような円曲線中の

加速度の変動や緩和曲線終点付近の過渡応答が表現できる． 

以上のことから，システム同定によって得られたパラメータは，従来から得られている経

験的な結果と比較して妥当なものであり，かつ前項までの考察から車両の実際の挙動により

即したものであることが確認された． 

 

床面平行遠心加速度 

超過遠心加速度 
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５．３ 車輪への強制変位に対する左右動特性の同定 

 本節では，ＪＲの在来線高速線区の軌道変位と特急型電車の左右動揺から部分空間法によ

る左右動特性の同定を行い，同定結果に対する考察を行う．なお，前節での検討結果から，

ここで対象とする周波数は 0.04～0.167[1/m]とする． 

５．３．１ 問題の設定 

 同定に用いたデータの諸元は以下のとおり． 

・ 軌道変位 ：ＪＲ在来線幹線の４区間．通り変位には 10m 弦正矢値を用いる． 

・ 車両 データ ：特急型交流電車 

・ 走行速度 ：約 110km/h 

・ サンプリング間隔：1m 

軌道変位，左右動揺加速度，速度のデータを図 5-15～図 5-18 に示す． 
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図 5-15 軌道変位と左右動揺（区間①） 
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図 5-17 軌道変位と左右動揺（区間③） 
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 同定区間の通り変位，水準変位，左右動揺のパワースペクトル密度を図 5-19～5-21 に示す．

なお，本節では同定する対象の周波数帯を 0.04～0.167[1/m]としたため，以下の周波数軸上

のグラフもこの帯域に限定して示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-19 対象区間の通り変位のパワースペクトル密度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-20 対象区間の水準変位のパワースペクトル密度 
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図 5-21 対象区間の左右動揺のパワースペクトル密度 

 

 ５．２節でも触れたが，システム同定において入力信号はなるべく多くの種類の周波数を

含む信号であることが望ましい．具体的には，入力信号は想定される雑音に対してパワーが

十分大きく，各周波数のパワーが均等であるか，少なくとも鉄道車両左右動特性の固有振動

モード数以上の卓越周波数を有する必要がある．理想的には，入力信号がパワーの大きい白

色雑音であることが望ましいが，軌道変位においてこのような条件は満たされことは少ない

ので，図 5-19 に示すパワースペクトル密度を参考に，最もパワースペクトル密度が大きく，

かつ多くの卓越周波数を持つものを入力信号とするのが望ましい． 
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５．３．２  入出力信号の相関 

 システム同定に先立って左右動揺と通り変位，水準変位との相関を確認するため，コヒー

レンス関数を求めた．結果を図 5-22，5-23 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-22 左右動揺と通り変位のコヒーレンス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-23 左右動揺と水準変位のコヒーレンス 
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 通り変位と左右動揺，水準変位と左右動揺との間は，高低変位と上下動揺との関係に比べ

ると単独では相関が低いことがわかる．図 5-22 から，左右動揺と通り変位のコヒーレンスは

着目する周波数帯域で 0.5 を越え，区間と帯域によっては 0.9 程度であることから，両者に

は弱い相関があるといえる．また図 5-23 から，左右動揺と水準変位については，区間と周波

数によるコヒーレンスのばらつきが大きく，特に 0.09[1/m]付近では，区間３を除いてほとん

ど０となる．一方，0.1[1/m]以上の帯域では通り変位よりも相関が高くなる場合もある． 

 総じていえば，左右動揺と通り変位には弱い相関があり，左右動揺と水準変位の相関は小

さい．よって，左右動揺と軌道変位との関係を線形モデルで表す場合，通り変位，水準変位

のいずれか片方のみを入力信号としたのでは精度の良いモデルは実現できず，２入力モデル

とする必要性が生じてくる． 

５．３．３  次数の選択 

 ３章に示した部分空間法によるシステム同定の手順は，次数 n が決められた場合のもので

ある．部分空間法において次数 n を定める具体的な指標は得られておらず，通常は式(3.56)

または(3.74)に基づき，ハンケル行列の特異値の大きさが急激に変化する次数を選択する 5-5)．

式(3.56)を再掲する． 

   211
2

1

2

1
21 0

0
VU
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V
UUH
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T



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
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














   (3.56) 

 ただし 1 は，H の特異値を対角に大きい順に n個並べたもの（対角成分以外は０） 

2 は，H の特異値のうち大きさがほぼ０のものを並べたもの（対角成分以

外は０） 

 しかし現実のデータでは，特異値の大きさがある次数 n を境に急激に変化するとは限らな

い．これはシステム同定に用いる入力の PE 次数が十分に大きくないことがあるためである．

よってここでは次数 n の選定に，伝達関数表現の場合と同じく FPE を用いた．各区間のデー

タを用いて部分空間法によるシステム同定を行った際の，次数と FPE との関係を図 5-24 に

示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-24 各区間のデータにおける次数と FPE の変化 
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 図 5-24 から，区間①，②については次数を８，区間③，④については次数を４とした．た

だし後述するように，区間③，④については次数を６とした方がデータの再現性は良く，ま

た他区間への移転性も良い．次数は定性的にはシステムの固有モード数の２倍であり，鉄道

車両の左右動揺については，少なくとも並進運動，ローリング，ヨーイングの３つの振動モ

ードがあることから，次数４では小さすぎることになる．よって，区間③，④では次数を６

とした場合の計算も合わせて行った． 

５．３．４  システム同定結果 

 区間①～区間④において，左右動特性を同定した周波数応答関数を図 5-25，5-26 に，同定

に用いた空間の左右動揺実測波形と予測（再現）波形を図 5-27～5-30 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-25 周波数応答関数（通り変位→左右動揺） 
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図 5-26 周波数応答関数（水準変位→左右動揺） 
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図 5-27 左右動揺の実測波形（黒）と再現波形（青）の比較（区間①） 
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図 5-28 左右動揺の実測波形（黒）と再現波形（青）の比較（区間②） 
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図 5-30 左右動揺の実測波形（黒）と再現波形（青）の比較（区間④） 

 

 図 5-25～図 5-30 から，以下のことが言える． 

 区間①による周波数応答関数と区間②による周波数応答関数は，双方とも卓越する周波数

や振幅特性，位相特性等が類似している．また図 5-26，5-27 から波形の再現性も高い．これ

らのことから，区間①，②から得られたシステムの動特性は，真の動特性に近いものである

と考えられる． 

 区間③は他の区間と比較して振幅特性，位相特性とも異なる結果となった．図 5-17 から，

区間③では 134k470m 付近以外は軌道変位が通り，水準ともほとんど０に近いため，振動が

十分に励起されず，精度の高い同定ができなかったと考えられる． 

 区間④については図 5-30 からわかるように，曲線の後半（○内：172k750m～850m）で波

形の再現性が低い．左右動揺加速度実測波形と図 5-18 の軌道変位とを比較すると，内軌側

（左）通り変位波形と左右動揺加速度との類似性が高いことから，軌間が左右動揺に影響を

及ぼしていることが考えられる．この点については５．３．７項で考察する． 

 次に，５．３．３項で述べた理由により，区間③，④の次数を６とした場合の周波数応答

関数を図 5-31，5-32 に示す．区間④については図 5-25，5-26 の場合と比較して，振幅特性

の大きさや卓越周波数，位相特性が区間①，②に近づいており，次数を変化することによっ

て真のシステムに近い同定結果になったものと考えられる．また両図から，通り変位に対す

る周波数応答関数と水準変位に対するものでは，位相特性がほぼπ[rad]だけずれている．２．

２．２の複合変位の項で述べたように，通り変位と水準変位が逆位相で連続すると走行安全

性が低下するが，ここで得られた左右動特性からも同様な結果が得られたことになる． 
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図 5-31 周波数応答関数（通り変位→左右動揺）区間③，④の次数変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-32 周波数応答関数（水準変位→左右動揺）区間③，④の次数変更 
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 ５．３．５ 左右動揺の予測 

 前節で同定した状態空間モデルの各パラメータ行列を用いて，同定に用いた区間以外の左

右動揺を予測した結果を図 5-33～図 5-36 に，予測波形と実測波形の相関（コヒーレンス）

を図 5-37～図 5-39 に示す． 
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図 5-33 左右動揺の実測波形と予測波形の比較（区間①） 
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図 5-34 左右動揺の実測波形と予測波形の比較（区間②） 

青 ②の同定結果による②の再現 

緑 ①の同定結果による②の予測 
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図 5-35 左右動揺の実測波形と予測波形の比較（区間③） 
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図 5-36 左右動揺の実測波形と予測波形の比較（区間④） 

青 ④の同定結果による④の再現 

緑 ①の同定結果による④の予測 

赤 ②の同定結果による④の予測 
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図 5-37 予測波形と実測波形の相関（区間①） 

区間②で同定したパラメータによる区間①の予測波形と実測波形の相関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-38 予測波形と実測波形の相関（区間②） 

区間①で同定したパラメータによる区間②の予測波形と実測波形の相関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-39 予測波形と実測波形の相関（区間③） 

区間①，②で同定したパラメータによる区間③の予測波形と実測波形の相関 

 

10–1
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

空間周波数[1/m]

コ
ヒ
ー

レ
ン

ス 区間①→区間③
区間②→区間③

10–1
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

空間周波数[1/m]

コ
ヒ
ー

レ
ン

ス

区間①→②

10–1
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

空間周波数[1/m]

コ
ヒ
ー

レ
ン

ス

区間②→①



 97

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-40 予測波形と実測波形の相関（区間④） 

区間①，②で同定したパラメータによる区間④の予測波形と実測波形の相関 

 

 区間①と区間②はお互いの再現性は良い．一方，区間③，④については，波形の類似性や

コヒーレンスから判断すると，区間②で同定したパラメータを用いる場合が，実測値に近い

結果が得られている．これらの結果および図 5-24 の FPE 等から，今回用いた４区間のデー

タの中では，区間②のデータによるモデルが最も予測誤差が小さいモデルであるといえる．

これは，PE 性の項で考察したとおり，区間②の軌道変位は様々な周波数成分を比較的均等に

含んでいるためと考えられる． 

 ５．３．６ パラメータの選択 

 入力信号の特性やパラメータの決定方法については前項までで個々に触れたが，ここで鉄

道車両の左右動特性のシステム同定におけるパラメータの選択方法についてまとめておく． 

 一般のシステム同定法においては，パラメータ推定には最小二乗法や部分空間法といった

理論が確立され，次数の決定には，前者は AIC や FPE の統計規範，後者は特異値の大きさの

変化点が参照される．これらは，入力信号の PE 次数が十分に大きい場合には有効な指標で

あるが，軌道変位のように入力信号の PE 次数が区間によって異なる場合は，FPE や特異値

の大きさだけでは最適なパラメータを決定できない．一方前項までの検討結果から，入力信

号の周波数特性や FPE の大きさと出力の予測精度との関係について，いくつかの知見が得ら

れている．これらを踏まえて，鉄道車両の左右動特性同定における最適なパラメータ決定は，

以下の手順で行うのがよいと考えられる． 

(1) 複数の区間でシステム同定を行い，相互に結果を確認する． 

 手順以前の問題であるが，左右系の場合は必ず複数の区間のデータを用いてシステム同定

を行う．その中から最適なモデルを選択するために，(2)以降の検討を行う． 

(2) 入力信号（軌道変位）のパワースペクトル密度の確認（図 5-19） 

 これまで述べたように，入力信号として望ましいのは PE 次数が高いことである．これは

式(3.83)で nRdet が０となる n の値を求めれば確認できる．しかし実際の入力信号には種々の

雑音が含まれるので，厳密に 0det nR となる n の値を求めることはできず，計算者の判断が

必要とされる．また，PE 次数が同じであれば，S/N 比が高い信号ほど，よい同定結果が得ら

れる．このような判断を視覚的に行うためには，入力信号のパワースペクトル密度を求め，
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パワーの大きさおよび周波数毎のばらつきを確認する． 

(3) 入力信号の自己相関係数の確認（図 5-41） 

 パワースペクトル密度と同義であるが，式(3.83)のより直接的な評価として，入力信号の自

己相関係数を求めておくのがよい．ずれ量０以外の範囲で自己相関係数の絶対値が小さいほ

ど，PE 次数が高くなる（これは(2)のパワースペクトル密度関数の凹凸の度合いと同義であ

る）．本節で用いた４区間の通り変位の自己相関係数を図 5-41 に示す．前項の考察で予測精

度が比較的高かった区間①，②では，特にずれ量６[m]付近での自己相関係数の絶対値が小さ

いことがわかる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-41 対象区間の通り変位の自己相関係数 

 

(4) 統計規範，特異値の大きさによる次数の決定 

 以上の準備のもとで，最も性質のよい区間のデータを用いてシステム同定を行う．この場

合，最適次数は AIC，FPE 等の統計規範，ないし部分空間法を用いる場合は特異値の大きさ

で定めるが，システム本来の持つ振動モードの数を考慮して，最適次数を選択する．鉄道車

両の場合，左右系として少なくとも３つの自由度があるので，次数は６以上とするのがよい． 

(5) ヴァリデーション 

 得られたパラメータによって他区間の出力を予測し，コヒーレンス関数を計算する．また

波形の類似性を確認し，予測誤差の大きさが軌道管理上問題無いレベルであるかどうかを確

認する． 

 これらの要素は互いに独立ではない．例えば図 5-24 で最も FPE が小さかった区間②は，

図 5-19 のようにパワーが比較的大きく周波数毎の凹凸が少なく，かつ図 5-41 で自己相関係

数も小さい．このためここで用いた４区間の中では，区間②におけるデータを用い，FPE に

よって最適次数を定める（ただし６次以上）のがよい．しかし限られたデータしか得られな

い状況では，ある指標で最適と評価されたパラメータが，別の指標でも最適と評価されると
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は限らない．よって，鉄道車両の左右動特性の同定にあたっては，上記の項目を総合的に判

断してパラメータを選択するとともに，常にモデルの改良を心がけることが重要である． 

 一般に行われるシステム同定のための同定実験では，インパルス加振やランダム加振によ

ってホワイトノイズに近い入力信号を発生させ，着目する全周波数域の特性を同定する 5-6)．

しかし鉄道軌道の場合，特に営業線上でデータを取得する場合は，入力信号としてホワイト

ノイズやインパルス信号を用いることは困難で，むしろレール長から定まる特定の周波数の

みを含む信号しか得られない場合が多い．開業前の上越新幹線で，高速走行時の車両の挙動

と軌道変位管理値検討のために正弦波形状の軌道変位設定試験が行われたことがある 5-7, 5-8)．

しかし PE 性の観点からは，ある特定の周波数のみの軌道変位を含む区間よりも，広い周波

数域の成分の軌道変位を均等に含む区間の方が車両動特性の同定のためには望ましい．この

ためには，軌道変位のスペクトルを参考に，営業線上で得られるデータから最も適した区間

を選定する必要がある．その際には，本項の方法が参考になるものと考えている． 

 ５．３．７ ３入力モデルへの拡張 

 図 5-30 に示したように，今回用いたデータの中では区間④の曲線後半のデータ再現性が低

い．この区間の左右動揺加速度実測波形と軌道変位波形（図 5-18）とを比較すると，内軌側

（左）通り変位波形と左右動揺加速度との類似性が高いことから，軌間が左右動揺に影響を

及ぼしていることが考えられる．ここでは，区間④について，軌間変位も含めた３入力モデ

ルを設定し，２入力モデルとの比較を行う． 

 図 5-42 に，区間④における２入力モデルと３入力モデルの FPE を示す． 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-42 ２入力モデルと３入力モデルでの FPE の比較 

 

 ２入力モデルで最も真のシステムに近い結果が同定されたと判断された区間②では，２入

力と３入力で FPE の大きさにほとんど差は無い．最適次数の８次モデルでは，２入力モデル

の方が，パラメータ数が少ないため FPE が小さくなっている．一方，軌間変位の影響を受け

ていると考えられる区間④では，４次モデルでの FPE はほとんど変化しないものの，６次モ

デルでは FPE が若干下がっている． 

 次に，区間④３入力モデルで同定したパラメータを用いて，区間①の左右動揺を予測した

波形を図 5-43 に，区間④の左右動揺を再現した波形を図 5-44 に，図 5-43 のコヒーレンスを

図 5-45 に示す．区間④については，２入力モデルで再現性が良くなかった 172k800m 付近に

ついて，３入力モデルでも改善はみられなかった．また区間①については，区間④の３入力
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モデルによるパラメータによる予測結果と，区間②の２入力モデルによる予測結果では，後

者の方が予測波形と実測波形の相関が高かった．以上のことから，区間④の同定結果からは

軌間変位を入力信号とした場合のモデルの改善効果は見られなかった． 

 これらの検討結果から，周波数 0.04～0.167[1/m]の曲線中の左右動揺は，通り変位と水準

変位を入力とするモデルによって予測可能であり，軌間変位が左右動揺に及ぼす影響は小さ

いといえる． 

 なお区間④については，図 5-18 に示したように内軌側（左）と外軌側（右）の通り変位の

差が大きい．曲線区間でマルタイを用いて軌道保守を行うと，外軌側の通り変位のみが整正

されることから，この区間については軌道変位検測と列車動揺測定との間に軌道保守が行わ

れた可能性があり，これが同定精度の低下につながったとも考えられる． 
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図 5-43 左右動揺の実測波形と予測波形の比較（区間①） 

黒 ①の同定結果による①の再現（図 5-33 の再掲） 

青 ④３入力の同定結果による①の予測 

緑 ②の同定結果による①の予測（図 5-33 の再掲） 
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図 5-44 左右動揺の実測波形と予測波形の比較（区間④） 

               黒 ④２入力の同定結果による④の予測（図 5-36 の再掲） 

 青 ④３入力の同定結果による④の予測  

            赤 ②の同定結果による④の予測（図 5-36 の再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-45 予測波形と実測波形の相関（区間①） 

区間④３入力モデルで同定したパラメータによる区間①の予測波形と実測波形の相関 
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 ５．４ 本章のまとめ 

 本章の実施内容をまとめると以下のとおりとなる． 

(1) FIR モデルを用いて，周波数 0.04[1/m]以下の低周波域における，車体重心に作用する実

超過遠心加速度を入力とする車両左右動揺動特性を同定し，予測モデルを構築した．こ

のモデルを８曲線の入出力データに適用したところ，入出力データの周波数特性や曲線

通過速度によって同定結果が変わることがわかった．このため，同定にあたっては，入

出力データのもつ周波数特性に注意するとともに，なるべくカント不足量が大きい条件

で走行したデータを用いる必要がある．  

(2) 上記 FIR モデルの係数の和は，従来から用いられている車体傾斜係数とほぼ一致するこ

とから，得られたパラメータは物理的にも妥当なものである． 

(3) 部分空間法を用いて，周波数 0.04～0.167[1/m]の帯域における，通り変位，水準変位から

車輪に作用する強制変位を入力とする場合の，曲線走行時の車両左右動特性を同定した．

その結果，６～８次程度の状態空間表現で，左右動特性を表現できることを示した．ま

たこのことから，急曲線走行時には，車両の左右動揺と軌道変位との間には線形性があ

ることを確認した． 

(4) (3)のモデルにおいて，入力信号に軌間変位を用いた３入力モデルでのシステム同定を行

ったが，２入力モデルの場合と比較して改善は見られなかった．このことから，110km/h

程度の速度で走行する場合，0.04～0.167[1/m]の帯域における左右動揺への軌間の影響は

小さいと判断できる． 

(5) (1)，(3)の場合ともシステム同定にあたっては，入力信号のパワースペクトル密度や自己

相関関数を確認し，PE 次数が高いものを選択するとともに，車両の持つ振動モードを考

慮した上で，FPE や AIC などの統計的規範によって次数を定めるのが，精度の高いシス

テム同定のためには必要である． 
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６． 鉄道車両の輪重変動特性の同定と輪重の予測 

 

６．１ 輪重変動と軌道変位 

６．１．１ 輪重変動の要因 

車輪とレール間に作用するレール垂直方向の力を輪重，レール横方向に作用する力を横圧

と呼ぶ．脱線に対する走行安全性を評価する指標として脱線係数があるが，これは横圧／輪

重で表され，大きいほど脱線に対する走行安全性が低下する．すなわち，横圧が大きく，輪

重が小さいほど安全性は低下する．また，脱線係数が同程度の場合，輪重減少率（静止時の

輪重に対する輪重減少量の百分率）が大きいほど脱線の危険性が高くなることから，走行安

全性に対する評価指標として輪重減少率が併用されている 6-1)．  

このように，輪重・横圧は車両の走行安全性に直結する物理量であることから，その予測

は走行安全性に対する軌道状態の評価のために重要である．本研究では，本章で軌道変位に

よる輪重の予測モデル，次章で軌道変位による横圧の予測モデルについて検討する． 

輪重変動に影響を及ぼす要因として，以下の事項が挙げられる． 

(1) 曲線通過（カント，超過遠心加速度）に伴う輪重変動  

 カントがある曲線中では車体が傾斜するため，静止ないし低速走行時には曲線内軌側の輪

重が増加し，外軌側が減少する．また，均衡速度より高い速度で走行する場合は超過遠心加

速度によって車体が曲線外向きの力を受けるため，外軌側の輪重が増加し，内軌側が減少す

る 6-2)． 

(2) 車体の３点支持による輪重変動  

 緩和曲線では，カントの変化によって台車，車体が３点支持の状態となる．このような状

態では輪重が増加する車輪と減少する車輪が生じる．直線，あるいは円曲線中であっても，

地点間の水準変位の差（平面性変位：図 1-5）がある場合は同じく３点支持による輪重変動

が生じる．３点支持による輪重変動は，低速走行時で車両の動的挙動が無視できる場合には，

車両に作用する力の静的な釣り合いから予測できることがわかっている 6-2)．しかし，高速走

行時で車体のローリングと連成する場合については，平面性変位と輪重変動との関係は明ら

かにされていない． 

(3)  車体ローリングによる輪重変動  

 車体のローリングによって重心が左右に移動すると，これに伴って輪重が変動する．車体

のローリングは水準変位や通り変位によって発生する．また，５．２節で述べた，車体に作

用する遠心力の変動によってもローリングは発生する．在来線高速線区で多く用いられてい

る振子車両では，車体のロール角制御を行う関係から，ローリングに対する減衰性能が小さ

く，一旦ローリングが発生するとこれが減衰せずに持続する傾向が強い． 

軌道変位以外に，車体蛇行動に伴うローリングよっても輪重変動が生じる．５章で述べた

とおり，蛇行動は不安定な振動現象であるので，これを，軌道変位を入力とする線形予測モ

デルで表すことは困難である． 

(4)  高低変位による輪重変動  

 ４章で述べたように，高低変位によって車体は上下に振動し，これによる慣性力はまくら

ばね，軸ばねを通じて輪重を変動させる．車体の上下動揺の場合と異なり，レールから伝わ
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る強制変位と車体・台車から伝わる慣性力の相互作用を受けるので，輪重変動は車体の上下

動揺よりも複雑な挙動を示す．  

(5)  空気ばねの吸排気  

 近年の車両の多くは，まくらばね（台車車体間のばね）に空気ばねを使用している．空気

ばねは台車車体間に適度な弾性を与えることによって，レールから台車に伝わる振動を低減

する機能を持つ．また，台車左右の空気ばねの内圧が変化した場合や，高さの差がある一定

以上になった場合に，吸排気によって内圧差や車体の左右高さの差を制御し，カント中にお

ける車体の過度の傾斜や，乗降時の車体床面高さの変化を一定以内にしている．内圧差や左

右高さの差に過度に反応すると車体が自励的なローリングを起こし，逆に感度が鈍い場合に

は所定の機能を発揮できないので，空気ばねの制御方式は，現在でも鉄道車両の研究課題の

一つである 6-3)． 

 空気ばねに吸排気を行うと，台車車体間の上下方向の力が左右で不均一となることから，

輪重に変動が生じる． 

 以上，鉄道車両の輪重変動に影響する要因を周波数毎にまとめると表 6-1 のとおりとなる． 

 

表 6-1 鉄道車両の輪重変動に影響する要因  

 周波数の低い輪重変動  周波数の高い輪重変動  

軌  
道  

曲線半径  
カント  
緩和曲線長（カント逓減倍率）  

通り変位  
水準変位  
平面性変位（水準変位の１階差分）  

車  
両  

車体重心高さ  
列車速度  
空気ばねの制御  

軸距，軸ばね定数  
台車中心間距離，まくらばね定数  

 

 輪重変動に関するこれらの要因のうち，軌道変位に起因するものは，平面性変位による台

車，車体の３点支持，水準変位，通り変位によるローリング，および高低変位による上下方

向の慣性力である．在来線振子車両で測定した，これら３種類の軌道変位と輪重変動とのコ

ヒーレンスの例を図 6-1 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1  軌道変位と輪重変動のコヒーレンスの例（直線，105km/h 走行時） 
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 周波数 0.05[1/m]以上で水準変位と輪重変動との相関が高いのは，平面性変位（水準の１階

差分）による輪重変動と考えられる．また，0.04～0.05[1/m]で高低変位と輪重変動の相関が

高いのは，車体の上下動揺による輪重変動である（これらは，次節以降で詳細に考察する）．

このように相関が高い周波数帯域がある一方で，0.02～0.03[1/m]のようにいずれの軌道変位

とも輪重変動に相関が低い帯域もあり，同じ上下系でありながら，４章に述べた車体の上下

動揺とは異なる振動特性を持つことがわかる．  

 鉄道事業者は，軌道変位と同時に列車動揺を定期的に測定している．列車動揺の測定デー

タには軌道変位と相関が低い蛇行動による成分が含まれることから，列車動揺を入力とする

輪重変動モデルを構築できれば，直線区間を含む輪重変動モデルが構築できると考えられる．

図 6-1 と同じ区間における左右，上下動揺と輪重変動とのコヒーレンスを図 6-2 に示す．図

6-1 との対応から，0.04～0.05[1/m]の輪重変動は上下動揺によるものであることが理解でき

る．一方，他の周波数帯域では左右動揺と輪重変動との相関は水準変位や通り変位との相関

よりも高く，車体の左右動揺ないしローリング，ヨーイングによる車体重心の左右偏倚は輪

重変動に直接現れていることが理解できる．  

以上の結果から，本章では軌道変位および列車動揺による輪重変動予測モデルを検討する．

６．２節では水準，通り，高低３種類の軌道変位による輪重変動予測モデルを検討する．６．

３節では上下・左右加速度を入力とする輪重変動予測モデルの検討をする．後者は，前述の

とおり，軌道変位との相関が低い帯域も含む輪重変動を通常の軌道管理業務で得られるデー

タから精度良く予測し，軌道状態を合理的に評価することを目的として行うものである．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-2  車両動揺と輪重変動のコヒーレンス（直線，105km/h 走行時） 

 

６．１．２ 平面性変位の取り扱い 

 前項で，平面性変位と輪重変動の相関が高いことを述べたが，ここでは水準変位を予測モ

デルへの入力とする．これは以下の理由による． 

 平面性変位は水準変位の一階差分である．よって，周波数 f [1/m]の水準変位に対する l [m]

間平面性変位の応答関数は以下のようになる．  
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 すなわち，水準変位と平面性変位は線形系で表され，水準変位に対し平面性変位は振幅が  

flsin2 倍となり，位相が
2

 fl  [rad]だけ遅れる．在来線の台車間距離相当の 14m 間平面性

変位，および軸距相当の 2m 平面性変位について式(6.1)を図化したものを図 6-3 に示す．  

 このように，水準変位と任意の間隔における平面性変位との関係が線形系で表されること

から，水準変位を入力，輪重を出力とする線形モデルを用いれば，平面性変位の影響はモデ

ルの中に取り入れられることになる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-3 水準変位から平面性変位への伝達関数  

 

６．２ 軌道変位による輪重変動の予測 

６．２．１ 問題の設定 

 本節では，軌道変位による輪重変動予測モデルについて検討する．具体的には，６．１節

での考察をもとに，水準変位，通り変位，高低変位と輪重変動の相関を確認した上で，部分

空間法を用いて輪重変動特性を同定する 6-4)．  

 検討に用いた条件は以下のとおりである．  

・ 入力信号：水準変位，10m 弦正矢通り（左レール），10m 弦正矢高低（左レール）  

・ 出力信号：左車輪輪重  

・ 対象周波数帯域：0.01～0.167[1/m] （波長 6m～100m）  

・ 車両形式：在来線特急型直流電車  
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・ 走行速度：105km/h ないし 70km/h 

・ サンプリング間隔：1m 

 同定に用いた軌道変位と輪重実測波形を図 6-4 に示す．このうち区間４は，直線区間で同

定したモデルの，曲線区間への適用可能性の確認に用いた．  
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（１） 区間１（速度 105km/h）  
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（２） 区間２（速度 105km/h）  

図 6-4 対象とした区間の軌道変位と輪重（その１）  
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（３） 区間３（直線：速度 70km/h）  
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（４） 区間４（曲線：速度 105km/h）  

図 6-4 対象とした区間の軌道変位と輪重（その２）  
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６．２．２ １入力モデルによる同定結果と考察 

 本節では１入力の FIR モデルによって，個々の軌道変位と輪重との関係を考察した．  

 (1) 水準変位  

 水準変位を入力とした場合の，輪重変動の周波数応答関数同定結果を図 6-5 に示す．同図

より，図 6-1 でコヒーレンスが高かった 0.06[1/m] 以上の帯域では，位相特性は図 6-3 に示

したような線形位相となっており，この帯域の輪重変動は平面性変位によるものであること

がうかがえる．ただし，区間１と区間２，３では位相特性が若干異なっている．また，105km/h

走行時の振幅特性では 0.02[1/m]（波長 50m）付近になだらかなピークが見られる．このピー

クは，速度 70km/h の場合には 0.03[1/m]付近に移動する．この周波数は，時間周波数に換算

すると約 0.6Hz となり，一般の鉄道車両によく見られる下心ロールの固有振動数とほぼ一致

する．すなわちこの帯域では車両のローリングによって輪重変動が生じている．いずれの区

間における同定結果でも，振幅・位相特性とも 0.04[1/m]付近で変動の傾向が変化することか

ら，この周波数を境に，高い側では３点支持による輪重変動が，低い側では下心ロールによ

る輪重変動が生じているものと考えられる  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-5 水準変位から輪重変動の周波数応答関数  
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 次に，平面性変位による輪重変動について理解を深めるために，2m 間平面性変位を入力

とした場合の周波数応答関数を図 6-6 に示す．３区間とも振幅特性はほぼ一定で，0.9～1.2

である．また，区間１以外は位相特性の周波数による変動は小さい．よって，輪軸は 2m 間

平面性変位に追随しながら位相差無く運動し，これに伴って輪重が変動しているものと考え

られる．また，この特性は速度による違いは小さい．なお，当該車両の上下軸ばね定数は

1.15kN/mm であり，図 6-6 の 0.06[1/m]以上の周波数における振幅特性とほぼ一致する．  

区間１で位相差が生じる原因として，区間１内において車輪が滑走等を起こし，区間の途

中で軌道変位と輪重の測定データに位置ずれが生じたこと等が考えられる．位相差は周波数

0.1[1/m]でπ／２[rad]程度であり，これは距離に換算すると 2.5m であるので，わずかなデー

タの位置ずれが同定結果に影響することはあり得る現象である．  

 なお，0.05[1/m]以下の低周波域は，車体のローリング等の，平面性変位以外の要因による

輪重変動が卓越する帯域であり，振幅特性にばらつきがあるのは計算上の誤差と考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-6 2m 平面性から輪重への周波数応答関数  

 

10–1

10
0

輪
重

[ｋ
N

/m
m

]

区間１（105km/h）
区間２（105km/h）
区間３（70km/h）

10–2 10–1
–3.14

–1.57

0

1.57

3.14

空間周波数[1/m]

位
相

[r
ad

]



 111

 (2) 通り変位  

 通り変位（10m 弦正矢）を入力とした場合の，輪重変動の周波数応答関数を図 6-7 に示す．

同図からも水準変位の場合と同様，105km/h 走行時の 0.02[1/m]付近の下心ロール固有振動数

が見てとれる．この固有振動数は速度が 70km/h の場合は 0.03[1/m]付近に移動するのも水準

変位の場合と同様である．図 6-5 と比較すると，この下心ロール固有振動数付近の位相特性

が約π[rad]ずれている．これは，現行の複合変位が「通り変位と水準変位が逆位相で連続し

ている」場合に適用すべきことを裏付けるものである．  

 速度が異なる場合，特に区間１と区間３の周波数応答関数を比較すると，通り変位に対す

る輪重変動は，周波数に対する変化の傾向はほぼ等しいが，振幅特性が全体に小さくなって

いる．本章の冒頭で，蛇行動によるローリングが輪重変動の要因の一つである，と述べたが，

図 6-7 の結果からも，通り変位による下心ロールは，速度と共に不安定さが増していく本質

的に自励的な振動であることがうかがえる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-7 通り変位から輪重への周波数応答関数  
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 (3) 高低変位  

 高低変位（10m 弦正矢）を入力とした場合の，110km/h 走行時の輪重変動の周波数応答関

数を図 6-8 に示す．105km/h 走行時の周波数応答関数は 0.04～0.05[1/m]付近になだらかなピ

ークを持つ．このピークは速度が 70km/h の場合は 0.05～0.06[1/m]付近に移動する．このピ

ークは時間周波数に換算すると約 0.8Hz となり，４章で紹介した車両の上下１次固有振動数

と関連があると想定される．これに関する理解を深めるために，高低変位から輪重への周波

数応答関数と，上下動揺の周波数応答関数とを重ねたものを速度別に図 6-9，6-10 に示す．

105km/h，70km/h のいずれも輪重の周波数応答関数は，上下動揺の一次固有振動数よりもや

や低い周波数にピークを持つことがわかる．このことから，高低変位による輪重変動は，高

低変位による輪軸の上下強制変位だけではなく，車体・台車の振動に伴って輪軸が台車から

受ける上下方向の慣性力が連成して生じていることがわかる．  

 なお，上記以外の周波数では区間や速度によって周波数応答関数同定結果のばらつきが大

きいが，これらは高低変位と輪重変動との相関が低い帯域であり，振幅特性のばらつきは計

算上の誤差と考えられる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-8 高低変位から輪重への周波数応答関数  
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図 6-9 高低変位に対する輪重と上下動揺の周波数応答関数（105km/h）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-10 高低変位に対する輪重と上下動揺の周波数応答関数（70km/h）  
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６．２．３ ３入力モデルによる同定結果と考察 

 本稿では，部分空間法を用いて，水準変位，通り変位，高低変位の３つの信号を入力とし

た場合の輪重変動予測モデルについて検討する．  

 部分空間法による，３入力１出力モデルのシステム同定結果を図 6-11～図 6-13 に示す．

１入力モデルによる同定結果と比較して，以下のような特徴が見られる．  

・ 通り変位については，コヒーレンスが高い周波数（0.016[1/m]）が強調された形となって

いる．  

・ 水準，高低変位については，１入力による同定結果で得られた結果と，物理的に異なる

同定結果となった．特に，水準変位における 0.02～0.03[1/m]付近のピーク，高低変位に

おける 0.04～0.06[1/m]のピークが，異なる周波数に現れている．  

 後者の理由は，水準変位と高低変位は互いに相関があるため（水準変位は，高低変位の左

右レール差である），システム同定の過程で必要となる逆行列計算（ARX モデルの場合は式

(3.31)）において，行列式が０に近くなる現象が生じているためと考えられる．すなわち，入

力信号間の相関が高い場合，重回帰分析における多重共線性と同様な現象が生じていると考

えられ，同定結果の解釈にあたって注意が必要である．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-11 ３入力モデルによる周波数応答関数（水準変位→輪重）  
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図 6-12 ３入力モデルによる周波数応答関数（通り変位→輪重）  
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図 6-13 ３入力モデルによる周波数応答関数（高低変位→輪重）  

 

 次に，区間１および区間２で同定したパラメータを用いて予測した，区間４の輪重変動を

実測値と合わせて図 6-14 に示す．直線区間で同定したパラメータを用いたにも関わらず，曲

線中の輪重変動をよく表していることがわかる．図 6-15 に実測値と予測値のコヒーレンスを

示す．(1)は，緩和曲線を含む曲線全体におけるコヒーレンスで，(2)は円曲線中のみのコヒー

レンスである．曲線全体のコヒーレンスでは，0.07[1/m]付近でコヒーレンスが急激に低下し

ているが，これは図 6-3 に示した，水準から 14m 間平面性変位への伝達関数の振幅特性が０

となる周波数であり，予測モデルの移転性の問題ではない．緩和曲線中では，輪重変動に台

車間平面性変位による成分の割合が大きくなるが，台車間平面性変位には幾何学的に

0.07[1/m]付近の成分が含まれないため，輪重変動でもこの周波数成分の割合は小さくなる．

よって 0.07[1/m]付近における水準変位と輪重変動とのコヒーレンスは小さくなる．  

 円曲線中では実測値と予測値の相関は高く，特に区間１のデータで同定したパラメータを

用いた場合は，図 6-1 では軌道変位と輪重との相関が低かった 0.03[1/m]付近を含むほとんど

の帯域で，コヒーレンスが 0.8 を上回った．これは，円曲線中では車輪が外軌レールに沿っ

て運動するため，蛇行動に伴うローリングが発生しにくいためと考えられる．  
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 以上のことから，３入力モデルによって，直線区間で取得されたデータを用いて同定した

パラメータは曲線への移転性があり，当該車両の輪重変動特性を適切に表していることが確

認された．  
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図 6-14 ３入力モデルを用いた輪重の予測（区間４）  
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(1) 曲線全体  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 円曲線  

図 6-15 輪重予測波形と実測波形のコヒーレンス  

 

10–2 10–1
0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

空間周波数[1/m]

コ
ヒ

ー
レ

ン
ス

区間１→区間４
区間２→区間４

10–2 10–1
0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

空間周波数[1/m]

コ
ヒ

ー
レ

ン
ス

区間１→区間４
区間２→区間４



 119

 ６．３ 動揺による輪重の予測  

 多くの鉄道事業者は，軌道変位検測と合わせて営業車両による列車動揺測定を行っている．

これは軌道変位検測の補完とともに，列車動揺を直接測定し，乗り心地管理に利用するため

である．列車動揺測定データには，軌道変位との相関が低い蛇行動によるローリング成分が

含まれるため，軌道変位を入力とする場合と比較して，より精度の高い輪重変動予測が可能

と考えられる．また，中小民鉄には軌道検測車を所有しない事業者が多く，これらの事業者

では軌道状態の評価には簡易な動揺測定器に依っている．よって，列車動揺データから簡易

な方法で走行安全性を評価できれば，これら中小事業者の保安上好都合である． 

 上下・左右動揺の限度値は，文献 2-13)で求められた輪重と加速度の関係から，上下方向

0.45g，左右方向 0.35g（いずれも全振幅）と定められている．しかし文献 2-13)で用いている

車両の振動モデルは２次元モデルであるため，ローリングの影響をモデルの中に取り入れて

いないなど，輪重と加速度の関係の導出にあたってかなり大胆な仮定を用いており，両者の

実際の関係を正しく表現しているとは言い難い． 

 本章の冒頭で述べたように，輪重変動は走行安全性に直結する項目であり，かつ図 6-2 で

示したように，帯域を限定すれば車両動揺と輪重変動の相関は高い． 

 以上の背景から，ここでは左右動揺，上下動揺を入力とする輪重変動予測モデルを検討し，

上下動揺，左右動揺の限度値について検討する． 

６．３．１ 問題の設定 

 ここでは，以下の条件で上下・左右動揺を入力とする輪重変動のシステム同定を行う．  

・ 入力信号：上下動揺，左右動揺  

・ 出力信号：左車輪輪重  

・ 対象周波数帯域：0.01～0.167[1/m] （波長 6m～100m）  

・ 車両形式：在来線特急型直流電車（６．２節と同形式）  

・ 走行速度：105km/h ないし 80km/h 

・ サンプリング間隔：1m 

同定のためのデータとして，図 6-4 の区間１の上下・左右動揺，輪重を用いた．また検証

用として，区間２，区間４および速度が異なる曲線区間（区間５と呼ぶ）のデータを用いた．

パラメータ同定には部分空間同定法を用いた．  

６．３．２ システム同定結果と輪重変動予測波形 

周波数応答関数の同定結果を図 6-16 に，各区間の列車動揺，輪重変動実測値と予測値とを

図 6-17 に，実測波形と予測波形のコヒーレンスを図 6-18 に示す．これらの図に示すように，

上下，左右動揺から輪重変動を精度良く予測できること，直線（区間１）で同定したパラメ

ータを用いて，曲線（区間４）や，曲線でかつ速度が異なる区間（区間５）の輪重変動も予

測可能であることがわかる．軌道変位を入力とした場合（図 6-18）と比較すると，広い周波

数域でコヒーレンスが大きく，より精度が高い輪重変動予測が可能であるといえる．  

速度が異なる場合でも予測可能であるのは，例えば図 6-9，図 6-10 に示したように，主と

して時間周波数に起因する上下動揺，輪重変動の固有モードは，速度の変化に伴って双方と

も空間周波数軸上で同じように移動するためと考えられる．  

なお区間５で，周波数 0.07[1/m]，0.14[1/m]付近でコヒーレンスが低下するのは，図 6-3 に



 120

示したように，これらの帯域で台車間平面性変位が０となり，これに起因する輪重変動が実

際には生じないためである．   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-16 上下，左右動揺から輪重変動への周波数応答関数  

 

100

101

輪
重

[ｋ
N

/m
/s

2 ]

左右動揺→輪重
上下動揺→輪重

10–2 10–1
–3.14

–1.57

0

1.57

3.14

空間周波数[1/m]

位
相

[r
ad

]



 121

0

10

-10[KN] 

輪重変動分実測

0

10

-10[KN] 

輪重変動予測
区間１→区間２

0

1

-1[m/s^2] 

車体左右動前

0

1

-1[m/s^2]

車体上下動前

103K103K600M103K400M103K200M103K 103K

 

（１）区間２の予測  
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（２） 区間４の予測  

図 6-17 上下・左右動揺から輪重変動の予測（その１）  



 122

0

10

-10[KN] 

輪重変動分実測

0

10

-10[KN] 

輪重変動予測
区間１→区間５

0

1

-1[m/s^2] 

車体左右動前

0

1

-1[m/s^2] 

車体上下動前

0

50

100

[mm] 

水準

0

10

20

[mm] 

10m弦通り左

0

100

[Km/h]

速度

78K600M78K600M 78K700M 78K800M 78K900M W79K
W

W79K
79K
W

W79K007M

79K100M 79K200M 79K300M 79K

 

（３） 区間５の予測  

図 6-17 上下・左右動揺から輪重変動の予測（その２）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-18 輪重変動予測波形と実測波形のコヒーレンス  
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６．３．３ 輪重変動の簡易推定方法 

 前項で示したように，上下・左右動揺を入力として，輪重変動を予測できることを示した．

本節の冒頭に述べたように，中小の鉄道事業者では簡易な装置で列車動揺を測定しているが，

簡易な列車動揺測定装置では測定データに各種信号処理を施すことは困難であり，ほとんど

の事業者は，測定された著大値のみを軌道状態の評価指標としている．よって本項では，信

号処理を必要としない簡易な輪重変動の推定法を試みる．  

 ここで，図 6-16 に示した動揺→輪重変動の周波数応答関数には，以下のような特徴がある． 

・ 位相特性は，特に周波数が低くなるとほとんど０[rad]である．  

・ 左右動揺に対する輪重変動の振幅特性は，0.04～0.05[1/m]付近以外では，15～20[kN/m/s2]

となっている．なお，図 6-2 から，0.04～0.05[1/m]付近は左右動揺と輪重変動の相関は低

い．  

・ 上下動揺と輪重変動の相関が高い 0.04～0.05[1/m]付近では，上下動揺に対する輪重変動

の振幅特性は約４[kN/m/s2]である．  

これらの結果をもとに，左右動揺の振幅を 19 倍，上下動揺の振幅を 4 倍してこれらの算術

和を求め，輪重実測値と比較した．結果を図 6-19 に示す．細かい変動を把握することはでき

ないが，輪重変動のおおまかな傾向はこのような簡易な方法でも予測できることがわかる．

特に，区間３，区間５のように，曲線あるいは速度が異なる場合でも，実測波形と予測波形

の傾向は似通っていることがわかる．  
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（１） 区間２の予測  

図 6-19-1 上下・左右動揺の算術和による輪重変動の推定（その１）  
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（２） 区間４の推定  
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（３） 区間５の推定  

図 6-19-2 上下・左右動揺の算術和による輪重変動の推定（その２）  

 

 各地点の輪重変動実測値と“19×左右動揺＋４×上下動揺”（以下「推定値」という）との

比較を図 6-20 に示す（推定値は波形を予測したものではないため，コヒーレンスではなく，

点データの相関を示す）．  
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（１） 区間２  
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（３） 区間５  

図 6-20 輪重変動の実測値と推定値との相関  
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 図 6-20 に示すいずれの区間においても実測値と推定値との相関は高く，上下動揺，左右動

揺の算術和によっても，ある程度の精度では輪重変動を推定可能であることがわかる．  

 

 輪重変動（減少）は，静的輪重の 80%が走行安全上の目安とされている 6-1)．同定に用いた

車両の静止輪重は 50kN であるため，輪重減少が 40kN（輪重減少率 80%）の場合と 30kN（同

605）の場合で，上下動揺と左右動揺の限度値を算出した．結果を図 6-21 に示す．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-21 輪重減少限度値と上下動揺，左右動揺の組み合わせ  

 

 図 6-21 から，上下動揺と連成しない場合，左右動揺の限度値は 1.6m/s2 ないし 2.1m/s2 とな

る．旧国鉄の動揺管理値を表 1-2 に示したが，推定誤差等を考慮すると，マヤ車または高性

能車両の 0.13g（≒1.3 m/s2）はやや余裕がある値，一般車両の 0.20g（≒2.0 m/s2）はほぼ限

度値となり，旧国鉄の管理値は，近年の車両においても概ね妥当なものとなる．  

 なお，上下動揺，左右動揺の算術和に用いた係数 4, 19 は，本来ここで用いた車両形式に

のみ当てはまるものである．ＪＲで用いられている特急用気動車について，同様の試算を行

ったところ，係数は同じく 4, 19 となった．特急用気動車における輪重変動推定結果の例を

図 6-22 に示す．  

 上記で用いた直流電車と本気動車は両形式とも振子車両であり，一般の車両と比較して重

心が低くなるよう設計されている．算術和に用いる係数は，まくらばね剛性や車両重心高さ

によって異なると考えられるため，合理的な動揺管理のためには自社線区の代表的な車両で

動揺と合わせて一度は輪重を測定し，これらの係数を求めておくのがよい．その際にここで

紹介した手法が参考になるものと考えている．  
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図 6-22 上下・左右動揺の算術和による輪重変動の推定（特急用気動車）  

 

 ６．４ 本章のまとめ 

(1) 105km/h 直線走行時の在来線車両で測定した輪重変動と軌道変位とのコヒーレンスを求

めた．その結果，0.06[1/m]より高い帯域では平面性変位と輪重との相関が高く，0.02[1/m]

以下の周波数では通り変位と弱い相関があった．また 0.04～0.05[1/m]では高低変位と輪

重との相関が高いことがわかった．これらのことから，水準変位，通り変位，高低変位

の３種類の軌道変位を入力とする線形予測モデルで，主たる輪重変動成分を予測できる

見通しが得られた．  

(2) 列車動揺と輪重変動とのコヒーレンスを求めた．その結果 0.04～0.05[1/m]の帯域では上

下動揺と輪重変動の相関が，それ以外の帯域では左右動揺と輪重変動との相関が高いこ

とがわかった．動揺と輪重変動との関係は，軌道変位と輪重変動との関係と比較すると

より広い周波数帯域で相関が高いことから，列車動揺を入力とすることによって，軌道

変位を入力とするよりも精度良く輪重変動を予測できる見通しが得られた．  

(3) 水準変位，通り変位，高低変位の各々から輪重変動への周波数応答関数を求めた．その

結果，0.02[1/m]以下の低周波域では水準変位，通り変位によるローリングが，0.04～

0.05[1/m]は高低変位による上下並進運動が，0.06[1/m]以上の帯域では平面性変位が輪重

変動に対し支配的であることがわかった．このうち通り変位と水準変位については，周

波数応答関数の位相差がπ[rad]であり，現在用いられている複合変位と同じ傾向の結果

が得られた．平面性変位による輪重変動については，輪軸は平面性変位に位相差無く運

動し，これに伴って輪重が変動していることがわかった．また，そのときの振幅特性は，

車両の軸ばね定数にほぼ等しいことがわかった．  

(4) 水準変位，通り変位，高低変位の３種類の軌道変位を入力とする輪重変動予測モデルを

構築し，パラメータを同定した．直線区間で推定されたパラメータで曲線中の輪重変動

が予測可能であり，パラメータに移転性があることを確認した．  

(5) 左右動揺，上下動揺を入力とする輪重変動予測モデルを構築し，パラメータを同定した．
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直線区間のデータで得られたモデルのパラメータは曲線中の輪重変動予測にも適用可能

であり，軌道変位を入力とする場合と比較して，精度が良い予測が可能であることを確

認した．また速度が異なる場合の輪重変動も，ある程度の精度で予測可能であった．  

(6) 左右動揺，上下動揺の算術和による，簡易な輪重変動予測モデルについて検討し，実測

値との相関が高い予測値が得られることを確認した．またこれを用いて上下・左右加速

度の限度値を試算し，旧国鉄の動揺基準値と比較したところ，旧国鉄の基準値は近年の

車両においても概ね妥当であるという結果が得られた．  
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７． 鉄道車両の横圧変動特性の同定と横圧の予測 

 

 ７．１ 鉄道車両の走行時に発生する横圧 

 鉄道車両の走行に伴って，車輪／レール間に作用する軌道面に平行な力を横圧と呼ぶ．横

圧には大きく分けて以下の４種類がある．  

(1) 曲線転向に伴って発生する横圧  

 ほとんどの鉄道車両は，自動車と異なり舵取り（ステアリング）ができない．よって，曲

線走行時には，車両（台車）の旋回に伴う横圧が発生する．これを転向横圧と呼ぶ．転向横

圧は曲線半径，車輪踏面形状，レール／車輪間の摩擦係数の関数となる．特に急曲線では，

摩擦係数の影響が支配的となることが知られている 7-1)．転向横圧は曲線の内外軌で等しい． 

(2) 遠心力による横圧  

 超過遠心力（図 1-10）に伴い，外軌側のレール／車輪間には横圧が発生する．  

(3) 軌道変位による横圧  

 軌道変位によって車輪に入力される強制変位により発生する横圧．本章の検討対象とする． 

車輪フランジとレール頭側部との間には横動遊間があるため，横圧と軌道変位の関係は一

般に非線形となる．しかし半径 600m 程度以下の曲線では，車輪フランジは外軌側レールに

沿って走行するため，両者の間には線形性が見られる．本報告では，線形性が成立する条件

下での変動横圧の予測を試みる．なお，ここでは５章の左右動揺の場合と同じく，周波数

0.04[1/m]～0.167[1/m]の横圧（以下，「変動横圧」という）を対象とする 5-3)．  

(4) レール継目部・溶接部における衝撃的な横圧  

 レール継目部や溶接部を走行する際に発生する横圧．軌道保守量には大きな影響を及ぼす

が，定量化が困難であり，ここでは検討の対象としない．  

 以上、鉄道車両の変動横圧に影響する要因を周波数毎にまとめると表 7-1 のとおりとなる。 

 

表 7-1 鉄道車両の変動横圧に影響する要因  

 周波数の低い変動横圧  周波数の高い変動横圧 衝撃的な横圧  

軌  
道  

曲線半径  
カント  
レール車輪間摩擦係数  

通り変位  
水準変位  
軌間変位  

レール継目部形状  
レール溶接部形状  
 

車  
両  

軸距  
車輪踏面形状  
列車速度  

軸距  
輪軸支持剛性  

 
 

 

 ７．２ 軌道変位による変動横圧の予測 

 ７．２．１ 問題の設定 

 本章では，変動横圧に対するシステム同定を行う．軌道側，車両側の条件は以下のとおり

である．  

○  軌道条件  

・ 線形：半径 400m ないし 600m，カント 105mm ないし 70mm（４区間）  

・ 区間長：１区間あたり 200m 

・ 軌道変位：  外軌通り変位（復元：帯域 0.04～0.167[1/m]），  
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水準変位（帯域 0.04～0.167[1/m]），  

軌間変位  

・ レール種別：50N 定尺レール  

○  車両条件  

・ 車種：振子式直流特急用電車  

・ 車体支持方式：空気ばねボルスタレス台車  

・ 軸箱支持方式：ウィングばね式  

・ 速度：105km/h 

○ 同定条件  

・ 同定方法：FIR モデル（最小二乗法）または部分空間法  

・ サンプリング間隔：1m  

・ モデル次数の決定規範：FPE 

 軌道変位と変動横圧の波形を図 7-1～7-4 に示す．これらの図に示すように，横圧は直線中

ではほとんど０であり，緩和曲線の途中で急激に立ち上がる．これが曲線転向横圧と，遠心

力による横圧である．このうち，周波数 0.04[1/m]より低い帯域をカットオフしたものが，下

から２段目の横圧変動成分である．通り変位と横圧の波形はよく似ていることから，両者の

線形性がうかがえる．なお，通り変位は，レールが進行方向左側に張っている場合を正，横

圧は軌間外向きに作用する場合を正としているので，左カーブ（右レールが曲線外軌側）の

場合，両者の符号は逆である．また，水準変位は左レールが高い場合を正としている．  
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図 7-1 軌道変位と横圧の波形（区間１：半径 400m，カント 105mm）▼は継目  
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図 7-2 軌道変位と横圧の波形（区間２：半径 400m，カント 105mm）  
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 各区間の軌道変位，横圧のパワースペクトル密度を図 7-5～図 7-8 に示す．各データとも，

レール長に起因する 0.04，0.08，0.12，0.16[1/m]の，４種類の周波数のパワーが卓越してい

るのがわかる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-5 通り変位のパワースペクトル密度  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-6 水準変位のパワースペクトル密度  

10–110–2

100

10
2

パ
ワ

ー
ス

ペ
ク

ト
ル

密
度

[(
m

/s
2 )2

/1
/m

]

空間周波数[1/m]

区間１
区間２
区間３
区間４

10–110–2

100

10
2

パ
ワ

ー
ス

ペ
ク

ト
ル

密
度

[(
m

/s
2 )2

/1
/m

]

空間周波数[1/m]

区間１
区間２
区間３
区間４



 136

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-7 軌間変位のパワースペクトル密度  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-8 横圧のパワースペクトル密度  
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 ７．２．２ システム同定結果  

(1) システムの次数  

 区間１について，入力信号が通り変位のみ，通り変位と水準変位，通り変位，水準変位と

軌間変位の３ケースの，FPE と次数との関係を図 7-9 に示す．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-9 区間１における FPE と次数の関係  

 

 次数が低い間は，FPE は急激に減少するが，７次程度からその変動は緩やかになり，その

後ほとんど一定である．通り変位１入力の場合，および通り，水準，軌間の３入力の場合は，

25 次まで計算しても明確な極小値を持たず，通り，水準の２入力の場合は８次が極小値であ

った．  

 通り変位１入力のみの場合と比較して，２入力モデルは FPE が全体的に小さく，水準変位

が横圧に与える影響がうかがえる．軌間を入力信号とした場合，FPE は３ケースの中で最も

小さいものの，２入力の場合と比較して，その差は小さい．  

 よってここでは，通り，水準の２種類の軌道変位を入力として，軌道変位と変動横圧との

関係について考察する．区間１～４について，２入力の場合の FPE と次数との関係を示す．

いずれの区間も傾向は同様であり，７～８次付近で変動の傾向が変化する．これは，図 7-1

や図 7-5 に示したように，25m 定尺レールの区間の軌道変位は，レール長に起因する４種類

の周波数のパワーが卓越するため，入力信号である軌道変位の PE 性が８次であるためと考

えられる．すなわち５．３．３項の左右動揺の場合と同様，最適次数がシステムの持つモー

ド数から定まっているわけではない．同定精度を高めるためには入力信号の PE 性の次数が

高い方が望ましいので，左右動揺の場合と同様，各入力信号のパワースペクトル密度を参考

にしつつ広い帯域でパワーが大きい信号を用いるのが望ましい．  

 本節では，図 7-9，7-10 を参考に，システムの次数を８として，以下の解析を進めること

とする．  
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図 7-9 ２入力の場合の FPE と次数の関係  

 

(2) 周波数応答関数  

 次数を８次とした場合の，各区間で同定されたシステムの周波数応答関数を図 7-9，7-10

に示す．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-10 周波数応答関数（通り変位→横圧）  
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図 7-11 周波数応答関数（水準変位→横圧）  

 

 通り変位から横圧への振幅特性は，周波数が高く（波長が短く）なるほど大きくなり，

0.1[1/m]以下の帯域で振幅の３～４倍となり，両対数軸上で周波数に対しほぼ比例している．

一方，位相特性は周波数にかかわらずほぼ 0[rad]である．すなわち横圧は，左右の実波形に

沿って変動し，周波数が高くなるほどその大きさは大きくなる．特に 0.1[1/m]より高い周波

数域でも，周波数が高くなるとともに横圧が大きくなっていることから，図 1-7 に示す 10m

弦正矢法では横圧の変動特性を十分把握できないことが示唆される．  

 通り変位から横圧への振幅特性を見ると，区間１，３と区間２，４がそれぞれ似た形とな

っている．図 7-1～図 7-4 に示したように，これらの区間はそれぞれ左車輪，右車輪が外軌

側となっている．よって，区間１，３と区間２，４で振幅特性が若干異なっているのは，輪

軸の右側と左側で支持剛性に差異がある，あるいは左右静止輪重にアンバランスがある，等

の原因が考えられる．また，図１と３は両方とも右カーブであるが，曲線半径が 400m，600m

と異なる．しかし双方の振幅特性の差異は，特に 0.1[1/m]以下では小さいことから，通り変

位による変動横圧は，半径 600m 以下では，曲線半径による変動横圧の差は小さいといえる．  

 通り変位から横圧への振幅特性と水準変位から横圧への振幅特性を比較すると，後者は全

帯域で通り変位のほぼ１／３程度であり，変動横圧への影響は通り変位と比較すると小さい．
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また，位相特性も区間による差が大きく，誤差が大きい同定結果となった．  

 速度が異なる場合の周波数応答関数の変化を考える．具体的には，区間１を 95km/h で走

行した場合，区間３を 85km/h で走行した場合の横圧データから周波数応答関数を同定し，

区間１の 105km/h 走行時（図 7-10，図 7-11 の黒線）と比較する．図 7-12，図 7-13 に同定

した周波数応答関数を示す．  

 通り変位を見ると，周波数 0.1[1/m]以下では速度による振幅特性の違いは小さく，これら

の帯域では速度の違いによる横圧の差はほとんど無いといえる．0.1[1/m]以上の帯域は，区

間１では若干差が生じ，速度が高いほど振幅特性が大きくなっている．区間３では速度差が

20km/h あるものの，周波数応答関数の違いはほとんど無い．  

 これらのことから，通り変位による変動横圧は，速度が高くなると 0.1[1/m]より高い周波

数では若干大きくなるものの，総じて速度に関わらずほぼ同一の応答特性を持つといえる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-12 速度が異なる場合の周波数応答関数（通り変位→横圧）  
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図 7-13 速度が異なる場合の周波数応答関数（水準変位→横圧）  

 

 水準変位については，区間１の 105km/h 走行時と 95km/h 走行時での差はほとんど無く，

区間１と区間３の違いの方が大きい．すなわち，水準変位から横圧への周波数応答関数の同

定結果は，速度の差よりも同定に用いたデータによる違いの方が大きい．これは，前述した

ように，水準変位から変動横圧への周波数応答関数同定結果は，使用したデータの区間によ

ってばらつきが大きく，精度が低いためと考えられる．  
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 ７．２．３ 変動横圧の予測  

 区間１で同定したパラメータを用いて区間３の変動横圧を予測した結果を図 7-14 に，区間

３のパラメータで区間１を予測した結果を図 7-15 に，区間２のパラメータで区間４を予測し

た結果を図 7-16 に，区間４のパラメータで区間２を予測した結果を図 7-17 に示す．なお，

予測波形の始点付近で波形が乱れているのは，予測計算では，入力信号の始点より手前側の

軌道変位を０としている影響である．  
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図 7-14 区間１で同定したパラメータによる区間３の変動横圧の予測波形  
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図 7-15 区間３で同定したパラメータによる区間１の変動横圧の予測波形  
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図 7-16 区間２で同定したパラメータによる区間４の変動横圧の予測波形  
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図 7-17 区間４で同定したパラメータによる区間２の変動横圧の予測波形  

 

 区間２のパラメータの移転性は若干悪いものの（図 7-16，図 7-17）左車輪については，両

予測波形は実測波形と一致し，条件を整えてシステム同定を行えば，移転性の良いパラメー

タが得られることが示された．なお，ここで言う「条件」とは，左右動揺の場合と同じく，

同定に用いる入力信号に，着目する帯域におけるなるべく多くの周波数が高いパワーで存在

することをいう（図 7-5 などから，区間４は他の区間よりも軌道変位，横圧変動のパワーが

小さい）．  

 図 7-14～図 7-17 の，予測波形と実測波形のコヒーレンスを図 7-18 に示す．区間３の

0.06[1/m]以下の低周波域のみはコヒーレンスが下がるが，この帯域は図 7-8 で示したとおり，

振幅特性が小さくなる領域である．それ以外の帯域ではコヒーレンスは 0.9 を越えており，

予測波形と実測波形の相関は高いといえる．  
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図 7-18 予測波形と実測波形のコヒーレンス  

 

 ７．３ 動揺による変動横圧の予測  

 ６．３節では動揺と輪重変動の関係を考察した．ここでは動揺と横圧の関係について考察

する．車体の左右加速度と横圧との関係については，東海道新幹線の開業前に行われた速度

向上試験で検討が行われ，両者は概ね一次比例の関係にあるという測定結果が得られている
7-2)．これは，軌道変位によって発生する左右動揺の反力が車輪レール間に作用すると考えれ

ば，定性的に理解できることである．一方，６．３節に述べた理由により，左右動揺による

横圧予測が一般化できれば，軌道管理上の利点は大きい．  

 ここでは区間１，３の横圧と同時に測定した左右動揺加速度を用いて，変動横圧の予測を

試みる．両区間の横圧，左右動揺を図 7-19，図 7-20 に示す．上下動揺と比較して左右動揺

は小さいが，これは当該車両が振子式車両であり，周波数が高い通り変位に対しては，振動

遮断性能が高いためと考えられる※．  

※ 振子車両は，車体傾斜のために台車枠とまくらばね（付図 7-1 の空気バネ）の間（あ

るいはまくらばねと車体の間）に台車に対してロール方向に回転する振子はりが設置

されており，輪軸・台車に発生する左右振動が客室へ伝わりにくい．）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付図 7-1 振子車両の構造（ＪＲ北海道函館支社サイトより）  
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図 7-19 横圧と動揺の波形（区間１）  
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 次に，左右動揺，上下動揺を入力とし，変動横圧を出力とする２入力１出力モデルを部分

空間法で同定し，得られた周波数応答関数を図 7-21，図 7-22 に示す．両者を比較すると，

左右動揺に対する振幅特性，位相特性はほぼ等しく，上下動揺に対する特性は大きく異なる．  

 左右動揺と横圧との関係については，周波数 0.12[1/m]付近で最も振幅特性が高く，動揺の

約 50 倍となっている．また 0.08[1/m]付近にも２つ目のピークがある．これらの周波数は，

いずれも図 7-8 で横圧のスペクトルにピークが見られたことから，レール長に起因する横圧，

ないし左右動揺が相互に影響しあっていることがわかる．位相特性はほぼ 0[rad]で，車体は

0.04[1/m]より高い帯域では横圧とほぼ同位相で振動していることがわかる．このことから，

軌道変位によって発生する左右動揺の反力が横圧として作用するという，文献 7-2)の結果と

定性的に一致する．  

 一方，上下動揺の影響については，区間１と区間３で大きく異なる結果となった．図 7-20

で上下動揺の振幅は左右動揺より大きいにも関わらず，このようにばらつきの大きい同定結

果となったことは，元来上下動揺の横圧への影響は小さいと考えられる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-21 上下，左右動揺から変動横圧への周波数応答関数（区間１）  
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図 7-22 上下，左右動揺から変動横圧への周波数応答関数（区間３）  
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 以上の結果から，左右動揺を 50 倍して横圧を近似し，横圧実測値と比較した波形をを図

7-23，図 7-24 に示す．実測波形と近似波形は傾向が似た区間はあるが，全般的には両者は一

致しているとはいえず，左右動揺から横圧を近似的に求めることは困難であると判断した．

これは，前述した振子車両の左右動揺遮断性能に加え，図 6-16 の動揺と輪重変動の場合と比

較して，動揺から横圧への影響が大きい周波数域で振幅特性の変動が大きく，単一の値で振

幅特性倍率を表すのが困難であるためと考えられる．  
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図 7-23 左右動揺の 50 倍による変動横圧の近似（区間１）  
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図 7-24 左右動揺の 50 倍による変動横圧の近似（区間３）  
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 ７．４ 本章のまとめ  

 以上，本章で検討した結果をまとめて以下に記す．  

(1) 変動横圧を予測するための入力信号として，通り変位のみ（１入力），通り変位＋水準変

位（２入力），通り変位＋水準変位＋軌間変位（３入力），の３通りについて次数と FPE

との関係を調べた．その結果，１入力場合とそれ以外の２ケースとでは，FPE の大きさ

に明らかな差があったが，２入力と３入力ではそれほど差は無かった．よって，ここで

は２入力モデルを採用した．  

(2) モデルの次数は８次が妥当である．これには，入力として用いた軌道変位のパワーに，

レール長を起因とする４つの周波数の成分が卓越していることが原因と考えられる．  

(3) 変動横圧は，概ね曲率に比例して発生しており，特に 10m 弦正矢法では利得が小さい高

周波の曲率の影響を大きく受ける．このことから，輪軸は外軌レールに沿って運動し，

外軌レールの曲率の局所的な変化が横圧の原因となっていると考えられる．  

(4) 今回用いたデータでは，水準変位による横圧の変動特性について，精度の高い同定はで

きなかった．しかし上記の FPE による検討から，変動横圧に水準変位が影響を及ぼして

いることは確認できた．  

(5) 変動横圧は，曲線半径 600m 以下の範囲では，曲線半径や速度の影響をあまり受けない． 

(6) 同定されたパラメータは移転性が良く，当該車両の一般的な動特性を表していると考え

てよい．  

(7) 左右動揺遮断性能が高い振子車両の場合，列車動揺から左右動揺を簡易に推定するのは

困難であった．  

 

７章の参考文献  

7-1) 事故調査検討会：営団地下鉄日比谷線中目黒駅構内脱線衝突事故調査報告書，2000.10 

7-2) 松井信夫：東海道新幹線の研究（第４冊），鉄道技術研究所，pp.236-243, 1963.4. 
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８．車両動的挙動予測モデルの軌道保守への応用 

 

４～７章で述べた鉄道車両動特性の同定法は，様々な形で軌道保守に適用可能である．本

章では鉄道車両のシステム同定の手順と，軌道保守への活用例について述べる．  

 

８．１ 鉄道車両動特性の同定手順 

鉄道車両動特性の同定方法については，４章～７章で上下・左右動揺，輪重・横圧に対し

て個別に検討し，入力データの持つべき PE 性等について議論した．本節では鉄道車両動特

性の一般的な同定手順と同定にあたっての留意点をまとめておく．同定手順は以下のとおり

である．  

Step.1 データの前処理  

 同定にあたって用いるデータは以下の性質を持つよう，あらかじめ処理を行う．  

① 軌道変位，列車動揺，輪重・横圧等を等間隔のディジタルデータ化する．  

・ 列車動揺を時間送りで測定した場合は，等速区間のデータについて，軌道変位のサン

プリング間隔と等しい間隔で距離送りのデータに変換する．  

・ データの間引きが必要な場合は，適切なアンチエイリアジング処理を施す．  

・ 輪重・横圧は，可能な限り新連続法 8-1)によって測定するのがよい．  

② 符号をそろえる．  

・ データの符号が進行方向基準か，線路基準か（起点を背にした左右等）を注意し，デ

ータの符号をそろえる．  

・ 上下系の場合，高低変位はレールが上向きに変位している場合を正とするが，上下加

速度については，重力加速度に対し加速度が大きくなる場合を正としたものと，加速

度が小さくなる（重力方向と反対向きの力が作用する）場合を正とする場合がある．  

・ 左右系の場合，横圧は左右車輪とも軌間外側向きの力を正とするのが一般であるが，

左右動揺は進行方向左向きに加速度が作用する場合を正とするのが一般的である．  

③ 必要とする帯域のフィルタ処理を行う．  

・ 軌道変位は必要により復元処理を行う．  

・ 左右系の場合，線形成分と変位成分に分離する（５章参照）  

Step.2 同定区間の選定  

 同定に用いる入出力データの区間を選定する．選定にあたっての注意事項は以下のとおり． 

・ 可能な限り等速区間とする．変動幅の目安は最大値と最小値の差が 5km/h 以内．  

・ 延長は少なくとも 200m，可能であれば 300m 以上とする．ただし速度の変動が大きい

場合は，あまり延長を長くとらない．  

・ 曲線区間については，入口側緩和曲線の中間点付近から出口側緩和曲線の中間点付近

までとする．可能であれば曲線の向きに応じて異なる区間のデータを用いるのがよい． 

・ 線区の営業速度を想定し，３段階程度の速度段で区間の選定をする．４．５節で述べ

た方法により，速度が変化した場合の動的挙動の予測は可能であるが，通常の軌道保

守に適用するには，想定する速度で実際に測定したデータを用いる方が精度は高い．  

・ 曲線線形の影響を検討する場合（５．２節）は，曲線長の異なる複数の曲線を含む区



 151

間を選定する．曲線間直線長が０であれば，なおよい（蛇行動の影響が無くなる）．  

・ 同一の速度段で少なくとも２つ以上の区間を選定する．片方は同定用に，もう片方は

ヴァリデーション用に用いるが，出来る限り各々のデータでシステム同定を行い，双

方のデータでヴァリデーションする．  

・ PE 性の次数を高くするために，軌道変位，列車動揺等のパワースペクトル密度や自己

相関係数を参考に，限り様々な周波数の成分を均等に含んだ区間を用いる．過去にお

いて，車両の動的挙動の確認のために軌道変位設定試験等が行われた例もあるが，シ

ステム同定にあたっては，特定波長，振幅の軌道変位・車両データを用いるよりも，

様々な周波数の軌道変位を含んだ区間のデータを用いるのがよい．  

Step.3 システム同定  

・ 入出力データを用いてパラメータ同定を行う．この場合，同定結果が不安定とならな

いよう，FIR モデルから同定を始め，FIR モデルでは満足のいく同定結果が得られな

い場合はより一般的な状態空間表現を用いる．  

※ FIR モデルは，伝達関数の特性多項式が１であるので，常に安定した同定結果が得

られる．  

・ FPE や AIC を参考に，最適なパラメータを定める．  

・ 同定に必要となる最小二乗法や部分空間法には市販のプログラムがあるので，これを

活用するのが効率的である．本研究では Mathwork 社の数値計算ソフトウェア

MATLAB®の System Identification Toolbox を用いた 8-2)．  

Step.4 ヴァリデーション  

・ 得られたパラメータの移転性を確認するために，同一走行条件の他区間の入出力デー

タを用いてヴァリデーションを行い，入出力のコヒーレンスや，出力の残差を確認す

る．  

・ 軌道変位管理への適用を目的とした車両動特性同定においては，出力の実測値と予測

値との完全な一致を実現する必要は無い．しかし予測誤差（の期待値）が大きくなる

と，誤差に対する余裕をもった（＝不経済な）保守が必要となるので，得られた結果

の精度と保守の経済性との兼ね合いから，パラメータの移転性を評価する．  

・ パラメータ移転性確認の目安は，目的とする周波数域のコヒーレンスが 0.7（可能な

限り 0.8）を越えていることである．  

・ 複数の区間でシステム同定を行い，得られた周波数応答関数が同一の形状をしていれ

ば，真のシステムが同定されたと判断してよい．  

Step.5 後処理  

・ 同定結果には，あらかじめフィルタで除去した帯域のデータが悪影響をおよぼすこと

がある．例えばローパスフィルタで入出力データの高周波域を 10-6 倍したとしても，

同定の結果，この帯域の振幅利得が数千倍となり，予測結果に現れることがある．特

に高周波域でこのような影響を避けるためにはデータを間引くのが最も良いが，サン

プリング間隔を変えない場合は，予測波形に再度フィルタ処理を行う．  

 

 



 152

一般にシステム同定を行う場合は，インパルス加振やランダム加振実験を行い，対象とす

る周波数域の応答特性を同定する 8-3)．しかし鉄道車両の場合，営業線上でこのような実験を

行うことは困難であるので，データ区間の選定にあたっては特に注意が必要である．４章～

７章では，データ区間の選定方法等については特に断らなかったが，基本的には上記の方法

によって区間選定を行っている． 

 

８．２ 鉄道車両の動特性を考慮した動揺管理 

 ６．３節で述べたように，ほとんどの旅客鉄道事業者は営業列車の列車動揺を定期的に測

定している 8-4)．これは，乗り心地の管理とともに，動揺を通じて軌道状態を把握・評価する

ためである．列車動揺は簡易な加速度計と記録器があれば測定できるが，軌道状態の評価の

ためには，測定データの走行位置を照合しなければならない．走行位置の位置照合は，速度

発電機からのパルス波をもとに，車輪の回転数を累積して行う 8-5)が，これには車両の運転台

からパルス波を取り出す必要がある．このような測定は任意の車両で行われるものではなく，

特定の車両に専用の加速度計を搭載し，パルス波とともに記録器に収録されている．  

 通常，この特定の車両として，軌道検測車あるいは当該線区を走行する車両のうち最も速

度が高い形式のものが用いられるが，新形式車両の投入等によって動揺を測定する車両が替

わると，測定車両の動特性の違いによって測定結果が大きく異なることがある．このような

場合，新形式車両投入の前後で軌道状態が大きな差が無いにも関わらず軌道状態の評価が異

なることになり，軌道管理上不都合が生じる．ここでは，新形式車両投入前後で動揺測定車

両の動特性を同定し，動揺測定結果の評価指標を見直した例を示す．  

 図 8-1 は，ここで対象とする２車種の上下動揺の周波数応答関数同定結果を示したもので

ある．車種Ａ，Ｂの概要は以下のとおりである．  

 車種Ａ：当該線区で新たに動揺測定に用いることとなった車両（気動車）．  

 車種Ｂ：同区間を走行する営業車両（特急用直流電車）．  

両形式とも空間周波数 0.06～0.08[1/m]付近（時間周波数では，1.3～1.4Hz）に１次の固有

振動数を持ち，その振幅倍率は車種 A が車種Ｂの約 1.5 倍となっている．また車種Ｂは

0.1[1/m]付近に図 4-17 で示したピッチング効果に伴うピークを持つが，車種Ａではそれが見

られない．  
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図 8-1 ２種類の車両の周波数応答関数同定結果 

 

次に，速度が変化した場合の車種Ａの周波数応答関数を図 8-2 に示す．図 4-14 にも示した

ように，在来線車両では時間周波数で 1.0～1.5Hz 付近に１次固有振動数が，また空間周波数

で 0.1[1/m]付近にピッチング効果に伴うピークがある．しかし車種Ａの 63km/h 走行時には両

者が分かれておらず 0.08[1/m]付近に振幅特性のピークが一つだけある．このピークは速度が

高くなるにつれ徐々に分離し，83km/h になると車種Ｂや図 4-15 に示す在来線車両のように

１次固有振動数とピッチング効果に伴うピークが明確に分離される．このうち１次固有振動

数は他の在来線車両とほぼ同じく 1.3Hz 付近にあるが，ピッチング効果に伴うピークは一般

の在来線車両と異なり，0.08[1/m]とやや低いことが特徴である．４．５節で述べたようにピ

ッチング効果に伴うピークの周波数は台車中心間距離で定まるが，車種Ａは車体台車間の結

合方式が一般の車両と異なるため，ピッチング効果に影響する台車中心間の有効距離が，構

造的な寸法と異なっていると考えられる．また気動車であるため，床下に装架されている内

燃機関と駆動軸との結合もピッチングに影響すると考えられる．なお，車種Ａと車種Ｂの構

造的な台車中心間距離は等しい．  
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図 8-2 速度が変化した場合の車種Ａの周波数応答関数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8-3 速度が変化した場合の車種Ｂの周波数応答関数  
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これらの理由によってピッチング効果に相当する波長が 12.5m と，一般の車両よりも長く

なり，特定の速度域で１次固有振動数とピッチング効果による周波数が一致し，さらにこの

振動数がレール長 25m に起因して高低変位に多く含まれる周波数 0.08[1/m]と一致するため， 

速度 60km/h 付近で他の速度域より振動が大きくなると考えられる．参考までに車種Ｂにつ

いて，105km/h 走行時と 70km/h 走行時の周波数応答関数を図 8-3 に示す．図 8-2 と図 8-3 を

比較すると，車種ＡとＢの上下動特性の差異が理解できる．  

この解析結果を受け，車種Ａを所有する鉄道事業者では，走行安全性に影響が無いことを

確認した上で，車種Ａによる上下動揺の測定値を，速度 60km/h 台で走行した場合に限って

割り引いて評価することとしている． 

 

８．３ 鉄道車両の動的挙動を考慮した軌道状態評価 

 ８．３．１ 軌道保守計画  

 軌道保守作業には，マルチプルタイタンパ（以下「マルタイ」という）と呼ばれる重機械

が用いられる（図 1-16）．マルタイをいつ，どの区間に投入するかという計画の立案は現在

でも軌道保守管理の主要な研究テーマであり，これまでに様々な保守計画策定支援モデルが

作成されている．これらのモデルは，保守計画の目的関数として例えば軌道保守コストを用

い，これを最小とするようにマルタイの運用を決定する．この場合，軌道状態の評価指標と

して軌道変位の標準偏差やＰ値等の区間統計量が用いられ，これらがある一定の大きさ以下

となるように保守投入箇所やマルタイの運用を決定する（8-6），8-7)，8-8)）．  

 しかし，冒頭から述べているように，今後の保守計画には，前章までに述べた方法によっ

て求められる車両の動的挙動を評価指標に用いる方が望ましいと考えられる．これを実際に

検証するため，ここでは在来線の地方高速線区を対象に，軌道状態の評価指標として軌道変

位の絶対値あるいはその区間統計量を用いた場合と，軌道変位から予測された車両の動的挙

動を用いた場合とで，保守投入必要箇所数がどの程度変化するかを検討する．具体的には，

１保線現業機関が管理する線区を 100m 単位のロットに区切り，各ロットにおける各評価指

標の大きさで保守の要否を判定する．さらに，動的挙動の実測値による保守の要否の判定と，

各評価指標による判定結果をもとに，  

ア） 実測値では保守が必要で，評価指標上も保守が必要と判断されるロット数  

イ） 実測値では保守が必要であるが，評価指標上は保守が不要と判断されるロット数  

ウ） 実測値では保守が不要であるが，評価指標上は保守が必要と判断されるロット数  

エ） 実測値，評価指標双方とも保守が不要と判断するロット数  

を比較する．保守の合理性の観点からは，イ），ウ）が少ない方がより良い評価指標となる． 

 なお，４～７章の考察により車両の動的挙動を波形レベルで予測することが可能となった

が，波形そのものの良し悪しを単一の指標で評価するのは困難であるので，ここでは以下の

理由により 100m ロットの区間統計量を評価指標とした．  

1) マルタイによる保守は１回の施工あたり数百メートル単位で行われる．よって 100m 単

位で保守の要否を判定しておけば，隣接する数個のロットを組み合わせることで，１回

あたりの保守投入箇所を定めることができる．  

2) 踏切や無道床橋梁等のマルタイ不能箇所を含むロットが，動揺が大きい，あるいは輪重
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減少量が大きいと判定されることがある．このような場合，マルタイ不能箇所が 100m

以上連続することは稀であるので，100m 単位で保守の要否を判定しておけば，マルタ

イを用いるか，あるいは踏切保守を行うか，等を含めた保守の意志決定が可能である． 

８．３．２ 列車動揺の評価に関する検証 

 本項では，前項で述べた軌道状態評価方法を，乗り心地（列車動揺）の評価に適用する．  

 計算条件は以下のとおりである．  

・ 線区：在来線地方高速線区，単線，延長 122km（１保線区で管理）．  

・ 走行速度：半径 300m で 85km/h，半径 400m で 100km/h，直線 130km/h．  

・ 列車本数：振子特急（８両編成）が１時間に２本．  

一方，軌道状態評価指標として，まず以下の３つを用いる．  

・ 上下動揺予測値：４章で述べた方法で算出した上下動揺予測値．４．７節で述べたよう

に速度の変化に応じた計算も可能であるが，ここでは上記の曲線通過速度を考慮して，

90km/h，100km/h，130km/h の３つの速度段用のフィルタを作成し，予測した．   

・ 10m 弦正矢高低変位：図 1-14 に示した移動平均フィルタによって縦曲線成分を除去した

左右レールの高低レールの，100m ロット最大値または最小値のうち，絶対値が最も大き

いもの．  

・ 20m 弦正矢高低変位：データ処理方法は 10m 弦正矢高低変位と同様．  

この線区の特急車両の上下動揺実測値の 100 ロット最大値と，上記３種類の軌道変位評価

指標との関係を図 8-5 に示す．３つの図を比較すればわかるように，上下動揺の予測値が実

測値との相関が最も高い．むしろ相関係数はもっと高くなっても良いが，速度段を上記の３

段階に限定したので，停車駅の前後のように速度が低下する区間では，予測値はやや過大な

評価となっている．  
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(1) 上下動揺実測値と予測値の 100m ロット最大値  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 上下動揺実測値と 10m 弦正矢高低変位の 100m ロット最大値  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 上下動揺実測値と 20m 弦正矢高低変位の 100m ロット最大値  

図 8-4 上下動揺実測値と各種軌道変位評価指標との関係 
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ここで表 1-1，表 1-2 をもとに，図 8-4 に示す各ロットの保守の要否について検討する．

具体的には，軌道変位については 10m 弦正矢値の一級線の乙種整備基準値 13mm（表 1-1）

を，上下動揺予測値については 1.3m/s2（表 1-2 の 0.13g）を保守投入の目安値とし，目安値

を超過したロット数と，実測値のロット最大値が 1.3m/s2 を超過したロット数（実際に保守が

必要なロット数）との比較を行う．結果を図 8-5 に示す．同図のうち，  

ア） 青色のエリアは実測値および評価指標が双方とも保守投入目安値を超過しており，実際

に保守が必要なロット，  

イ） 緑色のエリアは実際には目安値を越える動揺が発生しているにも関わらず，保守が必要

ないと評価した（過小評価の）ロット，  

ウ） 赤色のエリアは実際には目安値を越える動揺が発生していないにも関わらず，保守が必

要と評価した（過大評価の）ロット，  

エ） 無色のエリアは保守が必要ないと評価し，実際に保守が不要なロット，  

である．経済的かつ効果的な保守のためには，全てのデータが青色または無色のエリアに存

在するのが望ましい．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 動揺予測波形を評価指標とした場合     (2) 10m 弦正矢を評価指標とした場合  

図 8-5 保守が必要なロットと不要なロット  

 

図 8-5 の(1)，(2)についてア～エのロット数は，同図の太字で示したとおりである．上下動

揺の実測値が 1.3m/s2 を越えた 51 ロットのうち，動揺予測波形を評価指標とした場合は 21

ロットで過小評価することとなったが，10m 弦正矢値の場合 28 ロットであった．また，10m

弦正矢値を評価指標とする場合過大評価のロットが 62 ロットとなり，動揺予測値を評価指標

とした場合の３倍におよぶ結果となった．  

軌道保守の投入ロットは，単に軌道変位や動揺の大きさだけではなく，一回の保守で施工

可能な延長や，軌道変位の経時変化等を考慮して決められるので，現実の保守投入ロット数

は図 8-5 のように単純ではないが，これまでの検討から，動揺予測値を用いる方が合理的な

評価が可能であるのは明らかである．またここで重要なことは，このような動揺の予測と評

価が，40 次程度と低い次数の FIR フィルタ演算で可能なことである．これは 20m 弦正矢値
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を求めるために必要な演算量とほぼ等しく，パラメトリックモデルによって動揺を予測する

長所となっている．  

最近の軌道保守では，軌道変位，列車動揺のロット標準偏差を評価指標とすることも多い

ので，これを指標とした場合の評価結果を図 8-6 に示す．ここで，軌道変位の標準偏差を指

標とする場合，式(8.1)を用いて速度の影響を評価しているので 8-6)，これを考慮して，“10m

弦高低変位標準偏差×速度”を評価指標とする．また，比較する実測値は図 8-4 と同様，列

車動揺のロット最大値とする．これは，文献 8-6)では式(8.1)による標準偏差予測値の３倍を

動揺の最大値と見積もっているためである．これに基づき，図 8-6 には保守投入の目安値と

して，0.433m/s2（＝1.3m/s2／３）を記した．  

zvVk     (8.1)  

ここで，   ：列車動揺の標準偏差予測値（m/s2）  

 vk ：車両動揺係数（空気ばね車両の場合 0.0010）  

 V ：走行速度（km/h）  

 z ：10m 弦正矢値の標準偏差（mm）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (1) 動揺予測波形の標準偏差    (2) 式(8.1)による標準偏差  

図 8-6 標準偏差の２つの予測方法と実測値の最大値との比較 

 

 図 8-6 では，動揺予測波形の標準偏差を評価指標とした場合，動揺の実測値が小さいに

も関わらず保守必要と評価する（過大評価の）ロット数が 120 と，式(8.1)による標準偏差を

評価指標とした場合の６倍弱となっており，後者の方が評価指標として合理的に見える．し

かしこれは保守投入の目安値を動揺限度値（1.3m/s2）の１／３としたことによる錯覚である．

すなわち後者では，動揺の実測値が限度値を超過した 51 ロットのうち約３／４の 39 ロット

を見落としている．この見落とし（過小評価）が少なくなるよう，目安値をより適切に設定

することにより評価指標としての両者の優劣は逆転する．  

試みとして，実測値の最大値が 1.3m/s2 を越えたロットを見落とさないようにする（すなわ

ち限度値超過確率を０とする）ための，保守投入目安値の大小を比較する（図 8-7）．  

0

0.5

1

1.5

2

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

式(8.1)による動揺標準偏差[m/s2]

動
揺

実
測

最
大

値
[m

/
s

2
]

R=0.67

1239 

 

 

22

951 

0

0.5

1

1.5

2

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

動揺予測値標準偏差[m/s2]

動
揺

実
測

値
最

大
値

[m
/
s2
]

R=0.74

  39 12 

 

 

 120 
1051 



 160

図 8-7 で実測値が 1.3m/s2 を越えるロットを０とするためには，動揺予測値の標準偏差を評

価指標とする場合は 0.30 m/s2 を保守発動のための目安値とする必要があり，このとき保守が

必要なロット数は 595 ロットとなる．一方，式(8.1)による動揺の標準偏差を評価指標とする

場合，保守発動のための目安値は 0.16 m/s2 となり，保守が必要なロット数は 1036 と全ロッ

トのうちの５／６となり，非現実的な数となる．このように動揺限度値の超過確率をもとに

保守投入目安値を適切に設定すれば，前者の方がより合理的な評価が可能となる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8-7 動揺最大値が 1.3m/s2 を超過するロットを見落とさないための必要ロット数  

 

 乗り心地を主体に軌道保守を考えた場合，動揺限度値超過確率をどの程度に設定するかは，

鉄道事業者の経営戦略から定められる．しかし動揺超過確率に基づいて目安値を適切に設定

した場合，評価指標として動揺予測値を用いるのが合理的な保守のために好ましいことは，

以上の考察から明らかである．  

８．３．３ 輪重減少の評価に関する検証 

 本項では，８．３．１で述べた軌道状態評価方法を，走行安全性（輪重変動）の評価に適

用する．具体的には輪重減少量の 100m ロット最小値を各種評価指標と比較し，輪重変動予

測値を用いることの優位性を示す．  

 計算条件は以下のとおりである．  

・ 線区：在来線地方高速線区，複線，延長 35km（１保線管理室で管理）．  

・ 走行速度：半径 300m で 85km/h，半径 400m で 100km/h，直線 110km/h．  

・ 列車本数：振子特急，非振子特急合わせて１時間に２本．  

軌道状態評価指標として以下の５つを用いる．  

・ 輪重変動予測値：６章で述べた方法で算出した輪重変動予測値．ここでは上記の曲線通

過速度を考慮して，80km/h，105km/hの２つの速度段用のフィルタを作成し，速度が 95km/h

以下の場合は前者を，速度が 95km/h を超える区間は後者を用いて輪重変動を予測した． 

・ 10m 弦正矢高低変位：図 1-14 に示した移動平均フィルタによって縦曲線成分を除去した

左右レールの高低レールの，100m ロット最大値または最小値のうち，絶対値が最も大き

いもの．目安値は，表 1-1 の乙種軌道整備基準値をもとに 13mm とする．  
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・ 水準変位：図 1-14 に示した移動平均フィルタによってカント成分を除去した水準変位の，

100m ロット最大値または最小値のうち，絶対値が最も大きいもの．目安値は，表 1-1 を

もとに 11mm とする．  

・ 平面性変位：100m ロット最大値または最小値のうち，絶対値が最も大きいもの．目安値

は，表 1-1 の丙種整備基準値をもとに 23mm とする．  

・ 複合変位：２．２．２項で紹介した複合変位．目安値は波数によって異なるが，ここで

は表 2-1 をもとに 21mm とする．  

 輪重変動の限度値として一般には輪重減少率 80%が用いられている．しかしここで用いる

実測データは営業線で取得されたものであり，輪重減少率が限度値を超過したか，あるいは

限度値に近いデータは得られていない．一方本項の目的は，軌道状態評価指標としての輪重

変動予測値を他の指標と比較・評価することであるので，ここでは便宜的に輪重減少－10kN

（設計輪重 50kN に対し，輪重減少率 20%）を保守投入目安値とする．  

 図 8-8 に，各評価指標と輪重変動実測値との比較を図 8-5 と同様に示す．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 輪重変動予測値を指標        (2) 10m 弦正矢高低を指標  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 水準変位を指標             (4) 平面性変位を指標 

図 8-8 輪重減少量からみた保守が必要なロットと不要なロット（その１） 
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(5) 複合変位を指標  

図 8-8 輪重減少量からみた保守が必要なロットと不要なロット（その２）  

 

 図 8-8 の各図から，輪重変動予測値を評価指標とした場合の優位性は明らかである．特に，

高低，水準，平面性の３種類の軌道変位は，単独では輪重変動との相関が低く，走行安全性

の評価指標としては不十分である．３種類の軌道変位のうち，現行の目安値（整備基準値）

を超過したロットでかつ輪重減少量が 10kN を越えたロット数は，最も多い水準変位の場合

で２ロットのみである．これに対し輪重変位予測値の場合は 11 ロットであり，10kN を越え

た 26 ロット中約４割のロットを目安値超過ロットと評価できる．  

 通り変位と水準変位の関数である複合変位も，実際の輪重変動実測値との相関は低い．６

章で，通り変位，水準変位，高低変位のいずれも周波数帯域によっては輪重変動と相関があ

ることを示した．このことから，高低変位を変数に含まない複合変位は，輪重変動予測値と

比較して実測値との相関が低くなるのは自明である．  

 １．３．３項で述べたように，現在用いられている軌道変位の管理値は走行安全性を直接

考慮して定めたものではない．よって，上に述べたように軌道変位の大きさと車両の実際の

挙動との相関は必ずしも高くない．このことから，軌道変位から車両の動的挙動を予測して

これを軌道状態の評価指標とすることは，保守の効率化のみならず，走行安全性や乗り心地

の向上のためにも効果的といえる．  

-20

-15

-10

-5

0

0 5 10 15 20 25 30

複合変位[mm]

輪
重

変
動

実
測

値
[k
N
]

R=0.49 4 
 

 

25 

1 



 163

８．４ 曲線の線形管理 

 ８．４．１ 問題の設定 

日本の在来線には急曲線が多く，ここを高速で走行することが到達時間の短縮には重要で

ある．第５章で述べたように曲線中では軌道変位に起因する動揺とは別に，曲線線形（曲線

半径，カント）の変位による長波長の左右動揺が発生し，乗り心地管理を困難にしている．

ここでは５．２節で紹介した長波長左右動揺予測法を用い，緩和曲線中における平面線形と

カントの不一致による左右動揺について試算した例を示す 8-9)．  

 車両諸元として５．２節で用いた非振子車両を用いる．また速度は 110km/h，曲線半径は

600m，カント 100mm とする．平面緩和曲線長は 60m（カントの 600 倍），100m（同 1000 倍）

の２種類とし，各々についてカント逓減延長が図 8-9 の中央のように変化した場合の左右動

揺を一定値以下とすることを考える．ここでは平面線形を基準にカントの逓減位置・延長が

入口側緩和曲線始点（BTC），入口側緩和曲線終点（BCC）からずれた場合の過渡応答を考え

る．位置ずれは 1m 刻みとし，最大位置ずれ量は平面緩和曲線長の半分（平面緩和曲線長 60m

で 30ｍ，100ｍで 50ｍ）とする．なお予測モデルの特性上，出口側緩和曲線での考察は，入

口側緩和曲線における考察結果と一致するため，ここでは省略する．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ８．４．２ 計算結果と考察 

位置ずれと水準変位最大値の関係を図 8-10 に示す．横軸は位置ずれ量を緩和曲線長で除し

て正規化しており，カント逓減延長が短くなる側に位置ずれする場合をマイナスとする．位

置ずれと水準変位最大値の関係は幾何学的に一意に定まり，カント逓減倍率の違いによる傾

向の差は小さい．緩和曲線が短くなる側に位置ずれする場合は，緩和曲線が長くなる側に位

置ずれする場合と比較して，ずれ量に対応する水準変位が大きくなる． 
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図 8-9 位置ずれによる左右動揺の考え方 
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図 8-10 位置ずれと水準変位最大値の関係 

 

 位置ずれと左右動揺全振幅の関係を図 8-11 に示す．位置ずれと左右動揺の関係は，位置ず

れと水準変位の関係と同じ傾向となる．カント逓減倍率の違いによる差は若干見受けられる

が，BTC，BCC の違いによる差は小さい．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8-11 位置ずれと左右動揺全振幅の関係 
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 図 8-10，図 8-11 の結果から算出した，水準変位最大値と左右動揺全振幅の関係を図 8-12

に示す．水準変位が大きくなるのに伴い左右動揺が大きくなることがわかる．例えばこの車

両形式では，位置ずれによる左右動揺の全振幅を 0.2m/s2 以下に管理しようとする場合，位置

ずれの許容範囲は緩和曲線長の 0.1 倍以内となる．また，水準変位 10mm に対して左右動揺

は約 0.2m/s2 となる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8-12  水準変位最大値と左右動揺全振幅の関係  

 

 次に，図 8-13 に示すように左右動揺全振幅をＡ値とＢ値に区分した考察を行う．  

 BCC での位置ずれとＡ ,Ｂ値の関係を図 8-14 に示す．位置ずれにより最初に発生する左右

動揺Ａ値は，カント逓減倍率の違いによる差が小さい．またその傾向は図 8-11，図 8-12 と

ほぼ一致し，水準変位の大きさによって定まるものと判断できる．一方，位置ずれが約 0.2

を超えるとＢ値はほぼ一定となり，またカント逓減倍率が小さいと位置ずれによる左右動揺

が大きくなる．ただし，位置ずれが緩和曲線長の１割程度であれば，カント逓減倍率の違い

による左右動揺に差は無く，Ａ値，Ｂ値とも約 0.1m/s2 であった．  

 なお，BTC においても BCC と同様の傾向となることを確認した．  

 

 

 

 

 

 

 

図 8-13  過渡応答の全振幅とＡ値，Ｂ値の考え方  
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図 8-14   BCC での位置ずれとＡ，Ｂ値の関係  

 

 ８．５ 本章のまとめ  

 本章では，４章～７章で紹介した車両の動的挙動予測手法の，軌道保守への具体的な適用

について検討した例を示した．本章の検討結果を示す．  

(1) 本論文で示した車両動特性同定手法を軌道保守の実務に適用するための，鉄道車両動特

性の同定手順と注意事項を示した．  

(2) 車両の周波数応答は，車種によって大きく異なる．よって列車動揺の管理にあたっては，

動揺測定に用いる車両の動特性を把握し，適切な管理指標を定める必要がある．  

(3) ４章で紹介した方法による上下動揺予測値と，従来の 10m 弦正矢，20m 弦正矢，上下動

揺標準偏差予測値による，保守必要ロット数等を比較した．その結果，保守が必要なロ

ットを的確に把握する，という観点からは４章で述べた方法による上下動揺予測値を用

いることが合理的であることを示した．  

(4) ６章で紹介した方法による上下動揺予測値と，従来の 10m 弦正矢高低，水準，平面性，

複合変位の 100m ロット最大値と，輪重減少量実測値との 100m ロット最小値を求め，

輪重減少量 10ｋN 以上のロット数ないし各種軌道変位の管理値超過ロット数を比較した．

その結果，保守の経済性のみならず走行安全性確保の観点からも６章で述べた方法によ

る輪重変動予測値を用いることが合理的であることを示した．  

(5) ５．２節で述べた，曲線線形に起因する左右動揺予測手法を用いて，緩和曲線中のカン

ト管理方法を検討した．その結果，ここで対象とした車両で左右動揺の上限値を 0.1m/s2

とする場合，緩和曲線中における平面線形とカント逓減位置の不一致は，緩和曲線長の

一割以下とするべきことを示した．  
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９． 結論と今後の課題 

 

９．１ 結論 

 本研究では，パラメトリックモデルを用いて鉄道軌道上の車両の動特性を同定し，軌道変

位に起因する車両の動的挙動を予測するとともに，これを軌道変位の評価へ適用する方法を

提案した．本研究で用いた鉄道車両の動的挙動予測法は，車両の構造に関する情報を必要と

せずに，日常の軌道検査業務で取得される軌道変位と列車動揺データから車両の動的挙動予

測モデルの構築が可能であり，かつ時刻歴シミュレーションのような複雑な計算によらずと

もＪＲの保線現業機関で用いられている信号処理ソフトウェアによる予測演算が可能である

ことから，保線の実務に最も適した動的挙動予測ならびに軌道変位評価手法を提示できたと

考えている．これによって，従来の軌道変位の振幅管理から列車の走行性に即した性能照査

型の管理が可能になり，より合理的な軌道変位管理が可能になるといえる．  

 本研究では，列車動揺を入力とする輪重予測手法も提示した．この方法は，軌道変位や列

車動揺測定データに対する信号処理技術を有しない中小の鉄道事業者であっても，簡易に輪

重変動が予測可能であることから，軌道管理上のメリットは高いと考えている．  

 一般に用いられるパラメトリックモデルでは，時間軸上でシステムの動特性を同定する．

しかし鉄道の場合，システムの動特性はばね定数や減衰定数のように時間軸上で定義される

成分の他に，台車中心間距離や軸距のように空間軸上で定義される成分が含まれる．よって，

ある速度で同定されたパラメータによって，別の速度における車両の動的挙動を予測するこ

とができない．これに対し本研究では，鉄道車両のもつ振動特性に着目し，これを時間軸上

で定義される成分と空間軸上で定義される成分に分離することによって，ある列車速度（＝

離散時間軸）上で同定されたシステムのパラメータを，異なる速度におけるシステムの出力

の予測に適用する手法を示し，これによって速度向上時の列車動揺の予測を可能とした．  

 一般のシステム同定では，白色雑音に近似できるＭ系列等の入力信号によって同定実験を

行うが，入力信号が営業線上における軌道変位に限定される鉄道車両の場合，任意の周波数

による加振実験ができないので，得られるシステムの動特性も周波数が限定されたものとな

る．このような場合に効率よくシステム同定が行えるよう，本研究の成果として，鉄道車両

におけるシステム同定の手順をマニュアル化した．これにより，FFT による方法と比較して，

より手軽にシステム同定が行われることが期待できる．  

 本研究の目的は，あらかじめ得られた車両の動的挙動データと軌道変位データから，車両

の動特性を表す関数を導出し，この関数を用いて軌道変位測定データから軌道上の車両の挙

動を予測し，これを軌道状態の評価指標とすることにあった．本研究ではこの関数の導出に

あたって初めてパラメトリックモデルを用いたわけであるが，この過程で，これまで定性的

にのみ把握されていた軌道変位と車両の挙動との関係を，定量的に明らかにしたと考えてい

る．線形モデルで取り扱い可能な範囲の軌道変位と車両の動的挙動との関係は，本研究でほ

ぼ網羅したと考えているが，特に５～７章で取り扱った複数の軌道変位を入力とした場合の

車両の挙動については，これまでほとんど取り扱われておらず，本研究によって初めて各種

軌道変位と左右動揺，輪重変動，変動横圧との関係が定量的に明らかにされたと考えている．

この点は，当初目的であった軌道変位の評価と合わせて，本研究の主要な成果である．  
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９．２ 本研究のまとめ  

本研究のまとめを以下に記す．  

 １章では，本研究の目的と位置づけについて説明した．軌道変位の評価には従来 10m 弦正

矢法をはじめとする軌道変位測定値がそのまま用いられてきたが，軌道保守本来の目的から

は，測定値をそのまま評価指標として用いることの妥当性は小さく，信号処理技術が発達し

た今日では，軌道変位測定値になんらかの信号処理を施して，軌道上の車両の動的挙動と相

関が高い指標によって軌道状態を評価するのが合理的であり，そのためにシステム同定法に

よって車両の動特性を同定し，これを用いて車両の動的挙動を予測すればよいことを述べた．

さらに本研究の最終的な目標である，車両の動的挙動に即した性能照査型の軌道変位管理へ

の道筋を示し，本研究の目的と位置づけを明らかにした．  

 ２章では，車両の動的挙動の予測手法と軌道状態の評価指標に関する既往の研究をレビュ

ーした．  

 ３章では，システム同定の具体的方法として，パラメトリックモデルの伝達関数表現と状

態空間表現，およびこれらのパラメータ同定法について，その概要を紹介した．  

 ４章から７章は本研究の中心である．  

４章では，高低変位を入力とする上下動揺予測手法について検討した．具体的には FIR モ

デルを用いて車両上下動特性を同定し，少ないパラメータ数および短いデータ長で上下動特

性の同定が可能であるなど，FFT による方法と比較したパラメトリックモデルの特長を確認

し，従来は軌道変位との線形依存性が明らかにされていなかった左右動揺や輪重変動の予測

への，パラメトリックモデルの適用可能性に関する見通しを得た．  

次に，部分空間法によって上下動特性を同定し，FIR モデルとほぼ等しい同定結果が得ら

れることを示した．また，入力信号として，ほとんどの軌道検測車で直接得られる 10m 弦正

矢高低変位を用いた場合も車両上下動特性が同定できることを示した．  

さらに，ある速度において取得されたデータを用いて，空間軸上で同定したパラメータを

用いて速度向上時の車両の挙動を予測するため，同一車両形式で速度が異なる場合の車両の

上下動特性を同定し，車両の上下動特性には速度と共に振幅・位相特性が変化する周波数域

と，速度に関わらず変化しない周波数域があることを示した．これを解析的に検討した結果，

車体重心位置が台車間中心位置とずれている場合や加速度測定位置が前台車直上から偏倚し

ている場合は，観測される車両の上下動揺は，台車中心間距離の関数であるピッチング効果

の影響を受けることを示した．さらにこれを利用して，車両の周波数応答関数を 0.08[1/m]

よりも高い帯域と低い帯域に分け，後者について入力信号のサンプリング間隔を適切に変更

することによって，速度向上時の上下動揺が予測可能であることを示した．  

鉄道軌道の保守管理においては，時間的な振動である車両の挙動を空間軸上で把握する必

要がある．一般に空間軸上で同定されたパラメータを速度が異なる（＝サンプリング間隔が

空間的に変化する）場合に適用することはできないが，本章で述べた方法によれば，モデル

の適用範囲を広げることが可能である．  

 ５章では，曲線中における軌道変位と左右動揺との関係について定量化した．この中では，

主として曲線線形に起因する左右動揺と，軌道変位による車輪への強制変位に起因する左右

動揺に分けて検討を行った．  
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曲線線形に起因する左右動揺については，FIR モデルを用いて，周波数 0.04[1/m]以下の低

周波域における，車体重心に作用する実超過遠心加速度を入力とする車両左右動特性を同定

し，予測モデルを策定した．このモデルを８曲線の入出力データに適用したところ，入力デ

ータの周波数特性や曲線通過速度によって出力の予測値が変わることがわかった．このため，

同定にあたっては，入力データの周波数特性に留意し，より多くの周波数成分を含む入力信

号を用いるべきことを示した．また，FIR モデルのパラメータの和は従来から用いられてい

る車体傾斜係数にほぼ一致し，得られたパラメータが物理的にも妥当なものであることを示

した．  

軌道変位による車輪の強制変位に起因する左右動揺については，周波数 0.04～0.167[1/m]

の帯域の通り変位，水準変位を入力とする場合の車両左右動特性を，部分空間法を用いて同

定した．その結果，６～８次程度の状態空間表現で，左右動特性を表せることを示した．こ

の場合，FPE の最小次数が４次であったが，鉄道車両の左右運動には並進運動，ヨーイング，

ローリングの３つのモードがあることから，最低次数が６次であると考え，６次以上のモデ

ルで，最も FPE が小さいモデルを用いるのが良いことを示した．  

入力信号に軌間変位を加えた３入力モデルでのシステム同定を行った場合は，２入力モデ

ルの場合と比較して改善は見られなかった．このことから曲線中を 110km/h 程度の速度で走

行する在来線の場合，0.04～0.167[1/m]の帯域における左右動揺は，軌間の影響は小さいこと

を示した．  

入力信号が白色性を持つ場合，部分空間法の次数選択は特異値の大きさを用いて行われる．

しかし鉄道車両の動特性同定の場合，入力信号である軌道変位はほとんどの場合有色性であ

るので，システム同定にあたっては，パワースペクトル密度や自己相関係数などを参考にし

て，なるべく多くの種類の周波数を均等に含む区間の軌道変位を入力信号として用いるとと

もに，車両の持つ振動モードを考慮した上で FPE や AIC などの統計的規範によってモデルを

選択するのが，精度の高いシステム同定のためには必要であることを示した．  

６章では軌道変位と輪重変動の関係について定量化した．  

まず 105km/h 直線走行時の在来線車両で測定した輪重変動と軌道変位とのコヒーレンスを

求め，0.06[1/m]より高い帯域では平面性変位と輪重との相関が高く，0.04～0.05[1/m]では高

低変位と輪重との相関が高いことを，また 0.02～0.03[1/m]の帯域では軌道変位と輪重変動と

の相関は低いことを示した．一方，動揺と輪重変動のコヒーレンスからは，0.04～0.05[1/m]

の帯域では上下動揺と輪重変動の相関が，それ以外の帯域では左右動揺と輪重変動との相関

が高いことがわかった．  

軌道変位と輪重変動との関係については，水準変位，通り変位，高低変位の各々から輪重

変動への周波数応答関数を求め，0.02[1/m]以下の低周波域では水準変位，通り変位によるロ

ーリングが，0.04～0.05[1/m]は高低変位による上下並進運動が，0.06[1/m]以上の帯域では平

面性変位が輪重変動に関連していることがわかった．また水準変位，通り変位，高低変位の

３種類の軌道変位を入力とする輪重変動予測モデルを構築し，パラメータを推定した．その

結果，直線区間で推定されたパラメータで曲線中の輪重変動が予測可能であり，パラメータ

に移転性があることを確認した．  

列車動揺と輪重変動との関係については，左右動揺，上下動揺を入力とする輪重変動予測
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モデルを構築し，パラメータを同定した．直線区間のデータで得られたモデルのパラメータ

は曲線中の輪重変動予測にも適用可能であり，軌道変位を入力とする場合と比較して，精度

が良い予測が可能であることを確認した．また速度が異なる場合の輪重変動も，ある程度の

精度で予測可能であった．さらに左右動揺，上下動揺の線形和による簡易な輪重変動予測モ

デルを構築し，旧国鉄の動揺管理値は近年の車両においても概ね妥当であることを示した．

これらのモデルは，中小の鉄道事業者のように，軌道検測車を所有しない線区における軌道

状態の評価に有益であることと考えている．  

７章では，軌道変位と変動横圧との関係について定量化した．  

まず変動横圧を予測するための入力信号として，通り変位のみ（１入力），通り変位＋水準

変位（２入力），通り変位＋水準変位＋軌間変位（３入力），の３通りについて次数と FPE と

の関係を調べ，１入力の場合とそれ以外の２ケースとでは，FPE の大きさに明らかな差があ

ったが，２入力と３入力ではそれほど差は無く，２入力モデルが適切であることを示した．

またモデルの次数について検討し，入力として用いた軌道変位のパワーにレール長を起因と

する４つの周波数の成分が卓越していることから，その２倍の８次としておけばよいことを

示した．  

軌道変位と変動横圧との関係については，変動横圧は概ね曲率に比例して発生しており，

特に 10m 弦正矢法では利得が小さい高周波の曲率の影響が大きいことを示し，変動横圧の原

因として，外軌レールの曲率の局所的な変化が考えられることを示した．  

水準変位と変動横圧との関係について明確な定量化はできなかったが，FPE による検討か

ら，変動横圧に水準変位が影響を及ぼしていることは確認できた．  

今回検討した範囲では，変動横圧は曲線半径や速度の影響をあまり受けず，半径 400m の

曲線走行時に取得したデータから同定されたパラメータを用いて，半径 600m の曲線走行時

の変動横圧が予測できることを示した．   

左右動揺遮断性能が高い振子車両の場合，列車動揺から左右動揺を簡易に推定するのは困

難であった．  

８章では，４章～７章で述べた車両の動的挙動予測手法の軌道管理への具体的な適用例に

ついて検討した．  

８．１節では，本研究で述べた車両の動特性の同定手順と，同定にあたっての注意事項に

ついてまとめた．  

８．２節では，車両の周波数応答は車種によって大きく異なることから，列車動揺の管理

にあたっては，動揺測定に用いる車両の動特性を把握し，適切な管理指標を定める必要があ

ることを示した．  

８．３節では，４章で紹介した方法による上下動揺予測値と，従来の 10m 弦正矢，20m 弦

正矢，上下動揺標準偏差予測値による，保守必要ロット数等を比較し，保守が必要なロット

を的確に把握する，という観点からは４章で述べた方法による上下動揺予測値を用いること

が合理的であることを示した．  

８．４節では，曲線線形に起因する左右動揺予測手法を用いて，緩和曲線中のカント管理

方法を検討した．その結果，ここで対象とした車両で左右動揺の上限値を 0.1m/s2 とする場合，

緩和曲線中における平面線形とカント逓減位置の不一致は，緩和曲線長の一割以下とするべ
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きことを示した．  

 以上のように，本研究ではパラメトリックモデルによる鉄道車両動特性の同定に関する新

しい考え方を提示するとともに，軌道変位と鉄道車両の動的挙動の関係，特にこれまであま

り定量的に示されてこなかった軌道変位と輪重・横圧との関係について，かなり踏み込んだ

検討がされたものと考えている．  

 

９．３ 今後の課題 

 ９．３．１ 車両の動的挙動予測手法に関する課題 

 本研究では，現在の線形システム同定理論に基づいて，軌道変位に起因する鉄道車両の動

的挙動予測モデルを同定した．今後，予測精度を向上するためには，非線形システムの同定

理論や時変モデルの適用が考えられる．また，本研究では予測誤差に関する考察をほとんど

行わなかった．最終的な軌道保守の経済性は，予測誤差によって決まる．例えば構造物の設

計の場合，材料，施工，管理等の不確実性に対する余裕は安全係数の形で考慮される．同様

な観点から軌道状態を評価し，保守投入のしきい値を決定する場合，予測誤差の大きさによ

って，乗り心地や走行安全性に対する保守サイドの余裕量が定まる．本研究で示した線形予

測モデルを非線形モデルあるいは時変モデルに拡張するにあたっては，保守の経済性を考慮

した上で必要とされる予測精度を定めた上でモデルの改良を進めていく必要があろう．  

 ９．３．２ 軌道状態の評価に関する課題 

 軌道変位保守管理の一般的な流れを図 9-1 に示す．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9-1 軌道保守管理の流れ（図 1-11 の再掲）  

 

 本研究で対象としたのは，②のうち，軌道状態評価指標としての車両動的挙動の予測手法

の開発であり，一部８章で③についても言及した．軌道変位保守管理に関する今後の研究と

してまず必要となるのは，評価指標としての車両動的挙動の善し悪しを軌道変位の振幅で判

定する方法である．これは，軌道変位評価の性能規定化を目指す本研究の目的と反するよう

であるが，十分な技術力を保有しない一方で保守コスト削減のニーズが高い中小民鉄や第３

セクターでは，本研究で述べた車両の動的挙動の予測手法をそのまま保守業務に適用には難

がある．よって，文献 2-21)の複合変位のように，簡易な指標で走行安全性を的確に評価・管

理する方法が必要となる．具体的には６．３．３節で述べた輪重の簡易推定方法，あるいは

図 6-21 の上下・左右動揺限度値の簡易な決定方法を進めた，簡易な走行安全性評価指標が必

①軌道変位検測  

②軌道変位評価  

③保守計画策定  

④軌道保守作業  
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要と考えている．この場合，軌道保守の評価指標は例えば表 9-1 のようになる．  

 

表 9-1 新たな軌道整備基準値の例  

項目（評価値）の例  基準値  評価項目（例）

α高低変位＋β通り変位＋γ水準変位   走行安全性  
δ通り変位＋ε水準変位   走行安全性  
λ通り変位＋η水準変位   乗り心地  

 

 この場合，本論文は，項目に記した軌道変位の組み合わせおよび各軌道変位に乗ぜられる

係数（α，β，…，η）と，基準値（しきい値）を定めるためのシミュレーション手法を提

供する．この方法による軌道状態評価は，保線の現場での取り扱いが容易となる反面，評価

値と車両の挙動の実態との相関が必然的に下がるため，基準値設定にあたって持つべき余裕

が大きくなり，無駄の多い保守となる．ただし，この場合でも，表 1-1 のように軌道変位の

各項目を単独で評価するよりは，合理的な保守が可能になると考えられる．  

 本研究では，車両側の個体差についてはほとんど触れなかった．乗り心地や走行安全性の

評価にあたっては，車両側の要因についても評価する必要がある．本研究で示したシステム

同定法では，車両のばね定数等を直接同定することはできないが，同一形式の車両の個体差

や，車両の製造時からの経過時間（あるいは累積走行距離）と周波数応答関数との関係等を

簡便な方法で求めることが可能となる．鉄道は土木，車両，電気のトータルシステムである

ので，乗り心地や走行安全性といった乗客へのサービスレベルも，トータルシステムとして

レベルアップする必要がある．その意味で本研究は，車両サイドにとっても有用な手段を提

供したものと考えている．  

 本研究では，鉄道総研でこれまで携わった速度向上試験におけるデータ等を活用した．こ

のうち列車動揺については，測定が比較的容易であることから，様々な車種について本研究

で述べたシステム同定法を適用して動揺の予測を行い，車両の諸元に関わらず予測が可能で

あることを確認した．しかし輪重・横圧については，限られた車両形式によるデータのみで，

システム同定法の妥当性を確認するに留まった．今後は，実データによる検証を積み重ね，

本研究で述べた方法の一般性を示すとともに，この結果がより多くの鉄道事業者で保線業務

の実務に活用されよう，一般化したいと考えている．  
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